
〇ソフト対策の主な取組（主な内容と実施する機関）　※H29～R3年度(5年間)の取組

● ● ● ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● - ● -
● ● ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● - - -
● ● ● ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● - ● -

凡例（〇：実施予定、●：実施中（実施済含む）、△予定なし、－：対象なし

-〇 〇 〇 〇 ● -〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 ● ● 〇 ●〇 〇 〇 〇 〇 〇

イ　災害情報の共有体制の強化
(ｱ) 各構成員における災害情報の共有体制を強化するため、共有すべき災害情報や当該情報の共有方策等について検
討・調整する。

平成29年度から
検討実施

〇 〇 〇 ○ 〇

〇

- -

⑷　その他

ア　災害時及び災害復旧に対する支援
強化

(ｱ) 国が実施する研修、訓練への地方公共団体等の参画など、災害対応にあたる人材を育成するための方策や、地方公
共団体間の相互支援体制の強化を図るための方策について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

● ● 〇 ○

△ 〇 - - 〇 ○〇 〇 〇 〇 〇 -

〇 -

-

イ　浸水被害軽減地区の指定
(ｱ) 複数市町村に影響があると想定される浸水被害軽減地区の指定にあたり、地区指定の予定や指定に係る課題等を共
有し、連携して課題への対応を検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 〇 〇 〇 ○

- △○ △ 〇 〇 〇 〇
ア　排水施設、排水資機材の運用方法
の改善及び排水施設の整備等

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における排水施設、排水資機材の配置、運用方法等に係る情報を共有し、洪水時の排水施設等
の管理者間の連絡体制を構築するとともに、洪水時に円滑かつ迅速な排水を行うための排水施設等の運用方法について
検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 〇 〇 △ - - 活用〇 - - 〇

- - - -- -

- - - - -

⑶　氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する事項

〇 〇 - - -

〇 〇 〇 〇 - -

〇 ○ ○ ○ 〇 〇 〇

-

ウ　大規模工場等の自衛水防に係る取
組の促進

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における大規模工場等の立地状況を確認するとともに、市町村地域防災計画に定められた大規
模工場等の浸水防止計画の作成状況、訓練の実施状況を確認する。

平成29年度から
検討実施 〇 ○ ○ ○ 〇

〇 〇 〇 〇 - ○〇 〇 〇 〇 〇 〇

-

(ｲ) 浸水防止計画の作成状況や訓練の実施状況を踏まえ、それぞれの取組を促すための支援策について検討・調整す
る。

平成29年度から
検討実施

- -○ 〇 〇 〇 〇 〇

-
イ　洪水時の市町村庁舎等の機能確保
のための対策の充実

(ｱ) 市町村庁舎等における洪水時に想定される浸水被害を確認し、適切に機能を確保するために必要な対策(耐水化、非
常用電源等の整備等)について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 〇 ● 〇 ●

- 〇

⑵　市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

ア　災害拠点病院等の施設管理者への
情報伝達の充実

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における災害拠点病院等の立地状況を確認し、施設管理者等に対する洪水時の確実な情報伝
達の方法について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 〇 〇 〇

〇 〇 ● - - -● 〇 〇 〇 〇 〇

- - -○ -

● ● -

オ　水防団間での連携、協力に関する検
討

(ｱ) 大規模な氾濫に対してより広域的、効率的な水防活動が実施できるよう、各水防団の分団等の配置、管轄区域等を共
有し、洪水時の水防団間の連携・協力について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

〇 ● ●

〇 〇 〇 〇 - -〇 ○ 〇 〇 〇 〇

- - -

〇 〇 - - 参加

エ　水防に関する広報の充実
(ｱ) 各構成員の水防(水防団員の募集、自主防災組織、企業等の参画等)に関する広報の取組状況や取組予定等を共有
し、先進事例を踏まえた広報の充実について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇○ 〇 ○ 〇 〇 〇

ウ　水防訓練の充実

〇

(ｱ) 毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施する。

(ｲ) 県と市町村職員等を対象に水防技術講習会を実施する。

(ｴ) 多様な関係機関、住民等の参加等による実践的な水防訓練について検討・調整する。

引き続き実施

引き続き実施

平成29年度から
検討実施

〇

(ｳ) 水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練を実施する。 引き続き実施

- - - - -- - - - - -

● ● -● ● ● ● ● ●

- - - - - -

● ● ●

-

-●

イ　水防資機材の整備等

(ｱ) 各構成員が保有する水防資機材の配置について共有するとともに、水防資機材の整備や洪水時の相互応援について
検討・調整する。

引き続き実施 ● ● ● ●

● ● ● ● ●● ● ● ● ● ●

- -

(ｲ) 河川防災ステーション等の情報を共有し、これを活用した円滑な水防活動について検討・調整する。
平成29年度から

検討実施

- -

３　水災害の軽減を図るため水防活動の効率化及び水防体制の強化を推進する。

⑴　水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項

ア　重要水防箇所の確認
(ｱ) 河川整備の進捗等を踏まえて、出水期前に重要水防箇所の確認を行うとともに、現地にて関係者による共同点検等の
実施について検討・調整する。

引き続き実施 ● ● ●

〇 〇 - - 〇 -〇 〇 〇 〇 〇 〇

- ○

〇 〇

-

ウ　避難場所、避難経路の整備
(ｱ) 避難場所、避難経路の整備に係る情報を共有するとともに、避難場所、避難経路の整備にあたっては、近隣工事等の
発生土砂を有効活用するなど、事業連携による効率的な整備となるよう検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

〇 〇 〇 ○

- - - - - 〇- - - - - -イ　河川防災ステーション等の整備
(ｱ) 河川防災ステーション等の整備に係る情報を共有し、河川管理者が実施する災害復旧だけでなく市町村等も水防活動
を円滑に行える施設となるよう、設置位置及び規模等について検討・調整する。

- - ● - -

- -

〇 〇 〇 〇 〇 〇

(ｱ) 危機管理型水位計(※)の配置計画を検討・調整し、設置・運用を開始する。
※危機管理型水位計：現在、国土交通省のプロジェクトにおいて開発を進めている、低コストで導入が容易なクラウド型・メン
テナンスフリー水位計。

平成29年度から
検討実施 〇 〇 〇 ○

(ｲ) 河川監視用カメラの配置計画(設置目的に応じた性能最適化・集約化等を含む)を検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 - - -

平成29年度から
検討実施

〇 〇 〇 ○

● 〇 〇 ○

〇 - ● 活用〇 〇 〇 〇 - -〇

● ● ● 参加〇〇 〇

〇〇 〇 〇 〇 〇 〇

-

参加〇 ● ● - ● -

- -〇 - - ● -

⑵　円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項

ア　危機管理型水位計、河川監視用カ
メラの整備

オ　防災教育の促進

(ｱ) 防災教育に関する指導計画作成への支援など、小学校等の先生による防災教育の実施を拡大する方策等に関する取
組について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

〇 〇

〇 〇 〇 〇

○ 〇 〇 〇 〇

平成29年度から
検討実施 ● ●

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 -〇 〇

● ● 〇 ● 〇〇 〇 〇 〇 〇 〇〇

△ △ - -〇 〇 〇 〇

参加

(ｲ) 住民の水防災意識を高め、地域防災力向上のための自主防災組織の充実を図る。

ウ　まるごとまちごとハザードマップの促進
(ｱ) 各構成員による｢まるごとまちごとハザードマップ｣(生活空間における想定浸水深や避難場所等に係る看板等の掲示)の
取組状況を共有するとともに、｢まるごとまちごとハザードマップ実施の手引き｣(平成29年6月、国土交通省水管理・国土保
全局河川環境課水防企画室）等を参考に、取組の推進について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 ● 〇 △ ○

● ○ 〇 〇 〇

●

- 活用

エ　住民、関係機関が連携した避難訓
練等の充実

(ｱ) 各市町村等による避難訓練の実施状況や実施予定を共有するとともに、住民等や多様な関係機関が連携した避難訓
練を検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 ● ● 〇 ○

イ　洪水ハザードマップの作成・改良と周
知

● - -

〇 〇 ○ 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇

- - 活用〇 〇 - -

(ｱ) 想定最大規模降雨に係る洪水浸水想定区域図を踏まえた洪水ハザードマップの作成・公表の予定を共有する。また、
洪水ハザードマップが作成された場合は、当該洪水ハザードマップを共有する。

(ｲ) ｢水害ハザードマップ作成の手引き｣(平成28年4月、国土交通省水管理・国土保全局河川環境課水防企画室)等を参
考に、洪水ハザードマップの住民への効果的な周知方法や、先進事例を踏まえたわかりやすい洪水ハザードマップへの改良
について検討・調整し、平成30年7月豪雨を踏まえ、住民への洪水ハザードマップ等各種防災計画の周知の徹底を図る。

平成29年度から
順次実施

平成29年度から
検討実施

●

●

〇 〇

〇 -

●

〇

○ 〇 〇 〇〇

⑴ 平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する取組

ア　想定最大規模降雨に係る洪水浸水
想定区域図等の共有

(ｱ) 国又は県による想定最大規模降雨に係る洪水浸水想定区域図等の作成・公表の予定を共有する。また、洪水浸水想
定区域図が作成された場合は当該洪水浸水想定区域図を共有する（なお、共有された洪水浸水想定区域図については、
土地利用や都市計画の検討等においても広く活用されるよう各構成員において確認する。）。

引き続き実施 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ● 活用● △ ● △ △ ●

- - - -

２　地域の水防災意識の向上を図るため水害危険性を周知する。

● 活用- - - - - -

キ　洪水警報の危険度分布等の提供及
び気象情報発信時の「警報級の可能
性」や「危険度を色分けした時系列」等の
発表・改善

(ｱ) 警報等の解説・見える化により、気象情報発信時の情報入手のし易さをサポートする。
平成29年度から

順次実施
- - -

- ● - ●● ● ● ● ● ●

- - -

- -

(ｲ) 避難確保計画の作成状況や訓練の実施状況を踏まえ、それぞれの取組を促すための支援策について検討・調整す
る。また、施設職員だけで対応するのが難しい場合の地域の支援体制について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施 ● ● ● ● ●

● ● ● - - ●● ● ● ● ● ●

-● -

〇 -

カ　要配慮者利用施設等における避難
計画等の作成・訓練に対する支援

(ｱ) 洪水浸水想定区域や土砂災害警戒区域内における要配慮者利用施設の立地状況を確認するとともに、市町村地域
防災計画に定められた要配慮者利用施設の避難確保計画の作成状況、訓練の実施状況を確認する。

引き続き実施 ● ● ●

〇 〇 △ - - 〇○ 〇 〇 〇 〇 〇
オ　隣接市町村等への広域避難体制の
構築

(ｱ) 各市町村において洪水浸水想定区域図等の水害リスク情報を踏まえて避難場所及び避難経路を検討し、当該市町村
内の避難場所だけで避難者を収容できない場合等は、隣接市町村等における避難場所の設定や洪水時の連絡体制等に
ついて検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

-

-

● ●

活用

活用〇

-

-

-

-

●

●

〇 ○ ○ 〇 〇

〇 〇 〇

●

〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇

○

エ　情報通信技術等を活用した住民等
へ適切かつ確実に情報伝達する体制や
方法の改善・充実

(ｱ) ｢川の防災情報(国土交通省提供サイト)｣や、河川流域総合情報システム(福島県提供サイト)等、国と県が有している河
川水位やＣＣＴＶカメラ等のリアルタイム情報の住民等への周知方法について検討・調整する。

(ｳ) 緊急速報メールの活用等、住民等に対する洪水情報や避難情報等の適切かつ確実な伝達体制・方法について、検
討・調整する。

平成29年度から
検討実施

平成29年度から
検討実施

●

〇 〇 〇〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

● ● ● ● 〇

●

- - -〇 〇 〇 〇 〇 〇

○ - -〇 △ 〇 △ △ 〇

-

〇 〇 ○ ○ △ 〇 〇

● ●

- ●

● 〇

〇

● - - ●

△ △ △

● ●

-● - -

● 〇 活用〇 -

● ○ -△ △

● ● ●
(ｱ) ｢避難勧告等に関するガイドライン｣(平成29年1月、内閣府(防災担当))を参考に、市町村が定めた洪水時等における避
難勧告等の発令対象区域、発令判断基準等の確認を行う。

(ｲ) 市町村が定めた避難勧告発令等の発令判断基準等を踏まえて、防災行動と河川管理者及び市町村等その実施主体
を時系列で整理する｢水害対応タイムライン｣を作成するとともに、その運用状況を確認する。

● ● ● △
(ｳ) 避難勧告等の発令判断基準の目安となる基準水位（氾濫危険水位、避難判断水位）の見直しの予定を共有し、その進
捗状況について確認する。 △

● ● ● ● ●● ●

引き続き実施

〇 〇 ○ △ 〇

● ● ●

●

● -● ●

平成29年度から
順次実施

● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

-● ●

●

● ● ● ●

石
川
町

具体的取組

事項

具体的な取組の柱

イ　避難勧告等の発令対象区域、発令
判断基準等の確認

● ● ● ●ア　洪水時等における河川管理者等から
の情報提供等の内容及びタイミングの確
認

(ｱ) 洪水時等の市町村長による避難勧告等発令の判断を支援するため、洪水時等に気象台や河川管理者等から市町村
に提供する気象情報、河川情報及び土砂災害警戒情報の内容及び提供するタイミングを確認する。

(ｲ) 直接市町村長等に気象情報、河川情報及び土砂災害警戒情報を伝達するホットラインの構築状況を確認する。

平成29年度から
順次実施

● ● ●

●

主な内容 目標時期

● ●

平成29年度から
順次実施

平成29年度から
順次実施

〇

引き続き実施
(ｲ) 小中学校等における水防災教育を実施する。
(ｲ) 出前講座等を活用し、水防災等に関する説明会を実施する。

関係機関

地
域
住
民

１　住民の避難行動のきっかけとなる情報伝達が確実に行われる体制を構築する。

⑴　情報伝達、避難計画等に関する事項

須
賀
川
地
方

広
域
消
防
本
部

郡
山
地
方

広
域
消
防
組
合

消
防
本
部

福
島
県

県
中
建
設
事
務
所

福
島
県

県
中
地
方
振
興
局

気
象
庁

福
島
地
方
気
象
台

玉
川
村

平
田
村

浅
川
町

古
殿
町

三
春
町

小
野
町

郡
山
市

須
賀
川
市

田
村
市

鏡
石
町

天
栄
村

-- - - - - - -

ウ　水害危険性（浸水想定及び河川水
位等の情報）の周知

(ｳ) 洪水警報・大雨（浸水）警報の危険度分布及び流域雨量指数の予測値の利活用推進を図る。
平成29年度から

順次実施 ● - - - - - -

(ｱ) 水位周知河川等の指定を行う河川について検討・調整するとともに、その進捗状況について確認する。

(ｲ) ｢地域の水害危険性の周知に関するガイドライン｣(平成29年3月、国土交通省水管理・国土保全局河川環境課）を参考
に、簡易な方法による水害危険性の周知を行う河川及び当該河川における情報提供の方法について検討・調整するととも
に、その進捗状況について確認する。

平成29年度から
順次実施

平成29年度から
順次実施

- - ●

別紙①

● 活用-

(ｲ) 気象庁HP等を活用した情報提供と利活用について促進を図る。 引き続き実施 ● - - - - - - - - - - - - - ● ●● 活用

資料２－２ 別紙①



〇ソフト対策の主な取組（機関別の取組目標）　※H29～R3年度(5年間)の取組目標

・振興局HP「県中地方防
災サイト」で周知を図る。
【継続実施】

・H29.7月までに洪水警
報・大雨（浸水）警報の
危険度分布、警報の可
能性及び危険度を色分
けした時系列を発表し、
これらの利活用を図る。
【H29年度～】

- - - - - - - -

・気象台と連携して利活
用の促進を図る。
【H29年度～】

- -

ウ　水害危険性（浸水想定及
び河川水位等の情報）の周知

(ｲ) 気象庁HP等を活用した情報提供と利活用
について促進を図る。

引き続き実施

・郡山市防災ウェブサイト
にて気象情報の周知を
進めている。（気象台HP
へリンクしている。）
【継続実施】 - - - -

(ｳ) 洪水警報・大雨（浸水）警報の危険度分布
及び流域雨量指数の予測値の利活用推進を図
る。

平成29年度から
順次実施

・郡山市防災ウェブサイト
にて気象情報の周知を
進めている。（気象台HP
へリンクしている。）
【継続実施】

- - - -

(ｱ) 水位周知河川等の指定を行う河川につい
て検討・調整するとともに、その進捗状況につい
て確認する。

平成29年度から
順次実施

・新たに水位周知河川等
の指定を行う河川につい
て、関係機関と検討・調
整を図り、その進捗状況
を確認する。
【H29年度～】

・新たに水位周知河川等
の指定を行う河川につい
て、関係機関と検討・調
整を図り、その進捗状況
を確認する。
【H29年度～】

(ｲ) ｢地域の水害危険性の周知に関するガイドラ
イン｣(平成29年3月、国土交通省水管理・国土
保全局河川環境課）を参考に、簡易な方法によ
る水害危険性の周知を行う河川及び当該河川
における情報提供の方法について検討・調整す
るとともに、その進捗状況について確認する。

平成29年度から
順次実施

具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
事項

須賀川市

ア　洪水時等における河川管
理者等からの情報提供等の
内容及びタイミングの確認

(ｱ) 洪水時等の市町村長による避難勧告等発
令の判断を支援するため、洪水時等に気象台
や河川管理者等から市町村に提供する気象情
報、河川情報及び土砂災害警戒情報の内容及
び提供するタイミングを確認する。

平成29年度から
順次実施

・洪水時等に気象台や
河川管理者等から提供
される気象情報、河川情
報、土砂災害警戒情報
の内容、提供されるタイミ
ングについて確認する。
【H29年度～】

・洪水時等に気象台や
河川管理者等から提供
される気象情報、河川情
報、土砂災害警戒情報
の内容、提供されるタイミ
ングについて確認する。
【H29年度～】

福島県
県中地方振興局

気象庁
福島地方気象台具体的取組

１　住民の避難行動のきっかけとなる情報伝達が確実に行われる体制を構築する。

⑴　情報伝達、避難計画等に関する事項

浅川町 古殿町 三春町 小野町
郡山地方

広域消防組合
消防本部

須賀川地方
広域消防本部

田村市 鏡石町 天栄村 石川町 玉川村 平田村

・県災害対策課、建設事
務所、気象庁ＨＰ等から
情報収集する。
【継続実施】

・避難勧告の発令判断の
目安となる氾濫危険情
報の発表等を建設事務
所と気象台で共同で実
施している。
【継続実施】
・「警報級の可能性」「危
険度を色分けした時系
列」の提供の実施する。
【継続実施】

・洪水時等に気象台や
河川管理者等から提供
される気象情報、河川情
報及び土砂災害警戒情
報の内容及び提供され
るタイミングについて確認
する。
【H29年度～】

・大雨時等に気象台や
河川管理者等から提供
される情報について、構
成市町と情報を共有しな
がら、情報の内容及び提
供されるタイミングを確認
する。

・大雨時等に気象台や
河川管理者等から提供
される情報について、構
成市町と情報を共有しな
がら、情報の内容及び提
供されるタイミングを確認
する。

・市町村に提供する河川
情報及び土砂災害警戒
情報の内容及び提供す
るタイミングについて確認
する。
【H29年度～】

(ｲ) 直接市町村長等に気象情報、河川情報及
び土砂災害警戒情報を伝達するホットラインの
構築状況を確認する。

平成29年度から
順次実施

・直接市長等に河川情
報及び土砂災害警戒情
報を伝達するホットライン
の構築状況を確認し、運
用を開始する。気象情報
については、継続実施す
る。
【H29年度～】

・直接市町村長等に河
川情報及び土砂災害警
戒情報を伝達するホット
ラインの構築状況を確認
し、運用を開始する。気
象情報については、継続
実施する。
【H29年度～】

・直接市町村長等に河
川情報を伝達するホット
ラインの構築状況を確認
し、運用を開始する。気
象情報については、継続
実施する。
【H29年度～】

・河川情報及び土砂災
害警戒情報を伝達する
ホットラインの構築状況
を確認し、運用を開始す
る。気象情報について
は、継続実施する。
【H29年度～】

・洪水時等に気象台や
河川管理者から提供さ
れる気象情報、河川情
報及び土砂災害警戒情
報の内容及び提供され
るタイミングについて確認
する。
【Ｈ29年度～】

・洪水時等に気象台や
河川管理者等から提供
される気象情報、河川情
報及び土砂災害警戒情
報の内容及び提供され
るタイミングについて確認
する。
【H29年度～】

・洪水時等に気象台や
河川管理者等から提供
される気象情報、河川情
報及び土砂災害警戒情
報の内容及び提供され
るタイミングについて確認
する。
【H29年度～】

・洪水時等に気象台や
河川管理者等から提供
される気象情報、河川情
報及び土砂災害警戒情
報の内容及び提供され
るタイミングを確認する。
【H29年度～】

・洪水時等に気象台や
河川管理者等から提供
される気象情報、河川情
報及び土砂災害警戒情
報の内容及び提供され
るタイミングについて確認
する。
【H29年度～】

・洪水時等に気象台や
河川管理者等から提供
される気象情報、河川情
報及び土砂災害警戒情
報の内容及び提供され
るタイミングについて確認
する。
【H29年度～】

・洪水時等に気象台や
河川管理者等から提供
される気象情報、河川情
報及び土砂災害警戒情
報の内容及び提供され
るタイミングについて確認
する。
【H29年度～】

洪水時等に気象台や河
川管理者等から提供さ
れる気象情報、河川情
報及び土砂災害警戒情
報の内容及び提供され
るタイミングについて確認
する。
【H29年度～】

・洪水時等における避難
勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等の
確認を行う。
【H29年度～】

・直接市町村長等に河
川情報及び土砂災害警
戒情報を伝達されるホッ
トラインの構築状況を確
認し、運用を開始する。
【H29年度～】

・構成市町と河川情報及
び土砂災害警戒情報を
伝達するホットラインの構
築状況を確認し、運用を
開始する。

・構成市町と河川情報及
び土砂災害警戒情報を
伝達するホットラインの構
築状況を確認し、運用を
開始する。

・県災害対策課による
ホットラインの確認。
【H29年度～】

・直接市町村長等に気
象情報を伝達するホット
ラインの構築状況を確認
し、連絡体制を確立す
る。
【H23年6月～継続実
施】

・直接町長等に河川情
報及び土砂災害警戒情
報を伝達するホットライン
の構築状況を確認し、運
用を開始する。気象情報
については、継続実施す
る。
【H29年度～】

・直接村長等に河川情
報及び土砂災害警戒情
報を伝達するホットライン
の構築状況を確認し、運
用を開始する。気象情報
については、継続実施す
る。
【H29年度～】

・直接村長等に河川情
報及び土砂災害警戒情
報を伝達するホットライン
の構築状況を確認し、運
用を開始する。気象情報
については、継続実施す
る。
【H29年度～】

直接市町村長等に河川
情報及び土砂災害警戒
情報を伝達するホットラ
インの構築状況を確認
し、運用を開始する。気
象情報については、継続
実施する。
【H29年度～】

・直接、町長等に河川情
報及び土砂災害警戒情
報を伝達するホットライン
の構築状況を確認し、運
用を開始する。
【Ｈ29年度～】

・直接市町村長等に河
川情報及び土砂災害警
戒情報を伝達されるホッ
トラインの構築状況を確
認し、運用を開始する。
【H29年度～】

・洪水時等における避難
勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等の
確認を行う。
【H29年度～】

- -

・洪水時等における避難
勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等の
確認を行う。
【H29年度～】

・避難判断及び配備基
準への気象情報の利活
用に関する助言等支援
を行う。
【H29年度～】

・洪水時等における避難
勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等の
確認を行う。
【H29年度～】

・洪水時等における避難
勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等の
確認を行う。
【H29年度～】

洪水時等における避難
勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等の
確認を行う。
【H29年度～】

洪水時等における避難
勧告等の発令対象区域
や発令判断基準を作成
し、作成後は基準等の確
認を行う。
【Ｈ29年度～】

・洪水時等における避難
勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等の
確認を行う。
【H29年度～】

・直接市町村長等に河
川情報及び土砂災害警
戒情報を伝達するホット
ラインの構築状況を確認
し、運用を開始する。
【H29年度～】

・洪水時等における避難
勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等の
確認を行う。
【H29年度～】

・建設事務所から情報を
収集する
【H29年度～】

-

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見
直しの進捗状況及び今
後の予定について確認
する。
【H29年度～】

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見
直しの進捗状況及び今
後の予定について確認
する。
【H29年度～】

今後、基準水位設定が
必要な場合は、検討す
る。

・今後、基準水位設定が
必要な場合は、検討す
る。

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見
直しの進捗状況及び今
後の予定について情報
共有を図る。
【H29年度～】

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見
直しの進捗状況及び今
後の予定について情報
共有を図る。
【H29年度～】

・市町村の｢水害対応タイ
ムライン｣の作成に向けた
支援を行う。
【H29年度～】

今後、必要に応じて検討
を進める。

｢水害対応タイムライン｣
を作成に向け検討する。
【H29年度～】

- -

・市町村の｢水害対応タ
イムライン｣の作成に向け
た支援を行う。
【H29年度～】

- -

・｢水害対応タイムライン｣
を作成に向け検討し、作
成後、運用状況を確認
し、必要な場合は、フォ
ローアップを行う。
【H29年度～】

・｢水害対応タイムライン｣
を作成に向け検討し、作
成後、運用状況を確認
し、必要な場合は、フォ
ローアップを行う。
【H29年度～】

｢水害対応タイムライン｣
を作成に向け検討する。
【R元年度～】

｢水害対応タイムライン｣
を作成に向け検討する。
【H29年度～】

・市町村の｢水害対応タ
イムライン｣の作成に向け
た支援を行う。
【H29年度～】

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見
直しを継続実施し、進捗
状況及び今後の予定に
ついて情報共有を図る。
【H27年度～継続実施】

(ｳ) 避難勧告等の発令判断基準の目安となる
基準水位（氾濫危険水位、避難判断水位）の
見直しの予定を共有し、その進捗状況について
確認する。

引き続き実施

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見
直しの進捗状況及び今
後の予定について確認
する。
【H29年度～】

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見
直しの進捗状況及び今
後の予定について確認
する。
【H29年度～】

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見
直しの進捗状況及び今
後の予定について確認
する。
【H29年度～】

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の設
定に向け、関係機関と調
整を始める。
【H29年度～】

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見
直しの進捗状況及び今
後の予定について確認
する。
【H29年度～】

イ　避難勧告等の発令対象
区域、発令判断基準等の確
認

(ｱ) ｢避難勧告等に関するガイドライン｣(平成29
年1月、内閣府(防災担当))を参考に、市町村が
定めた洪水時等における避難勧告等の発令対
象区域、発令判断基準等の確認を行う。

平成29年度から
順次実施

・洪水時等における避難
勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等の
確認を行う。
【H29年度～】

・洪水時等における避難
勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等の
確認を行う。
【H29年度～】

・洪水時等における避難
勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等の
確認を行う。
【H29年度～】

・洪水時等における避難
勧告等の発令対象区
域、発令判断基準等を
確認する。
【H29年度～】

・｢水害対応タイムライン｣
を作成に向け検討をはじ
める。作成後は、運用状
況を確認し、必要な場合
は、随時修正を行ってい
く。
【H29年度～】

・｢水害対応タイムライン｣
を作成に向け検討し、作
成後、運用状況を確認
し、必要な場合は、フォ
ローアップを行う。
【H29年度～】

(ｲ) 市町村が定めた避難勧告発令等の発令判
断基準等を踏まえて、防災行動と河川管理者
及び市町村等その実施主体を時系列で整理す
る｢水害対応タイムライン｣を作成するとともに、そ
の運用状況を確認する。

平成29年度から
順次実施

・「水害対応タイムライ
ン」を作成する。
【H29年度～】

必要に応じて検討を進め
る予定。

・｢水害対応タイムライン｣
を作成に向け検討を行
う。
【H29年度～】

・建設事務所から情報を
収集する
【H29年度～】

-

・新たに水位周知河川等
の指定を行う可能性のあ
る河川について、関係機
関と検討・調整を図り、そ
の進捗状況を確認する。
【Ｈ29年度～】

- -

簡易な方法による水害
危険性を周知する河川
及び当該河川における
情報提供の方法につい
て、関係機関と検討・調
整を図り、その進捗状況
を確認する。
【H29年度～】

・簡易な方法による水害
危険性を周知する河川
及び当該河川における
情報提供の方法につい
て、構成市町と検討・調
整を図り、その進捗状況
を確認する。

・簡易な方法による水害
危険性を周知する河川
及び当該河川における
情報提供の方法につい
て、構成市町と検討・調
整を図り、その進捗状況
を確認する。

・簡易な方法による水害
危険性を周知する河川
及び当該河川における
情報提供の方法につい
て、関係機関と検討・調
整を図り、その進捗状況
を確認する。
【H29年度～】

必要に応じて検討を進め
る予定。

・簡易な方法による水害
危険性を周知する河川
及び当該河川における
情報提供の方法につい
て、関係機関と検討・調
整を図り、その進捗状況
を確認する。
【H29年度～】

・水害の危険性の周知を
行う河川の情報提供す
る方法について検討を進
める。
【H29年度～】

・新たに水位周知河川等
の指定を行う可能性のあ
る河川について、関係機
関と検討・調整を図り、そ
の進捗状況を確認する。
【Ｈ29年度～】

・新たに水位周知河川等
の指定を行う河川につい
て、関係機関と検討・調
整を図り、その進捗状況
を確認する。
【H29年度～】

・新たに水位周知河川等
の指定を行う河川につい
て、関係機関と検討・調
整を図り、その進捗状況
を確認する。
【H29年度～】

- ・新たに水位周知河川等
の指定を行う河川につい
て、関係機関と検討・調
整を図り、その進捗状況
を確認する。
【H29年度～】

・新たに水位周知河川等
の指定を行う河川につい
て、関係機関と検討・調
整を図り、その進捗状況
を確認する。
【H29年度～】

・新たに水位周知河川等
の指定を行う河川につい
て、関係機関と検討・調
整を図り、その進捗状況
を確認する。
【H29年度～】

水位周知河川等の指定
を行う河川について検
討・調整を行う。

・新たに水位周知河川等
の指定を行う河川につい
て、関係市町村と検討・
調整を行う。
【H29年度～】

・簡易な方法による水害
危険性を周知する河川
及び当該河川における
情報提供の方法につい
て、関係市町村と検討・
調整を行う。
【H29年度～】

・緊急速報メールや防災
行政無線、SNS等のさま
ざまな手段で、住民への
周知を図る。
【継続実施】

・緊急速報メールや防災
行政無線、SNS等のさま
ざまな手段で、住民への
周知を図る。
【継続実施】

・防災行政無線や緊急
速報メールなどの活用に
より、住民への周知を図
る。
【H29年度～】

・郡山市防災ウェブサイト
にて災害情報の周知を
進めている。
（河川水位や川のライブ
画像が見れるサイト（国、
県等)をリンクしている。）
【継続実施】

・国の全国瞬時警報シス
テム「Ｊアラート」と防災行
政無線の連携や、緊急
速報メール及び防災メー
ルマガジン、ＳＮＳ、コミュ
ニティＦMの割り込み放送
等、多様な手段を用い
て、気象情報、国民保護
情報、避難情報など、安
全・安心に関する情報の
配信を行っている。
【継続実施】
・防災行政無線について
は、既存無線機器の老
朽化等により、今年度か
ら２年間をかけて防災行

-

- -

・簡易な方法による水害
危険性を周知する河川
及び当該河川における
情報提供の方法につい
て、関係機関と検討・調
整を図り、その進捗状況
を確認する。
【H29年度～】

・簡易な方法による水害
危険性を周知する河川
及び当該河川における
情報提供の方法につい
て、関係機関と検討・調
整を図り、その進捗状況
を確認する。
【H29年度～】

・簡易な方法による水害
危険性を周知する河川
及び当該河川における
情報提供の方法につい
て、関係機関と検討・調
整を図り、その進捗状況
を確認する。
【H29年度～】

簡易な方法による水害
危険性を周知する河川
及び当該河川における
情報提供の方法につい
て、関係機関と検討・調
整を図り、その進捗状況
を確認する。
【H29年度～】

・簡易な方法による水害
危険性を周知する河川
及び当該河川における
情報提供の方法につい
て、検討・調整を行う。
【Ｈ30年度～】

・簡易な方法による水害
危険性を周知する河川
及び当該河川における
情報提供の方法につい
て、関係機関と検討・調
整を図り、その進捗状況
を確認する。
【H29年度～】

- - - - - - - - -

・洪水警報・大雨（浸水）
警報の危険度分布及び
流域雨量指数の予測値
の利活用推進を図る。
【H29年度～】

・振興局HP「県中地方防
災サイト」で周知を図る。
【継続実施】

-

・玉川村ホームページに
｢川の防災情報(国土交
通省提供サイト)｣や、河
川流域総合情報システ
ム(福島県提供サイト)等
のバナー添付や玉川村
広報誌へ掲載し周知を
図る。
【H29年度～】

・平田村のホームページ
に｢川の防災情報(国土
交通省提供サイト)｣や、
河川流域総合情報シス
テム(福島県提供サイト)
等のバナー添付や平田
村広報誌へ掲載し周知
を図る。
【H29年度～】

河川水位やカメラ等のリ
アルタイム情報の住民等
への周知方法について
検討する。

・河川流域総合情報シス
テム(福島県提供サイト)
等の活用方法について
周知する。
【Ｈ29年度～】

・町防災ウェブサイトに｢
川の防災情報(国土交通
省提供サイト)｣や、河川
流域総合情報システム
(福島県提供サイト)等の
バナー添付や広報誌へ
掲載し周知を図る。
【H29年度～】

・小野町のホームページ
に｢川の防災情報｣や、河
川流域総合情報システ
ム」等のバナー添付し周
知を図る。
【H29年度～】

(ｱ) ｢川の防災情報(国土交通省提供サイト)｣
や、河川流域総合情報システム(福島県提供サ
イト)等、国と県が有している河川水位やＣＣＴＶ
カメラ等のリアルタイム情報の住民等への周知
方法について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・須賀川市広報誌へアド
レスを掲載し、情報の周
知を図る。
【継続実施】
・須賀川市HPに「川の防
災情報」や「河川流域総
合情報システム」をリンク
し周知を図る。
【H29年度～】

広報誌やお知らせ版、
ホームページなどでアドレ
スや情報を周知する。

・鏡石町のホームページ
や広報誌を活用し情報
の周知を図る。
【H29年度～】

・天栄村の公式ウェブサ
イトに｢川の防災情報｣
や、河川流域総合情報
システム」等のバナー添
付し周知を図る。
【H29年度～】

・石川町ホームページに
｢川の防災情報(国土交
通省提供サイト)｣や、河
川流域総合情報システ
ム(福島県提供サイト)等
のバナー添付や石川町
広報誌へ掲載し周知を
図る。
【H29年度～】

河川流域総合情報シス
テム（福島県提供サイト）
のスマートフォン用サイト
により、河川水位や
CCTVカメラ等のリアルタ
イム情報の発信を継続
実施する。
【継続実施】

・H29年７月に大雨特別
警報の改善を行い、引き
続き情報の発信・改善を
実施する。
【継続実施】

オ　隣接市町村等への広域
避難体制の構築

(ｱ) 各市町村において洪水浸水想定区域図等
の水害リスク情報を踏まえて避難場所及び避難
経路を検討し、当該市町村内の避難場所だけ
で避難者を収容できない場合等は、隣接市町
村等における避難場所の設定や洪水時の連絡
体制等について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・市内の避難所による避
難者の収容の可否を再
確認し、収容困難な場
合は、隣接市町村等に
おける避難場所の設定
や洪水時の連絡体制等
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・市内の避難所による避
難者の収容の可否を再
確認し、収容困難な場
合は、隣接市町村等に
おける避難場所の設定
や洪水時の連絡体制等
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・町内の避難場所による
避難者の収容の可否を
再確認し、収容困難な
場合は、隣接市町村等
における避難場所の設
定や洪水時の連絡体制
等について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・村内の災害別による避
難場所による避難者の
収容の可否を再確認し、
収容困難な場合は、隣
接市町村等における避
難場所の設定や洪水時
の連絡体制等について
検討・調整を行う。
【H29年度～】

防災行政無線や緊急速
報メールの活用により、
住民への周知を図る。
【継続実施】

防災行政無線やエリアメ
－ルの活用により、迅速
に町民への周知を図る。

- -

・振興局HP「県中地方防
災サイト」で周知を図る。
【継続実施】

・防災行政無線や緊急
速報メールなどの活用に
より住民に周知を図る。
その他の周知方法につい
ても検討を始める。
【H29年度～】

・防災行政無線の活用に
より、住民への周知を図
る。
【H29年度～】

・防災行政無線の活用に
より、住民への周知を図
る。
【H29年度～】

・防災行政無線や戸別
受信機の活用により、住
民への周知を図る。
【H29年度～】

防災行政無線の活用に
より、住民への周知を図
る。エリアメール、登録制
メールについては検討す
る。

・防災行政無線やエリア
メ－ルの活用により、迅
速に町民への周知を図
る。

(ｳ) 緊急速報メールの活用等、住民等に対する
洪水情報や避難情報等の適切かつ確実な伝
達体制・方法について、検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

エ　情報通信技術等を活用し
た住民等へ適切かつ確実に
情報伝達する体制や方法の
改善・充実

- -

今後、必要に応じて検討
を進める。

- -

・相談があれば関係市町
村間との調整を行う。
【H29年度～】

・作成に必要な情報の提
供及び支援を実施する。
【H28年度～】

・町内の避難場所による
避難者の収容の可否を
再確認し、収容困難な
場合は、隣接市町村等
における避難場所の設
定や洪水時の連絡体制
等について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・市町村内の避難場所に
よる避難者の収容の可
否を再確認し、収容困難
な場合は、隣接市町村
等における避難場所の
設定や洪水時の連絡体
制等について検討・調整
する。
【H29年度～】

・村内の避難場所による
避難者の収容の可否を
再確認し、収容困難な
場合は、隣接市町村等
における避難場所の設
定や洪水時の連絡体制
等について検討・調整す
る。
【H29年度～】

町内の避難場所による
避難者の収容の可否を
再確認し、収容困難な
場合は、隣接市町村等
における避難場所の設
定や洪水時の連絡体
制・避難経路等について
検討・調整する。
【H29年度～】

・町内の避難所の収容の
可否を再確認し、収用困
難な場合は、隣接市町
村等における避難場所
の設定や災害時の連絡
体制について検討・調整
する。
【Ｈ29年度～】

・町内の避難場所による
避難者の収容の可否を
再確認し、収容困難な
場合は、隣接市町村等
における避難場所の設
定や洪水時の連絡体制
等について検討・調整す
る。
【H29年度～】

郡山市

・大雨時等に気象台や
河川管理者等から提供
される情報について、郡
山市タイムライン等の運
用を通じ適切なタイミン
グを確認していく。
【H29年度～】

・県中建設事務所と構築
しているホットライン体制
について、運用しながら
体制、時期、内容等の確
度を向上させる。【H29
年度～】

・「郡山市避難勧告等の
判断・伝達マニュアル（Ｈ
27.2）」に基づき、発令判
断基準等の確認を行う。
（適時）
【継続実施】

・県管理河川についてタ
イムラインの必要性及び
運用の可能性等を検討
する。
【H30年度～】
※中小河川の水害事象
に即した行動計画の設
定及び河川毎の特性を
十分に考慮する必要あり

・基準水位の見直しを予
定する河川（谷田川、藤
田川、笹原川）について
進捗状況等の確認す
る。
【継続実施】

・新たに水位周知河川等
の指定を予定する河川
について、進捗状況を確
認する。
【H29年度～】
谷田川、藤田川

・水害危険性の周知を予
定する県管理河川につ
いて、進捗状況を確認す
る。
【H29年度～】

・平成28年6月30日に
福島河川国道事務所か
ら公表された「阿武隈川
水系(上流)における想定
最大規模の降雨による
洪水浸水想定区域等」
に基づき、現在、進めて
いるハザードマップの見
直し等を踏まえ検討して
いく。
【H29年度～】

福島県
県中建設事務所

・河川流域総合情報シス
テム(福島県提供サイト)
により、河川水位、雨量
情報等の発信を継続実
施する。
【継続実施】

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
等の水害リスク情報を作
成後、順次、関係市町
村へ提供する。
【H29年度～】
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カ　要配慮者利用施設等にお
ける避難計画等の作成・訓練
に対する支援

(ｱ) 洪水浸水想定区域や土砂災害警戒区域
内における要配慮者利用施設の立地状況を確
認するとともに、市町村地域防災計画に定めら
れた要配慮者利用施設の避難確保計画の作
成状況、訓練の実施状況を確認する。

引き続き実施

・洪水浸水想定区域や
土砂災害警戒区域内に
おける要配慮者利用施
設の立地状況を再確認
後、市地域防災計画に
記載し、要配慮者利用
施設の避難確保計画作
成及び避難訓練実施の
促進を図る。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域や
土砂災害警戒区域内に
おける要配慮者利用施
設の立地状況を今後調
査確認し、市地域防災
計画に記載する。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域にお
ける要配慮者利用施設
の立地状況を確認後、
市町村地域防災計画に
記載し、要配慮者利用
施設の避難確保計画作
成及び避難訓練実施の
促進を図る。
【H29年度～】

・主に土砂災害区域内に
所在する要配慮者利用
施設を確認し、地域防災
計画に記載し、要配慮者
利用施設の避難確保計
画の作成及び避難訓練
実施の促進を図る。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域や
土砂災害警戒区域内に
おける要配慮者利用施
設の立地状況を確認
後、市町村地域防災計
画に記載し、要配慮者利
用施設の避難確保計画
作成及び避難訓練実施
の促進を図る。
【H29年度～】

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、それぞれの取
組を促すための支援策
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、それぞれの取
組を促すための支援策
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、それぞれの取
組を促すための支援策
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を把握し、それぞれの取
組を支援するための方法
について、検討を進め
る。
【H29年度～】

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、それぞれの取
組を促すための支援策
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

市内における対象施設
の把握のほか、福祉・教
育等の庁内関係部局と
の連携・推進体制を構築
し、要配慮者利用施設の
避難確保計画の作成及
び訓練の実施状況を確
認する。
【H29年度～】

(ｲ) 避難確保計画の作成状況や訓練の実施状
況を踏まえ、それぞれの取組を促すための支援
策について検討・調整する。また、施設職員だ
けで対応するのが難しい場合の地域の支援体
制について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

市内における対象施設
の把握のほか、福祉・教
育等の庁内関係部局と
の連携・推進体制を構築
し、要配慮者利用施設の
避難確保計画の作成及
び訓練の実施を促進す
る。
【H29年度～】

-

- - - -

・洪水浸水想定区域や
土砂災害警戒区域内に
おける要配慮者利用施
設の立地状況を確認
後、市町村地域防災計
画に記載し、要配慮者利
用施設の避難確保計画
作成及び避難訓練実施
の促進を図る。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域や
土砂災害警戒区域内に
おける要配慮者利用施
設の立地状況を確認
後、平田村地域防災計
画に記載し、要配慮者利
用施設の避難確保計画
作成及び避難訓練実施
の促進を図る。
【H29年度～】

洪水浸水想定区域や土
砂災害警戒区域内にお
ける要配慮者利用施設
の立地状況を確認後、
市町村地域防災計画に
記載し、要配慮者利用
施設の避難確保計画作
成及び避難訓練実施の
促進を図る。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域や
土砂災害警戒区域内立
地施設はないが、要配
慮者利用施設の避難確
保計画作成及び避難訓
練の実施の促進を図る。
(一部の施設で計画策定
済み、避難訓練実施済
み)
【Ｈ29年度～】

・洪水浸水想定区域や
土砂災害警戒区域内に
おける要配慮者利用施
設の立地状況を確認
後、町地域防災計画に
記載し、要配慮者利用
施設の避難確保計画作
成及び避難訓練実施の
促進を図る。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域や
土砂災害警戒区域内に
おける要配慮者利用施
設の立地状況を今後調
査確認し、市地域防災
計画に記載する。
【H29年度～】

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、それぞれの取
組を促すための支援策
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、それぞれの取
組を促すための支援策
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

避難確保計画の作成状
況や訓練の実施状況を
踏まえ、それぞれの取組
を促すための支援策につ
いて検討・調整する。
【H29年度～】

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、それぞれの取
組みを促すための支援
策について検討・調整す
る。

-

・H29年7月から、警報等
の解説・見える化により、
気象情報発信時の情報
入手のし易さを改善す
る。
【H29年度～】

- - - - - -

・福島県等関係機関と連
携して、避難確保計画等
作成や避難訓練等のシ
ナリオ策定、訓練用の情
報提供等に必要な支援
を行う。
【H28年度～継続実施】

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、それぞれの取
組を促すための支援策
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、それぞれの取
組を促すための支援策
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

- - -

-

キ　洪水警報の危険度分布
等の提供及び気象情報発信
時の「警報級の可能性」や
「危険度を色分けした時系
列」等の発表・改善

(ｱ) 警報等の解説・見える化により、気象情報
発信時の情報入手のし易さをサポートする。

平成29年度から
順次実施

- - - --

・要配慮者利用施設の
避難確保計画の作成及
び避難訓練の実施につ
いて、関係市町村への
技術的支援を行う。
【H28年度～継続実施】

・避難確保計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、それぞれの取
組を促すための支援策
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

--



〇ソフト対策の主な取組（機関別の取組目標）　※H29～R3年度(5年間)の取組目標

郡山地方
広域消防組合

消防本部

須賀川地方
広域消防本部

福島県
県中地方振興局

気象庁
福島地方気象台具体的取組

鏡石町 天栄村 石川町 玉川村 平田村 浅川町 古殿町 三春町 小野町

ア　想定最大規模降雨に係る
洪水浸水想定区域図等の共
有

(ｱ) 国又は県による想定最大規模降雨に係る
洪水浸水想定区域図等の作成・公表の予定を
共有する。また、洪水浸水想定区域図が作成さ
れた場合は当該洪水浸水想定区域図を共有
する（なお、共有された洪水浸水想定区域図に
ついては、土地利用や都市計画の検討等にお
いても広く活用されるよう各構成員において確
認する。）。

引き続き実施

・県管理河川のうち、水
位周知河川等について、
想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
等の作成・公表の予定を
共有する。また、洪水浸
水想定区域図が作成さ
れた場合は当該区域図
を共有する。
【H28年度～継続実施】

・県管理河川のうち、水
位周知河川等について、
想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
等の作成・公表の予定を
共有する。また、洪水浸
水想定区域図が作成さ
れた場合は当該区域図
を共有する。
【H28年度～継続実施】

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
等の作成・公表の予定を
共有する。また、洪水浸
水想定区域図が作成さ
れた場合は当該区域図
を共有する。
【H29年度～】

・県管理河川のうち、水
位周知河川等について、
想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
等の情報収集を行うとと
もに、作成・公表の予定
を構成市町と共有する。
また、洪水浸水想定区
域図が作成された場合
は当該区域図を共有す
る。

具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
事項

郡山市 須賀川市 田村市

(ｱ) 想定最大規模降雨に係る洪水浸水想定区
域図を踏まえた洪水ハザードマップの作成・公
表の予定を共有する。また、洪水ハザードマップ
が作成された場合は、当該洪水ハザードマップ
を共有する。

平成29年度から
順次実施

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
を踏まえた洪水ハザード
マップの作成・公表の予
定を共有する。また、洪
水ハザードマップが作成
された場合は、当該洪水
ハザードマップを共有す
る。
【H29年度～】

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
を踏まえた洪水ハザード
マップの作成・公表の予
定を共有する。また、洪
水ハザードマップが作成
された場合は、当該洪水
ハザードマップを共有す
る。
【H29年度～】

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
を踏まえた洪水ハザード
マップの作成・公表の予
定を共有する。
【H29年度～】

・他機関とハザードマップ
の作成・公表の予定を共
有する。また、洪水ハ
ザードマップが作成され
た場合は、当該洪水ハ
ザードマップを共有する。
【H29年度～】

想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
等の作成・公表の予定を
共有する。

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
等の作成・公表の予定を
共有する。
【H29年度～継続実施】

・県管理河川のうち、水
位周知河川等について、
想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
等の作成・公表の予定を
共有する。また、洪水浸
水想定区域図が作成さ
れた場合は当該区域図
を共有する。
【H29年度～】

・県管理河川のうち、水
位周知河川等について、
想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
等の作成・公表の予定を
共有する。また、洪水浸
水想定区域図が作成さ
れた場合は当該区域図
を共有する。
【H29年度～】

・県管理河川のうち、水
位周知河川等について、
想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
等の作成・公表の予定を
共有する。また、洪水浸
水想定区域図が作成さ
れた場合は当該区域図
を共有する。
【H28年度～継続実施】

県管理河川のうち、水位
周知河川等について、想
定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図等
の作成・公表の予定を共
有する。また、洪水浸水
想定区域図が作成され
た場合は当該区域図を
共有する。
【R元年度～継続実施】

・想定最大規模降雨に
係る浸水想定区域図等
について、情報収集を行
う。

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
を踏まえた洪水ハザード
マップの作成・公表の予
定を構成市町と共有す
る。また、洪水ハザード
マップが作成された場合
は、当該洪水ハザード
マップを共有する。

・作成された洪水ハザー
ドマップを入手し、振興局
HP「県中地方防災サイ
ト」に掲載し、周知を図
る。
【継続実施】

-

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
を踏まえた洪水ハザード
マップの作成・公表の予
定を共有する。また、洪
水ハザードマップが作成
された場合は、当該洪水
ハザードマップを共有す
る。
【H29年度～】

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
を踏まえた洪水ハザード
マップの作成・公表の予
定を共有する。また、洪
水ハザードマップが作成
された場合は、当該洪水
ハザードマップを共有す
る。
【H29年度～】

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
を踏まえた洪水ハザード
マップの作成・公表の予
定を共有する。また、洪
水ハザードマップが作成
された場合は、当該洪水
ハザードマップを共有す
る。
【H29年度～】

想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
を踏まえた洪水ハザード
マップの作成・公表の予
定を共有する。また、洪
水ハザードマップが作成
された場合は、当該洪水
ハザードマップを共有す
る。
【H29年度～】

・想定最大規模降雨に
係る浸水想定区域図を
踏まえた洪水ハザ－ド
マップについて、情報収
集を行う。

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
を踏まえた洪水ハザード
マップの作成・公表の予
定を共有する。

- - -

ウ　まるごとまちごとハザード
マップの促進

(ｱ) 各構成員による｢まるごとまちごとハザード
マップ｣(生活空間における想定浸水深や避難場
所等に係る看板等の掲示)の取組状況を共有
するとともに、｢まるごとまちごとハザードマップ実
施の手引き｣(平成29年6月、国土交通省水管
理・国土保全局河川環境課水防企画室）等を
参考に、取組の推進について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・｢まるごとまちごとハザー
ドマップ｣(生活空間にお
ける想定浸水深や避難
場所等に係る看板等の
掲示)の取組状況を共有
し、取組の推進を検討す
る。
【H29年度～】

・洪水ハザードマップの住
民への効果的な周知方
法や、先進事例を踏まえ
たわかりやすい洪水ハ
ザードマップへの改良に
ついて検討・調整する。
【H29年度～】

先進事例を踏まえたわ
かりやすい防災ハザード
マップへの改良について
検討・調整する。【R2年
度～】

先進事例を踏まえたわ
かりやすい防災ハザード
マップへの改良について
検討・調整する。

・先進事例を踏まえた分
かりやすく見やすい洪水
ハザードマップ等各種防
災計画の周知徹底を図
れるようなマップの作成
を検討する。

・洪水ハザードマップの住
民への効果的な周知方
法や、先進事例を踏まえ
たわかりやすい洪水ハ
ザードマップへの改良に
ついて検討・調整する。
【H29年度～】

-

(ｲ) ｢水害ハザードマップ作成の手引き｣(平成28
年4月、国土交通省水管理・国土保全局河川
環境課水防企画室)等を参考に、洪水ハザード
マップの住民への効果的な周知方法や、先進
事例を踏まえたわかりやすい洪水ハザードマップ
への改良について検討・調整し、平成30年7月
豪雨を踏まえ、住民への洪水ハザードマップ等
各種防災計画の周知の徹底を図る。

平成29年度から
検討実施

・洪水ハザードマップの住
民への効果的な周知方
法や、先進事例を踏まえ
たわかりやすい洪水ハ
ザードマップへの改良に
ついて検討・調整する。
【H29年度～】

・先進事例を踏まえたわ
かりやすいハザードマップ
への改良について検討・
調整する。
【H29年度～】

・洪水ハザードマップの住
民への効果的な周知方
法や、先進事例を踏まえ
たわかりやすい洪水ハ
ザードマップへの改良に
ついて検討・調整し、周
知の徹底を図る.
【H29年度～】

・ハザードマップ等各種
防災計画の住民への効
果的な周知方法や、先
進事例を踏まえたわかり
やすいハザードマップ等
への改良について検討・
調整する。
【H29年度～】

・洪水ハザードマップの住
民への効果的な周知方
法や、先進事例を踏まえ
たわかりやすい洪水ハ
ザードマップへの改良に
ついて検討・調整する。
【H29年度～】

・洪水ハザードマップの住
民への効果的な周知方
法や、先進事例を踏まえ
たわかりやすい洪水ハ
ザードマップへの改良に
ついて検討・調整する。
【H29年度～】

イ　洪水ハザードマップの作
成・改良と周知

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
を踏まえた洪水ハザード
マップの作成・公表の予
定を共有する。また、洪
水ハザードマップが作成
された場合は、当該洪水
ハザードマップを共有す
る。
【H29年度～】

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
を踏まえた洪水ハザード
マップの作成・公表の予
定を構成市町と共有す
る。また、洪水ハザード
マップが作成された場合
は、当該洪水ハザード
マップを共有する。

- -

エ　住民、関係機関が連携し
た避難訓練等の充実

(ｱ) 各市町村等による避難訓練の実施状況や
実施予定を共有するとともに、住民等や多様な
関係機関が連携した避難訓練を検討・調整す
る。

平成29年度から
検討実施

・毎年9月に防災機関や
自主防災組織をはじめと
する市民参加のもと市防
災訓練を実施。
【継続実施】

・避難訓練の実施状況
や実施予定を共有すると
ともに、市で実施する防
災訓練等で住民や関係
機関が連携した避難訓
練を検討・調整する。
【H29年度～】

今後必要に応じて検討
を進める。

・「まるごとまちごとハザ－
ドマップ」の取組状況を共
有する。
【Ｈ29年度～】

今後、必要に応じて検討
を進める。

今後、必要に応じて検討
を進める。

- -

取り組みについて今後検
討する。

・｢まるごとまちごとハザー
ドマップ｣(生活空間にお
ける想定浸水深や避難
場所等に係る看板等の
掲示)の取組状況を共有
し、取組の推進について
検討・調整する。
【H29年度～】

・避難場所等に係る看板
等の掲示等の取組状況
を共有し、取組の推進に
ついて検討・調整する。
【H29年度～】

・｢まるごとまちごとハザー
ドマップ｣(生活空間にお
ける想定浸水深や避難
場所等に係る看板等の
掲示)の取組状況を共有
し、取組の推進について
検討・調整する。
【H29年度～】

・｢まるごとまちごとハザー
ドマップ｣(生活空間にお
ける想定浸水深や避難
場所等に係る看板等の
掲示)の取組状況を共有
し、取組の推進について
検討・調整する。
【H29年度～】

・｢まるごとまちごとハザー
ドマップ｣(生活空間にお
ける想定浸水深や避難
場所等に係る看板等の
掲示)の取組状況を共有
し、取組の推進について
検討・調整する。
【H29年度～】

・防災訓練の実施予定を
共有する。
【継続実施】
・市町村防災訓練及び
県中地方防災訓練に情
報連絡員（県リエゾン）を
参加させる。
【H25年度～継続実施】

・避難訓練の実施状況や
実施予定を共有する。
【H29年度～】

(ｲ) 住民の水防災意識を高め、地域防災力向
上のための自主防災組織の充実を図る。

・避難訓練の実施状況
や実施予定を共有すると
ともに、住民等や多様な
関係機関が連携した避
難訓練を検討・調整す
る。
【H29年度～】

・他市町村の避難訓練
の実施状況を把握し、住
民等と多様な関係機関
が連携した避難訓練の
実施を検討する。
【H29年度～】

・避難訓練の実施状況
や実施予定を共有すると
ともに、住民等や多様な
関係機関が連携した避
難訓練を検討・調整す
る。
【H29年度～】

・避難訓練の実施状況
や実施予定を共有すると
ともに、住民等や多様な
関係機関が連携した避
難訓練を検討・調整す
る。
【H29年度～】

・避難訓練の実施状況
や実施予定を共有すると
ともに、住民等や多様な
関係機関が連携した避
難訓練を検討・調整す
る。
【H29年度～】

防災訓練の訓練内容に
ついて、水災害について
も検討する。

平成29年度から
検討実施

・自主防災組織と連携し
て、住民の水防災意識
を高め、地域防災力の
向上を図る。
【継続実施】

・水防団や行政区と連携
して、住民の水防災意識
を高め、地域防災力の
向上を図る。
【継続実施】

・水防団や行政区と連携
して、住民の水防災意識
を高め、地域防災力の
向上を図る。
【H29年度～】

自主防災組織を中心に
水防意識の向上を図り、
地域防災力の向上に努
める。
【H29年度～】

・自主防災組織と連携し
て、住民の水防災意識
を高め、地域防災力の
向上を図る。
【H29年度～】

・自主防災組織と連携し
て、住民の水防災意識
を高め、地域防災力の
向上を図る。
【H29年度～】

・自主防災組織と連携し
て、住民の水防災意識
を高め、地域防災力の
向上を図る。
【H29年度～】

住民の水防意識を高め
る方法について検討し、
地域防災力向上のため
自主防災組織等の充実
を図る。

・管内の避難訓練の実
施予定や実施状況を構
成市町と共有するととも
に、住民や関係機関が
連携した訓練の実施・調
整を行う。

・管内の避難訓練の実
施予定や実施状況を構
成市町と共有するととも
に、住民や関係機関が
連携した訓練の実施・調
整を行う。

・避難訓練の実施状況
や実施予定を共有すると
ともに、町民等や関係機
関が連携した避難訓練
を検討・調整する。
【Ｈ29年度～】

住民等や多様な関係機
関が連携した避難訓練
を検討・調整する。
【H29年度～】

毎年、防災関係機関を
はじめ住民等の参加のも
と町総合防災訓練を実
施
【継続実施】

・自主防災組織と連携し
て、住民の水防災意識
を高め、地域防災力の
向上を図る。
【H29年度～】

・国土交通省・国土地理
院・気象庁の連携による
学校防災教育への取り
組みを実施する。
【H28年度～継続実施】

・消防団員の充実を図る
ため、団員が勤務する事
業所を訪問し、消防（水
防）活動がしやすい職場
環境の整備について、事
業所に対して要請を行
う。
【継続実施】

-

・小学校等の先生による
防災教育の実施を拡大
する方策等に関する取
組について検討・調整す
る。
【H29年度～】

防災教育について情報
収集し、各学校の先生と
防災教育の実施を図る
ための方策等に関する取
組について検討する。

・小学校等の先生による
防災教育の実施を拡大
する方策等に関する取
組にについて検討・調整
する。

・小学校等の先生による
防災教育の実施を拡大
する方策等に関する取
組について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・小学校等の先生による
防災教育の実施を拡大
する方策等に関する取
組について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・国の支援により作成した
指導計画について市町
村と情報共有を図る。
【H29年度～】

・構成市町及び管内の
自主防災組織と連携し
て、出前講座、防災講習
会等を実施し、地域防災
力の向上を図る。

・構成市町及び管内の
自主防災組織と連携し
て、出前講座、防災講習
会等を実施し、地域防災
力の向上を図る。

・町民の水防災意識を高
め、地域防災力の向上
を図る。
【Ｈ29年度～】

・自主防災組織と連携し
て、住民の水防災意識
を高め、地域防災力の
向上を図る。
【H29年度～】

オ　防災教育の促進

(ｱ) 防災教育に関する指導計画作成への支援
など、小学校等の先生による防災教育の実施を
拡大する方策等に関する取組について検討・調
整する。

平成29年度から
検討実施

・防災教育について情報
収集し、実施拡大する方
策等に関する取組につい
て検討・調整する。
【H29年度～】

・小学校等の先生による
防災教育の実施を拡大
する方策等に関する取
組について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・小学校等の先生による
防災教育の実施を拡大
する方策等に関する取
組について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・小学生を対象とした防
災教育の実施拡大につ
いて検討・調整をを行
う。
【H29年度～】

・小学校等の先生による
防災教育の実施を拡大
する方策等に関する取
組について検討・調整す
る。
【H29年度～】

- - -

(ｲ) 小中学校等における水防災教育を実施す
る。
(ｲ) 出前講座等を活用し、水防災等に関する説
明会を実施する。

引き続き実施

・自主防災組織（市内42
団体）への活動支援（補
助金・資機材の貸し出し
等）や出前講座、市民防
災リーダー講習会等を実
施し、地域防災力の向上
を図る。（再掲）
・市総合防災訓練を小
学校で実施し、小学生の
訓練参加により防災意識
の向上を図る。
【継続実施】

・教育委員会と連携し、
水防災教育の取組の実
施について検討する。
出前講座の活用につい
ても検討。
【H29年度～】

・教育委員会と連携し、
水防災教育の取組の実
施について検討する。
出前講座の活用につい
ても検討。
【H29年度～】

・教育委員会と連携し、
小学校総合学習授業で
の水防災教育の取組の
実施について検討する。
【H29年度～】

・教育委員会と連携し、
小学校総合学習授業で
の水防災教育の取組の
実施について検討する。
【H29年度～】

・教育委員会と連携し、
小学校総合学習授業で
の水防災教育の取組の
実施について検討する。
【H29年度～】

・小学校等の先生による
防災教育の実施を拡大
する方策等に関する取
組について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・小学校等の先生が直
接防災教育を実施する
ための取組み、支援等を
検討する。
【H30年度～】

・県管理河川のうち、水
位周知河川である逢瀬
川について、想定最大洪
水浸水想定区域図等の
公表の予定を共有する。
【継続実施】

・想定最大洪水浸水想
定区域図を踏まえた水
害ハザードマップを作成・
公表する。
【H30年度～】

・水害ハザードマップの改
訂にあたり、住民への効
果的な周知方法や、先
進事例を踏まえたわかり
やすいマップの改良につ
いて検討・調整し、平成
３０年７月豪雨を踏まえ、
住民への水害ハザード
マップ等各種防災計画
の周知徹底を図る。
【H30年度～】

・まるごとまちごとハザード
マップの他市の取組状況
や成功事例等を調査し、
本市内での適合区域や
有益性等について調査
する。
【H30年度～】

・毎年、防災の日（９月１
日）又は直前の土曜日に
防災関係機関をはじめ
住民等の参加のもと市総
合防災訓練を実施
【継続実施】

・自主防災組織（市内42
団体）への活動支援（補
助金・資機材の貸し出し
等）や出前講座、市民防
災リーダー講習会等を実
施し、地域防災力の向上
を図る。
【継続実施】

２　地域の水防災意識の向上を図るため水害危険性を周知する。

⑴　平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する取組
・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
の公表に合わせて、洪水
警報等の見直しを随時
図る。
【H28年度～継続実施】

・県管理河川のうち、水
位周知河川等について、
想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
等の作成・公表の予定を
共有する。また、洪水浸
水想定区域図が作成さ
れた場合は当該区域図
を共有する。
【H28年度～継続実施】

・県管理河川のうち、水
位周知河川等について、
想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
等の情報収集を行うとと
もに、作成・公表の予定
を構成市町と共有する。
また、洪水浸水想定区
域図が作成された場合
は当該区域図を共有す
る。

・｢まるごとまちごとハザー
ドマップ｣(生活空間にお
ける想定浸水深や避難
場所等に係る看板等の
掲示)の取組状況を共有
する。
【H29年度～】

・避難訓練の実施状況
や実施予定を共有する。
【H29年度～】

福島県
県中建設事務所

・県管理河川のうち、水
位周知河川等について、
想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
等の作成を継続実施す
るとともに、公表予定を
共有し、洪水浸水想定
区域図を作成後、当該
区域図を共有する。
【H28年度～継続実施】

・想定最大規模降雨によ
る洪水浸水想定区域図
の作成後、洪水ハザード
マップの作成に必要な情
報を関係市町村へ提供
し、公表予定を共有す
る。また、洪水ハザード
マップが作成された場合
は、当該洪水ハザード
マップを共有する。
【H29年度～】

国土交通省と連携し、洪
水ハザードマップの住民
への効果的な周知方法
や、先進事例を踏まえた
わかりやすい洪水ハザー
ドマップへの改良につい
て、関係市町村と情報共
有を図る。
【H29年度～】

別紙②　（２／３）

・県中地方防災訓練にお
いて、防災に係る啓発を
行う。
【H27年度～継続実施】
・県災害対策課で実施し
ている「防災講座」や「防
災フェア」の実施状況を
確認する。
【継続実施】

・気象庁ワークショップ等
を通じた防災教育を支援
する。【継続実施】
・日本赤十字社と連携し
た学校防災教育への取り
組みを実施する。
【継続実施】

・教育委員会と連携し、
小学校総合学習授業で
の水防災教育の取組の
実施について検討する。
【H29年度～】

・教育委員会と連携し、
小学校総合学習授業で
の水防災教育の取組の
実施について検討する。
【H29年度～】

教育委員会と連携し、小
学校総合学習授業での
水防災教育の取組の実
施について検討する。
【H29年度～】

・教育委員会と連携し、
小学校総合学習授業で
の水防災教育の取組み
の実施について検討す
る。
【Ｈ29年度～】

・教育委員会と連携し、
小学校総合学習授業で
の水防災教育の取組の
実施について検討する。
【H29年度～】

・教育委員会と連携し、
小学校総合学習授業で
の水防災教育の取組の
実施について検討する。
【H29年度～】

・構成市町の教育委員
会及び管内の自主防災
組織と連携して、出前講
座、防災講習会等を実
施し、地域防災力の向上
を図る。

・構成市町の教育委員
会及び管内の自主防災
組織と連携して、出前講
座、防災講習会等を実
施し、地域防災力の向上
を図る。

・平成21年度から行って
いる「豪雨から子どもの
命を守る出前講座事業」
を継続実施する。
【継続実施】

・建設事務所から情報を
収集する
【H29年度～】

-



-

・危機管理型水位計（簡
易水位計）の新規設置に
ついて、関係機関と検
討・調整を図る。
【H29年度～】

・危機管理型水位計（簡
易水位計）の新規設置に
ついて、関係機関と検
討・調整を図る。
【H29年度～】

-

⑵　円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項

ア　危機管理型水位計、河川
監視用カメラの整備

(ｱ) 危機管理型水位計(※)の配置計画を検
討・調整し、設置・運用を開始する。
※危機管理型水位計：現在、国土交通省のプ
ロジェクトにおいて開発を進めている、低コストで
導入が容易なクラウド型・メンテナンスフリー水
位計。

平成29年度から
検討実施

・危機管理型水位計（簡
易水位計）の新規設置に
ついて、関係機関と検
討・調整を図る。
【H29年度～】

-

(ｲ) 河川監視用カメラの配置計画(設置目的に
応じた性能最適化・集約化等を含む)を検討・
調整する。

平成29年度から
検討実施

・危機管理型水位計（簡
易水位計）の新規設置に
ついて、関係機関と検
討・調整を図る。
【H29年度～】

・危機管理型水位計（簡
易水位計）の増設につい
て、関係機関と検討・調
整を図る。
【H29年度～】

・危機管理型水位計（簡
易水位計）の新規設置に
ついて、関係機関と検
討・調整を図る。
【H29年度～】

・危機管理型水位計（簡
易水位計）の新規設置に
ついて、関係機関と検
討・調整を図る。
【H29年度～】

・危機管理型水位計（簡
易水位計）の新規設置に
ついて、関係機関と検
討・調整を図る。
【H29年度～】

・危機管理型水位計（簡
易水位計）の新規設置に
ついて、関係機関と検
討・調整を図る。
【H29年度～】

-- - -

・水位計未設置河川をは
じめとした危機管理型水
位計（簡易水位計）の新
規設置計画について、関
係市町村と検討・調整を
図り、設置・運用を開始
する。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの配
置計画について、関係市
町村と検討・調整を図
る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの配
置計画について、関係機
関と検討・調整を図る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの配
置計画について、関係機
関と検討・調整を図る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの配
置計画について、関係機
関と検討・調整を図る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの配
置計画について、関係機
関と検討・調整を図る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの配
置計画について、関係機
関と検討・調整を図る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの配
置計画について、関係機
関と検討・調整を図る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの配
置計画について、関係機
関と検討・調整を図る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの配
置計画について、関係機
関と検討・調整を図る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの配
置計画について、関係機
関と検討・調整を図る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの配
置計画について、関係機
関と検討・調整を図る。
【H29年度～】

・河川監視用カメラの配
置計画について、検討・
調整を図る。

ウ　避難場所、避難経路の整
備

(ｱ) 避難場所、避難経路の整備に係る情報を
共有するとともに、避難場所、避難経路の整備
にあたっては、近隣工事等の発生土砂を有効
活用するなど、事業連携による効率的な整備と
なるよう検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・避難所、避難経路の整
備に係る情報を共有する
とともに、効率的な整備
となるよう検討・調整す
る。
【H29年度～】

・避難所、避難経路の整
備に係る情報を共有する
とともに、効率的な整備
となるよう検討・調整す
る。
【H29年度～】

・避難場所、避難経路の
整備に係る情報を共有
するとともに、効率的な
整備となるよう検討・調
整する。
【H29年度～】

・避難場所、避難経路の
整備に係る情報を共有と
効率的な整備となるよう
検討・調整する。
【H29年度～】

・避難場所、避難経路の
整備に係る情報を共有
するとともに、効率的な
整備となるよう検討・調
整する。
【H29年度～】

-- - - - - -
イ　河川防災ステーション等
の整備

(ｱ) 河川防災ステーション等の整備に係る情報
を共有し、河川管理者が実施する災害復旧だ
けでなく市町村等も水防活動を円滑に行える施
設となるよう、設置位置及び規模等について検
討・調整する。

平成29年度から
検討実施

- - - -

- -

・避難場所、避難経路の
整備に係る情報を共有
するとともに、効率的な
整備となるよう検討・調
整する。
【H29年度～】

・避難場所、避難経路の
整備に係る情報を共有
するとともに、効率的な
整備となるよう検討・調
整する。
【H29年度～】

避難場所、避難経路の
整備に係る情報を共有
するとともに、効率的な
整備となるよう検討・調
整する。
【H29年度～】

・避難場所、避難経路の
整備に係る情報を共有
するとともに、効率的な
整備となるような検討・
調整する。
【Ｈ29年度～】

・避難場所、避難経路の
整備に係る情報を共有
するとともに、効率的な
整備となるよう検討・調
整する。
【H29年度～】

・避難場所、避難経路の
整備に係る情報を共有
するとともに、効率的な
整備となるよう検討・調
整する。
【H29年度～】

-

・避難場所、避難経路の
整備に係る情報を共有
するとともに、効率的な
整備となるよう検討・調
整する。
【H29年度～】

・水位計の無い県管理河
川について、危機管理型
水位計の設置について
調整を図る。
【H29年度～】

・市内の主要河川への監
視用カメラの配置につい
て、関係機関（国、県等）
と調整する。
【H30年度～】

-

・避難場所、避難経路に
係る情報共有を図り、整
備にあたっては事業連携
を調整する。
【H30年度～】 -

・河川防災ステーション
等の整備に係る情報を
共有する。
【H29年度～】

- - - -

-

危機管理型水位計（簡
易水位計）の新規設置に
ついて、関係機関と検
討・調整を図る。
【H29年度～】

・水位計未設置河川をは
じめとした危機管理型水
位計（簡易水位計）の新
規設置計画について、検
討・調整を図る。



〇ソフト対策の主な取組（機関別の取組目標）　※H29～R3年度(5年間)の取組目標

・関係機関と連携して水
防訓練（排水ポンプ運
転）等を実施する。
【継続実施】

・実施に向け検討する。
【Ｈ29年度～】

・市の防災訓練で水防団
が毎年実施中。
【継続実施】

・関係機関が連携した水
防訓練等を実施する。

・関係機関が連携した水
防訓練等を実施する。

・関係機関が連携した水
防訓練等の実施を検討
する。
【平成29年度～】

・関係機関が連携した水
防訓練等の実施を検討
する。
【平成29年度～】

・引き続き、関係機関が
連携した水防訓練等を
実施する。
【継続実施】

関係機関と連携した水防
訓練等に参加する。

・関係機関が連携した水
防訓練等について検討
する。
【Ｈ29年度～】

・県の水防訓練等へ参
加する
【継続実施】

・引き続き、関係機関が
連携した水防訓練等を
実施する。
【継続実施】

・構成市町と連携して水
防訓練等を実施する。

・構成市町と連携して水
防訓練等を実施する。

・引き続き、関係機関が
連携した水防訓練等を
実施する。
【継続実施】

-

・関係機関と連携した情
報伝達訓練への支援を
行う。
【継続実施】

・関係機関と連携して水
防訓練（排水ポンプ運
転）等を実施する。（再
掲）
【継続実施】

・水防技術講習会等に
積極的に参加する。
【H29年度～】

・水防技術講習会等に
積極的に参加する。
【H29年度～】

職員が水防技術講習会
に参加し、水防技術の習
得を図る。

職員が水防技術講習会
に参加し、水防技術の習
得を図る。

・水防技術講習会の実
施を検討する。
【平成29年度～】

・水防技術講習会の実
施を検討する。
【平成29年度～】

・引き続き、水防技術講
習会を実施する。
【継続実施】

水防技術講習会等の参
加について検討する。

・水防技術講習会等へ
の積極的参加。
【Ｈ29年度～】

・水防技術講習会に参
加する。
【継続実施】

・水防技術講習会の実
施を検討する。
【平成29年度～】

・構成市町と連携して水
防技術講習会への積極
的な参加を図る。

・構成市町と連携して水
防技術講習会への積極
的な参加を図る。

・引き続き、市町村職員
等を対象に水防技術講
習会を実施する。
【継続実施】

- -

・水防団等の人員維持に
努め、連絡体制の確認と
情報伝達訓練等の実施
を検討する。
【継続実施】

関係機関との連絡体制
の確認と実践的な情報
伝達訓練実施を検討す
る。
【H29年度～】

関係機関との連絡体制
の確認と実践的な情報
伝達訓練実施を検討す
る。
【H29年度～】

・水防団等への連絡体
制の確認と首長も参加し
た実践的な情報伝達訓
練を実施する。

水防団等（消防団等）の
連絡体制の確認と村長
も参加した情報伝達訓
練を実施する。

・水防団等への連絡体
制の確認と首長も参加し
た実践的な情報伝達訓
練の実施を検討する。
【平成29年度～】

・水防団等への連絡体
制の確認と首長も参加し
た実践的な情報伝達訓
練の実施を検討する。
【平成29年度～】

・引き続き、消防団等へ
の連絡体制の確認と首
長も参加した実践的な情
報伝達訓練を実施する。
【継続実施】

水防団等への連絡体制
の確認と首長も参加した
実践的な情報伝達訓練
を検討する。

・実践的な情報伝達訓
練の実施を検討する。

・関係機関への連絡体
制の確認と首長も参加し
た実践的な情報伝達訓
練を実施する。
【継続実施】

・関係機関への連絡体
制の確認と首長も参加し
た実践的な情報伝達訓
練を実施する。
【継続実施】

・構成市町への連絡体
制の確認と管理者参加
の実践的な情報伝達訓
練の実施を検討する。

・構成市町への連絡体
制の確認と管理者参加
の実践的な情報伝達訓
練の実施を検討する。

・引き続き、市町村への
連絡体制の確認と首長
も参加した実践的な情報
伝達訓練を実施する。
【継続実施】

-

・市町村や関係機関等の
要請により、情報提供等
の訓練への支援を実施
する。
【継続実施】

具体的取組

具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
事項

郡山市 須賀川市 田村市 鏡石町 天栄村 石川町 玉川村 平田村 浅川町 古殿町 三春町 小野町
郡山地方

広域消防組合
消防本部

須賀川地方
広域消防本部

・出水期前に重要水防
箇所の確認を行うととも
に、現地にて関係者によ
る共同点検等の実施す
る。
【継続実施】

・出水期前に重要水防
箇所の確認を行うととも
に、現地にて関係者によ
る共同点検等を実施す
る。
【継続実施】

福島県
県中建設事務所

・出水期前に重要水防
箇所の確認を行うととも
に、現地にて、構成市町
の担当者と共同点検等
を実施し、情報共有を図
る。

・出水期前に重要水防
箇所の確認を行うととも
に、現地にて、構成市町
の担当者と共同点検等
を実施し、情報共有を図
る。

-

・出水期前の重要水防
箇所の現地での確認及
び共同点検等への参画
を検討する。
【R元より】

福島県
県中地方振興局

気象庁
福島地方気象台

・出水期前に重要水防
箇所の確認を行うととも
に、現地にて関係者によ
る共同点検等の実施す
る。
【継続実施】

・出水期前に重要水防
箇所の確認を行うととも
に、現地にて関係者によ
る共同点検等の実施す
る。
【継続実施】

出水期前に重要水防箇
所の確認を行うとともに、
現地にて関係者による共
同点検等の実施する。
【継続実施】

・出水期前に重要水防
箇所の確認を行うととも
に、現地にて関係者によ
る共同点検等の実施を
する。
【継続実施】

イ　水防資機材の整備等

(ｱ) 各構成員が保有する水防資機材の配置に
ついて共有するとともに、水防資機材の整備や
洪水時の相互応援について検討・調整する。

引き続き実施

・水防計画に基づく資機
材の必要数量を確保し、
情報共有を図る。
【継続実施】

・水防計画に基づく資機
材の必要数量を確保し、
情報共有を図る。
【継続実施】

・水防計画に基づく資機
材の必要数量を確保し、
情報共有を図る。
【継続実施】

・水防計画に基づく資機
材の必要数量を確保し、
情報共有を図る。

・水防計画に基づく資機
材の必要数量を確保し、
情報共有を図る。
【継続実施】

・出水期前に重要水防
箇所の確認を行うととも
に、現地にて関係者によ
る共同点検等の実施す
る。
【継続実施】

-

・出水期前に重要水防
箇所の確認を行うととも
に、現地にて関係者によ
る共同点検等の実施す
る。
【継続実施】

- -

・構成市町の水防計画に
基づく資機材の必要数
量を確保し、情報共有を
図る。

・構成市町の水防計画に
基づく資機材の必要数
量を確保し、情報共有を
図る。

- -

・水防計画に基づく資機
材の必要数量を確保し、
情報共有を図る。
【継続実施】

・水防計画に基づく資機
材の必要数量を確保し、
情報共有を図る。
【継続実施】

水防計画に基づく資機
材の必要数量を確保し、
情報共有を図る。
【継続実施】

・水防資機材の必要数
量を確保し、情報共有を
図る。
【継続実施】

・水防計画に基づく資機
材の必要数量を確保し、
情報共有を図る。
【継続実施】

・水防計画に基づく資機
材の必要数量を確保し、
情報共有を図る。
【継続実施】

・水防計画に基づく資機
材の必要数量を確保し、
情報共有を図る。
【継続実施】

- - -
(ｲ) 河川防災ステーション等の情報を共有し、こ
れを活用した円滑な水防活動について検討・調
整する。

平成29年度から
検討実施

- -

・構成市町村が実施する
訓練への参加をはじめ、
住民参加の実践的な訓
練について検討・調整す
る。

・構成市町村が実施する
訓練への参加をはじめ、
住民参加の実践的な訓
練について検討・調整す
る。

引き続き実施

(ｲ) 県と市町村職員等を対象に水防技術講習
会を実施する。

引き続き実施

(ｳ) 水防団等への連絡体制の確認と首長も参
加した実践的な情報伝達訓練を実施する。

引き続き実施

(ｴ) 多様な関係機関、住民等の参加等による
実践的な水防訓練について検討・調整する。

- -

・住民等の参加等による
実践的な水防訓練につ
いて検討・調整する。
【H29年度～】

・住民等の参加等による
実践的な水防訓練につ
いて検討・調整する。
【H29年度～】

・住民等の参加等による
実践的な水防訓練につ
いて検討・調整する。
【H29年度～】

住民等の参加等による
実践的な水防訓練につ
いて検討・調整する。
【H29年度～】

・町民等の参加による実
践的な水防訓練につい
て検討・調整する。
【Ｈ29年度～】

・住民等の参加等による
実践的な水防訓練につ
いて検討・調整する。
【H29年度～】

エ　水防に関する広報の充実

(ｱ) 各構成員の水防(水防団員の募集、自主防
災組織、企業等の参画等)に関する広報の取組
状況や取組予定等を共有し、先進事例を踏ま
えた広報の充実について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・水防(水防団員の募
集、自主防災組織、企
業等の参画等)に関する
広報の取組状況や取組
予定等を共有し、先進事
例を踏まえた広報の充
実について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・自主防災組織、企業等
の参画等に関する広報
の取組状況や取組予定
等を共有し、先進事例を
踏まえた広報の充実につ
いて検討・調整する予
定。

・水防(水防団員の募
集、自主防災組織)に関
する広報の取組状況や
取組予定等を共有し、先
進事例を踏まえた広報
の充実について検討・調
整する。

・自主防災組織、企業等
の参画等に関する広報
の取組状況や取組予定
等を共有し、先進事例を
踏まえた広報の充実につ
いて検討・調整する。

・水防(水防団員の募
集、自主防災組織、企
業等の参画等)に関する
広報の取組状況や取組
予定等を共有し、先進事
例を踏まえた広報の充
実について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・住民等の参加等による
実践的な水防訓練につ
いて検討・調整する。
【H29年度～】

平成29年度から
検討実施

・住民等の参加等による
実践的な水防訓練実施
に向け、検討する。
【Ｈ29年度～】

・住民等の参加等による
実践的な水防訓練につ
いて検討・調整する予
定。

・住民等の参加等による
実践的な水防訓練につ
いて検討・調整する。

・住民等の参加等による
実践的な水防訓練につ
いて検討・調整する。

ウ　水防訓練の充実

(ｱ) 毎年、関係機関が連携した水防実働訓練
等を実施する。

- -

・振興局HP「県中地方消
防団応援サイト」や「消防
団協力事業所紹介」で
消防団活動について広
報を行う。
【継続実施】

・お天気フェア等の広報
行事における水防災に関
する防災気象情報の活
用に関するﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等の
配布を実施する。
【継続実施】
・防災気象講演会を開催
し、広報活動を実施す
る。
【H29年度～】

・水防(水防団員の募
集、自主防災組織、企
業等の参画等)に関する
広報の取組状況や取組
予定等を共有し、先進事
例を踏まえた広報の充
実について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・水防(消防団員の募
集、自主防災組織、企
業等の参画等)に関する
広報の取組状況や取組
予定等を共有し、先進事
例を踏まえた広報の充
実について検討・調整す
る。
【H29年度～】

水防に関する広報等を
積極的に行う。

・先進事例を踏まえた広
報の充実について検討・
調整する。
【Ｈ29年度～】

・水防(水防団員の募
集、自主防災組織、企
業等の参画等)に関する
広報の取組状況や取組
予定等を共有し、先進事
例を踏まえた広報の充
実について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・水防(水防団員の募
集、自主防災組織、企
業等の参画等)に関する
広報の取組状況や取組
予定等を共有し、先進事
例を踏まえた広報の充
実について検討・調整す
る。
【H29年度～】

各水防団の分団等の配
置、管轄区域等を共有
し、洪水時の水防団間の
連携・協力について検
討・調整する。
【H29年度～】

オ　水防団間での連携、協力
に関する検討

(ｱ) 大規模な氾濫に対してより広域的、効率的
な水防活動が実施できるよう、各水防団の分団
等の配置、管轄区域等を共有し、洪水時の水
防団間の連携・協力について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

- -

各水防団の分団等の配
置、管轄区域等を共有
し、洪水時の水防団間の
連携・協力について確認
する。
【継続実施】

各水防団の分団等の配
置、管轄区域等を共有
し、防災訓練等で連携・
協力について訓練を実
施し確認する。
【継続実施】

- -

・洪水浸水想定区域内
における災害拠点病院
（公立小野綜合病院）に
防災ラジオをロビー、事
務室を含めすべての階
に配布済み。
【Ｈ30年度実施】

- -

-

-

⑵　市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

・各水防団の分団等の
配置、管轄区域等を共
有し、水防団間の連携・
協力について検討・調整
する。
【Ｈ29年度～】

各水防団の分団等の配
置、管轄区域等を共有
し、洪水時の水防団間の
連携・協力について検
討・調整する。
【H29年度～】

各水防団の分団等の配
置、管轄区域等を共有
し、洪水時の水防団間の
連携・協力について検
討・調整する。
【H29年度～】

- -

イ　洪水時の市町村庁舎等の
機能確保のための対策の充
実

(ｱ) 市町村庁舎等における洪水時に想定される
浸水被害を確認し、適切に機能を確保するため
に必要な対策(耐水化、非常用電源等の整備
等)について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・市庁舎等における洪水
時に想定される浸水被
害を確認し、適切に機能
を確保するために必要な
対策について検討・調整
する。
【H29年度～】

・市庁舎等における洪水
時に想定される浸水被
害を確認し、適切に機能
を確保するために必要な
対策について検討・調整
する。
【H29年度～】

-

病院等の立地状況を確
認する。

ア　災害拠点病院等の施設
管理者への情報伝達の充実

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における災害拠点病
院等の立地状況を確認し、施設管理者等に対
する洪水時の確実な情報伝達の方法について
検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・洪水浸水想定区域内
における災害拠点病院
等の立地状況を確認し、
施設管理者等に対する
洪水時の確実な情報伝
達の方法について検討・
調整する。
【Ｈ29年度～】

・病院等の立地状況を調
査し、施設管理者等に対
する洪水時等の確実な
情報伝達の方法につい
て検討・調整する。

・病院（診療所）等の立
地状況を確認し、施設管
理者等に対する洪水時
等の確実な情報伝達の
方法について検討・調整
する。

・洪水浸水想定区域内
における災害拠点病院
等の立地状況を確認し、
施設管理者等に対する
洪水時の確実な情報伝
達の方法について検討・
調整する。
【Ｈ29年度～】

・洪水浸水想定区域内
における災害拠点病院
等の立地状況を確認し、
施設管理者等に対する
洪水時の確実な情報伝
達の方法について検討・
調整する。
【Ｈ29年度～】

・洪水浸水想定区域内
における災害拠点病院
等の立地状況を確認し、
施設管理者等に対する
洪水時の確実な情報伝
達の方法について検討・
調整する。
【Ｈ29年度～】

-

・村本庁舎等における洪
水時に想定される被害を
確認し、適切に機能を確
保するために必要な対
策について検討・調整す
る。

・町庁舎等における洪水
時に想定される浸水被
害を確認し、適切に機能
を確保するために必要な
対策について検討・調整
する。
【H29年度～】

・市町村庁舎等における
洪水時に想定される浸
水被害を確認し、適切に
機能を確保するために必
要な対策について検討・
調整する。
【H29年度～】

・村庁舎等における洪水
時に想定される浸水被
害を確認し、適切に機能
を確保するために必要な
対策について検討・調整
する。
【H29年度～】

市町村庁舎等における
洪水時に想定される浸
水被害を確認し、適切に
機能を確保するために必
要な対策について検討・
調整する。
【H29年度～】

・町庁舎等で想定される
浸水被害を想定し、適切
に機能を確保するため必
要な対策について検討・
調整する。
【Ｈ29年度～】

- - - -

・洪水浸水想定区域内
における大規模工場等
の立地状況を確認し、大
規模工場等の浸水防止
計画の作成状況、訓練
の実施状況を確認する。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域内
における大規模工場等
の立地状況を確認し、大
規模工場等の浸水防止
計画の作成状況、訓練
の実施状況を確認する。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域内
における大規模工場等
の立地状況を確認し、大
規模工場等の浸水防止
計画の作成状況、訓練
の実施状況を確認する。
【H29年度～】

- - -

-

- -

・庁舎等における洪水時
に想定される浸水被害を
確認し、適切に機能を確
保するために必要な対
策について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・庁舎等における洪水時
に想定される浸水被害を
確認し、適切に機能を確
保するために必要な対
策について検討・調整す
る。
【H29年度～】

・本庁舎及び各(分)署等
における洪水時に想定さ
れる浸水被害を確認し、
適切な機能を確保する
ために必要な対策につい
て検討・調整する。

・本庁舎及び各(分)署等
における洪水時に想定さ
れる浸水被害を確認し、
適切な機能を確保する
ために必要な対策につい
て検討・調整する。

・市町村庁舎が機能しな
い状況となった場合の代
替施設の有無を把握し、
助言を行う。
【H29年度～】

-

-

-

--

イ　浸水被害軽減地区の指
定

(ｱ) 複数市町村に影響があると想定される浸水
被害軽減地区の指定にあたり、地区指定の予
定や指定に係る課題等を共有し、連携して課題
への対応を検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・複数市町村に影響があ
ると想定される浸水被害
軽減地区の指定予定・
課題等を共有し、連携対
応を図る。
【H29年度～】

・複数市町村に影響があ
ると想定される浸水被害
軽減地区の指定予定・
課題等を共有し、連携対
応を図る。

-

今後、必要に応じて検討
を進める。

・洪水浸水想定区域内
における排水施設、排水
資機材の配置、運用方
法、洪水時の排水施設
等の管理者間の連絡体
制等に係る情報を共有
する。
【H29年度～】

-

・洪水浸水想定区域内
における排水施設、排水
資機材の配置、運用方
法、洪水時の排水施設
等の管理者間の連絡体
制等に係る情報を共有
する。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域内
における排水施設、排水
資機材の配置、運用方
法、洪水時の排水施設
等の管理者間の連絡体
制等に係る情報を共有
する。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域内
における排水施設、排水
資機材の配置、運用方
法、洪水時の排水施設
等の管理者間の連絡体
制等に係る情報を共有
する。
【H29年度～】

洪水浸水想定区域内に
おける排水施設、排水資
機材の配置、運用方法、
洪水時の排水施設等の
管理者間の連絡体制等
に係る情報を共有する。
【H29年度～】

ア　排水施設、排水資機材の
運用方法の改善及び排水施
設の整備等

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における排水施設、
排水資機材の配置、運用方法等に係る情報を
共有し、洪水時の排水施設等の管理者間の連
絡体制を構築するとともに、洪水時に円滑かつ
迅速な排水を行うための排水施設等の運用方
法について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・洪水浸水想定区域内
における排水施設、排水
資機材の配置、運用方
法、洪水時の排水施設
等の管理者間の連絡体
制等に係る情報を共有
する。
【H29年度～】

-

・複数市町村に影響があ
ると想定される浸水被害
軽減地区の指定予定・
課題等を共有し、連携対
応を図る。
【H29年度～】

- -

・近隣市町村に影響があ
ると想定される浸水被害
軽減地区の指定にあた
り、地区指定の予定や指
定に係る課題等を共有
し、連携して課題への対
応を検討・調整する。

・複数市町村に影響があ
ると想定される浸水被害
軽減地区の指定予定・
課題等を共有し、連携対
応を図る。
【H29年度～】

-

・洪水浸水想定区域内
における排水施設、排水
資機材の配置、運用方
法、洪水時の排水施設
等の管理者間の連絡体
制等に係る情報を共有
する。
【H29年度～】

- -

-

-

・複数市町村に影響があ
ると想定される浸水被害
軽減地区の指定予定・
課題等を共有する。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域内
における排水施設、排水
資機材の配置、運用方
法、洪水時の排水施設
等の管理者間の連絡体
制等に係る情報を共有
する。
【H29年度～】

・洪水浸水想定区域内
における排水施設、水防
資機材の配置、運用方
法等に係る情報を共有
する。
【H29年度～】

・複数市町村に影響があ
ると想定される浸水被害
軽減地区の指定予定・
課題等を共有する。
【H30年度～】

・水防資機材の必要数
量を確保し、効率的な利
用のために情報共有を
図る。
【継続実施】

-

・毎年、防災の日（９月１
日）又は直前の土曜日に
防災関係機関をはじめ
住民等の参加のもと市総
合防災訓練を実施
【継続実施】
・住民等の参加による実
践的な水防訓練につい
て検討する。
【H30年度～】

・水防に関する取組状況
等を紹介し、水防につい
ての理解が深まるよう広
報の充実を検討する。
【H29年度～】

・水防団等の人員維持に
努め、洪水時の水防団
間の連携・協力について
検討・調整する。
【H30年度～】

・洪水浸水想定区域内
における災害拠点病院
等の立地状況を確認し、
施設管理者等に対する
洪水時の確実な情報伝
達の方法について検討・
調整する。
【Ｈ29年度～】

今後、必要に応じて検討
を進める。

- - -

水防団等の配置、管轄
区域等を共有し、洪水時
の水防団間の連携・協
力について検討・調整す
る。

・各水防団（消防団）の
分団等の配置、管轄区
域等を共有し、洪水時の
連携・協力について検
討・調整する。

各水防団の分団等の配
置、管轄区域等を共有
し、洪水時の水防団間の
連携・協力について検
討・調整する。
【H29年度～】

各水防団（消防団）の分
団等の配置、管轄区域
等を共有し、洪水時の水
防団間の連携・協力につ
いて検討・調整する。
【H29年度～】

各消防団の分団等の配
置、管轄区域等を共有
し、洪水時の消防団間の
連携・協力について検
討・調整する。
【H29年度～】

・建設事務所から情報を
収集する
【H29年度～】

・複数市町村に影響があ
ると想定される浸水被害
軽減地区の指定予定・
課題等を共有し、連携対
応を図る。
【H29年度～】

・大規模工場等の立地
状況を確認し、大規模工
場等の災害防止計画の
作成状況、訓練の実施
状況を確認する。

・洪水浸水想定区域内
における大規模工場の
状況を確認し、地域防災
計画への掲載について
調整する。
【H29年度～】

・市町村との連携による
実践的な水防訓練につ
いて検討・調整する。
【H29年度～】

・水防(水防団員の募
集、自主防災組織、企
業等の参画等)に関する
広報の取組状況や取組
予定等を共有する。ま
た、先進事例の情報を入
手し、共有を図る。
【H29年度～】

⑶　氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する事項

・浸水防止計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、取組を促すた
めの支援策について検
討・調整する。
【H29年度～】

- - - - -
(ｲ) 浸水防止計画の作成状況や訓練の実施状
況を踏まえ、それぞれの取組を促すための支援
策について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・浸水防止計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、取組を促すた
めの支援策について検
討・調整する。
【H29年度～】

・浸水防止計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、取組を促すた
めの支援策について検
討・調整する。

・浸水防止計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、取組を促すた
めの支援策について検
討・調整する。

・事業所等の災害防止
計画の作成状況や訓練
の実施状況を踏まえ、事
業所等への支援策につ
いて検討・調整する。

・浸水防止計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、取組を促すた
めの支援策について検
討・調整する。
【H29年度～】

・浸水防止計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、取組を促すた
めの支援策について検
討・調整する。
【H29年度～】

ウ　大規模工場等の自衛水
防に係る取組の促進

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における大規模工場
等の立地状況を確認するとともに、市町村地域
防災計画に定められた大規模工場等の浸水防
止計画の作成状況、訓練の実施状況を確認す
る。

平成29年度から
検討実施

・洪水浸水想定区域内
における大規模工場等
の立地状況を確認し、大
規模工場等の浸水防止
計画の作成状況、訓練
の実施状況を確認する。
【H29年度～】

・大規模工場等の立地
状況を調査し、大規模工
場等の災害防止計画の
作成状況、訓練の実施
状況を確認する。

・洪水浸水想定区域内
における大規模工場等
の立地状況を確認し、大
規模工場等の浸水防止
計画の作成状況、訓練
の実施状況を確認する。

・浸水防止計画の作成
状況や訓練の実施状況
を踏まえ、支援策につい
て検討する。
【H29年度～】

-

・出水期前に重要水防
箇所の確認を行うととも
に、現地にて関係者によ
る共同点検等の実施す
る。
【継続実施】

３　水災害の軽減を図るため水防活動の効率化及び水防体制の強化を推進する。

⑴　水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項

ア　重要水防箇所の確認

(ｱ) 河川整備の進捗等を踏まえて、出水期前
に重要水防箇所の確認を行うとともに、現地に
て関係者による共同点検等の実施について検
討・調整する。

引き続き実施

・出水期前に重要水防
箇所の確認を行うととも
に、現地にて関係者によ
る共同点検等の実施す
る。
【継続実施】

・出水期前に重要水防
箇所の確認を行うととも
に、現地にて関係者によ
る共同点検等の実施す
る。
【継続実施】

・出水期前に重要水防
箇所の確認を行うととも
に、現地にて関係者によ
る共同点検等の実施す
る。
【継続実施】

・出水期前に重要水防
箇所の確認及び現地に
て関係者による共同点
検等の実施する。

-- - - - --

別紙②　（３／３）



国が実施する研修、訓
練へ参画し、災害対応の
人材育成や、自治体間
の相互支援体制の強化
を図る。
【H29年度～】

・気象台は災害時気象
資料及び災害時気象支
援資料を必要に応じて発
表すると共に、これらの
資料の利活用にあたる人
材を育成するための方策
について検討・調整す
る。
【H29年度～】

国が実施する研修、訓
練へ参画し、災害対応の
人材育成や、自治体間
の相互支援体制の強化
を図る。
【H29年度～】

国が実施する研修、訓
練へ、構成市町と連携し
て参加し、人材育成や技
術力の向上に努める。

国が実施する研修、訓
練へ、構成市町と連携し
て参加し、人材育成や技
術力の向上に努める。

イ　災害情報の共有体制の強
化

(ｱ) 各構成員における災害情報の共有体制を
強化するため、共有すべき災害情報や当該情
報の共有方策等について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等の確認を
行う。
【H29年度～】

・災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等の確認を
行う。

・災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等の確認を
行う。

・災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等の確認を
行う。

国が実施する研修、訓
練へ参画し、災害対応の
人材育成や、自治体間
の相互支援体制の強化
を図る。
【H29年度～】

ア　災害時及び災害復旧に
対する支援強化

(ｱ) 国が実施する研修、訓練への地方公共団
体等の参画など、災害対応にあたる人材を育成
するための方策や、地方公共団体間の相互支
援体制の強化を図るための方策について検討・
調整する。

平成29年度から
検討実施

国が実施する研修、訓
練へ参加し、災害対応の
人材育成や、自治体間
の相互支援体制の強化
を図る。
【H29年度～】

・国が実施する研修、訓
練へ参加し、災害対応の
人材育成や、自治体間
の相互支援体制の強化
を図る。

国が実施する研修、訓
練へ参加し、災害対応の
人材育成や、自治体間
の相互支援体制の強化
を図る。

・国が実施する研修、訓
練へ参加し、災害対応の
人材育成や、自治体間
の相互支援体制の強化
を図る。

国が実施する研修、訓
練への地方公共団体等
の参画し、災害対応の人
材育成や、自治体間の
相互支援体制の強化を
図る。
【H29年度～】

国が実施する研修、訓
練への地方公共団体等
の参画し、災害対応の人
材育成や、自治体間の
相互支援体制の強化を
図る。
【H29年度～】

国が実施する研修、訓
練への地方公共団体等
の参画し、災害対応の人
材育成や、自治体間の
相互支援体制の強化を
図る。
【H29年度～】

国が実施する研修、訓
練への地方公共団体等
の参画し、災害対応の人
材育成や、自治体間の
相互支援体制の強化を
図る。
【H29年度～】

・国、県が実施する研
修、訓練へ参加し、災害
対応の人材育成や、自
治体間の相互支援体制
の強化を図る。
【Ｈ29年度～】

・災害情報の共有を強固
にするための方策等を検
討する。
【H29年度～】

・災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等について
検討・調整する。
【H29年度～】

・災害情報の共有体制を
強化するため、職員への
一斉メール通信を活用
し、災害情報の共有及び
方策等の確認を行う。

・災害情報の共有体制を
強化するため、職員への
一斉メール通信を活用
し、災害情報の共有及び
方策等の確認を行う。

・県防災事務連絡システ
ムを利用した被害情報の
収集を行う。
【継続実施】
・建設事務所等関係機
関との情報共有を図る。
【継続実施】

-

・災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等の確認を
行う。
【H29年度～】

・災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等の確認を
行う。
【H29年度～】

・災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等の確認を
行う。
【H29年度～】

災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等の確認を
行う。
【H29年度～】

・災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等について
検討・調整する。【Ｈ29
年度～】

・災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等について
検討・調整する。
【H29年度～】

・災害情報の共有体制を
強化するため、災害情報
の共有方策等について
検討・調整する。
【H29年度～】

・災害に関する研修、訓
練へ参加し、人材育成
や技術力の向上に努め
る。
【H29年度～】

⑷　その他
・国又は県災害対策課
主催の研修、訓練へ参
加し、災害対応の強化を
図る。
【継続実施】
・災害対策本部設置訓
練や研修会を実施し、災
害対応の強化を図る。
【継続実施】



〇課題と取組内容 別紙③

③氾濫水の排水、施
設運用等に関する事

項

項目

ア
洪水時における河川
管理者からの情報提
供等の内容及び時
点

イ
避難勧告等の適切
な時点での発令

ウ
避難場所・避難経路

エ
住民等への情報伝
達の体制や方法

オ
避難誘導体制

カ
河川水位等に係る
情報提供

キ
河川の巡視区間

ク
水防訓練、水防活
動の広報

ケ
水防資機材の整備、
防災拠点施設の機
能確保

コ
排水施設、排水資
機材の操作・運用

現状

災害発生の恐れが
ある場合は、気象台
長、県中建設事務
所長から関係市町
村長に気象情報、河
川情報及び土砂災
害警戒情報に係る
情報伝達（ホットライ
ン）を実施している。

避難を必要とする区
域を示す洪水浸水
想定区域図は、主要
な河川の計画規模
降雨による区域図と
なっており、それ以上
の降雨時の避難す
べき区域が明らかに
なっていない。

長らく大規模水害が
発生していないた
め、避難勧告等を発
令した経験がない市
町村が多い。

長らく大規模水害が
発生していないた
め、住民の防災意識
の薄れがみられる。

従来の防災行政無
線と広報車等による
屋外からの呼びかけ
は、屋内にいる人に
伝わらないことが多
いため、テレビ、ラジ
オ等の放送や携帯
電話への緊急通報
など、多様な手段に
よる伝達手段の整備
が進められている。

水位周知や洪水警
報を発表している
が、多くの住民等の
防災行動につながっ
ていない。

避難誘導は、警察、
消防機関、自主防
災組織、水防団員
（消防団員）と協力し
て実施している。

災害発生の恐れが
ある場合は、気象台
長、県中建設事務
所長から関係市町
村長に気象情報、河
川情報及び土砂災
害警戒情報に係る
情報伝達（ホットライ
ン）を実施している。
【再掲】

河川水位、雨量情
報等について、気象
台及び県HPや報道
機関を通じて情報提
供している。

気象台が洪水警報・
大雨（浸水）警報の
危険度分布及び流
域雨量指数の予測
値を提供している。

出水期前に関係市
町村、水防団(消防
団)及び県で重要水
防区域の合同点検
を実施している。

出水時はもちろんの
こと、定期的に河川
巡視を実施してい
る。

水防活動を担う水防
団(消防団)につい
て、水防活動に関す
る専門的な知見の習
得や情報を共有する
機会が少ない。

水防団員(消防団
員)が減少・高齢化し
ている。

大規模工場等におい
て、自衛水防の取組
が求められている。

関係機関の水防倉
庫に水防資機材を
備蓄している。

市町村庁舎が被災し
た場合、防災拠点施
設の代替施設を指
定している。

停電が発生した場合
においても、非常用
発電機により72時間
分の電力を確保して
いる。

出水期前に排水樋
門の操作点検を実
施している。

大規模水害により築
堤区間が破堤した場
合、想定される排水
量が多く、現状の施
設では早期に社会機
能を再開できない恐
れがある。

課題

１－１
ホットラインについ
て、適切な時点で確
実に実施する必要が
ある。

１－２
計画規模を超える降
雨による洪水浸水想
定区域を明らかにす
る必要がある。

２
避難勧告等を適切
な時点で発令するよ
う徹底する必要があ
る。

３－１
住民が安全、迅速に
避難できるよう徹底
する必要がある。

３－２
新たなハザードマップ
の作成や更新、その
活用方法を住民に
伝える必要がある。

４－１
全ての住民に河川水
位や避難に関する情
報等が的確に伝わる
よう伝達手段を整備
する必要がある。ま
た、それが避難行動
につながるよう周知
徹底する必要があ
る。

４－２
危険の切迫度等が
わかりやすく、水防活
動や避難行動の判
断につながる情報に
工夫が必要である。

５
災害時の具体的な
避難支援や避難誘
導体制が確立されて
いないため、特に要
配慮者の迅速な避
難を確保する必要が
ある。

６－１
ホットラインについ
て、適切な時点で確
実に実施する必要が
ある。【再掲】

６－２
気象台及び県が提
供している河川水位
等に係る情報につい
て、継続的に広報す
る必要がある。

６－３
気象台が洪水警報・
大雨（浸水）警報の
危険度分布及び流
域雨量指数の予測
値について利用促進
を図る必要がある。

７
優先的に水防活動
を実施すべき箇所に
ついて特定し関係市
町村、水防団(消防
団)、県が共有する
必要がる。

８-１
水防団(消防団)に対
し、水防活動に関す
る知見の習得や情報
を共有する機会の提
供が必要である。

８-２
水防団員(消防団
員)の確保・育成が
必要である。

８-３
大規模工場等の自
衛水防の取組促進
が必要である。

９-１
水防資機材の不足、
劣化状況の確認、関
係機関の備蓄情報
の共有が必要であ
る。

９-２
防災拠点となる関係
機関の庁舎につい
て、大規模水害時に
おいても適切に機能
を確保する必要があ
る。

１０
既存の排水施設や
排水系統を考慮し、
排水計画を検討する
必要がある。
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● ●

●

●

●

● ●

● ●
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●

●

●

●
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●

●

●

● ●
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●

●

● ●

● ●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

①情報伝達、避難計画等に関する事項 ②水防に関する事項

事項

具体的取組

イ　避難勧告等の発令対象区域、発令
判断基準等の確認

(ｱ) ｢避難勧告等に関するガイドライン｣(平成29年1月、内閣府(防災担当))を参考に、市町村が定めた洪水時等における避
難勧告等の発令対象区域、発令判断基準等の確認を行う。

(ｲ) 市町村が定めた避難勧告発令等の発令判断基準等を踏まえて、防災行動と河川管理者及び市町村等その実施主体
を時系列で整理する｢水害対応タイムライン｣を作成するとともに、その運用状況を確認する。

(ｳ) 避難勧告等の発令判断基準の目安となる基準水位（氾濫危険水位、避難判断水位）の見直しの予定を共有し、その
進捗状況について確認する。

具体的な取組の柱

主な内容

１　住民の避難行動のきっかけとなる情報伝達が確実に行われる体制を構築する。

⑴　情報伝達、避難計画等に関する事項

ア　洪水時等における河川管理者等から
の情報提供等の内容及びタイミングの確
認

(ｱ) 洪水時等の市町村長による避難勧告等発令の判断を支援するため、洪水時等に気象台や河川管理者等から市町村
に提供する気象情報、河川情報及び土砂災害警戒情報の内容及び提供するタイミングを確認する。

(ｲ) 直接市町村長等に気象情報、河川情報及び土砂災害警戒情報を伝達するホットラインの構築状況を確認する。

キ　洪水警報の危険度分布等の提供及
び気象情報発信時の「警報級の可能性」
や「危険度を色分けした時系列」等の発
表・改善

(ｱ) 警報等の解説・見える化により、気象情報発信時の情報入手のし易さをサポートする。

ウ　水害危険性（浸水想定及び河川水
位等の情報）の周知

(ｱ) 水位周知河川等の指定を行う河川について検討・調整するとともに、その進捗状況について確認する。

(ｲ) ｢地域の水害危険性の周知に関するガイドライン｣(平成29年3月、国土交通省水管理・国土保全局河川環境課）を参考
に、簡易な方法による水害危険性の周知を行う河川及び当該河川における情報提供の方法について検討・調整するととも
に、その進捗状況について確認する。

(ｳ) 洪水警報・大雨（浸水）警報の危険度分布及び流域雨量指数の予測値の利活用推進を図る。

エ　情報通信技術等を活用した住民等
へ適切かつ確実に情報伝達する体制や
方法の改善・充実

(ｱ) ｢川の防災情報(国土交通省提供サイト)｣や、河川流域総合情報システム(福島県提供サイト)等、国と県が有している河
川水位やＣＣＴＶカメラ等のリアルタイム情報の住民等への周知方法について検討・調整する。

(ｲ) 気象庁HP等を活用した情報提供と利活用について促進を図る。

(ｳ) 緊急速報メールの活用等、住民等に対する洪水情報や避難情報等の適切かつ確実な伝達体制・方法について、検
討・調整する。

オ　隣接市町村等への広域避難体制の
構築

(ｱ) 各市町村において洪水浸水想定区域図等の水害リスク情報を踏まえて避難場所及び避難経路を検討し、当該市町村
内の避難場所だけで避難者を収容できない場合等は、隣接市町村等における避難場所の設定や洪水時の連絡体制等に
ついて検討・調整する。

カ　要配慮者利用施設等における避難
計画等の作成・訓練に対する支援

(ｱ) 洪水浸水想定区域や土砂災害警戒区域内における要配慮者利用施設の立地状況を確認するとともに、市町村地域
防災計画に定められた要配慮者利用施設の避難確保計画の作成状況、訓練の実施状況を確認する。

(ｲ) 避難確保計画の作成状況や訓練の実施状況を踏まえ、それぞれの取組を促すための支援策について検討・調整す
る。また、施設職員だけで対応するのが難しい場合の地域の支援体制について検討・調整する。

オ　防災教育の促進

(ｱ) 防災教育に関する指導計画作成への支援など、小学校等の先生による防災教育の実施を拡大する方策等に関する
取組について検討・調整する。

(ｲ) 小中学校等における水防災教育を実施する。
(ｲ) 出前講座等を活用し、水防災等に関する説明会を実施する。

２　地域の水防災意識の向上を図るため水害危険性を周知する。

⑴　平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する取組

ア　想定最大規模降雨に係る洪水浸水
想定区域図等の共有

(ｱ) 国又は県による想定最大規模降雨に係る洪水浸水想定区域図等の作成・公表の予定を共有する。また、洪水浸水想
定区域図が作成された場合は当該洪水浸水想定区域図を共有する（なお、共有された洪水浸水想定区域図については、
土地利用や都市計画の検討等においても広く活用されるよう各構成員において確認する。）。

イ　洪水ハザードマップの作成・改良と周
知

(ｱ) 想定最大規模降雨に係る洪水浸水想定区域図を踏まえた洪水ハザードマップの作成・公表の予定を共有する。また、
洪水ハザードマップが作成された場合は、当該洪水ハザードマップを共有する。

(ｲ) ｢水害ハザードマップ作成の手引き｣(平成28年4月、国土交通省水管理・国土保全局河川環境課水防企画室)等を参
考に、洪水ハザードマップの住民への効果的な周知方法や、先進事例を踏まえたわかりやすい洪水ハザードマップへの改
良について検討・調整し、平成30年7月豪雨を踏まえ、住民への洪水ハザードマップ等各種防災計画の周知の徹底を図
る。

ウ　まるごとまちごとハザードマップの促進
(ｱ) 各構成員による｢まるごとまちごとハザードマップ｣(生活空間における想定浸水深や避難場所等に係る看板等の掲示)の
取組状況を共有するとともに、｢まるごとまちごとハザードマップ実施の手引き｣(平成29年6月、国土交通省水管理・国土保
全局河川環境課水防企画室）等を参考に、取組の推進について検討・調整する。

エ　住民、関係機関が連携した避難訓練
等の充実

(ｱ) 各市町村等による避難訓練の実施状況や実施予定を共有するとともに、住民等や多様な関係機関が連携した避難訓
練を検討・調整する。

(ｲ) 住民の水防災意識を高め、地域防災力向上のための自主防災組織の充実を図る。

⑵　円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項

ア　危機管理型水位計、河川監視用カメ
ラの整備

(ｱ) 危機管理型水位計(※)の配置計画を検討・調整し、設置・運用を開始する。
※危機管理型水位計：現在、国土交通省のプロジェクトにおいて開発を進めている、低コストで導入が容易なクラウド型・メン
テナンスフリー水位計。

(ｲ) 河川監視用カメラの配置計画(設置目的に応じた性能最適化・集約化等を含む)を検討・調整する。

イ　河川防災ステーション等の整備
(ｱ) 河川防災ステーション等の整備に係る情報を共有し、河川管理者が実施する災害復旧だけでなく市町村等も水防活動
を円滑に行える施設となるよう、設置位置及び規模等について検討・調整する。

ウ　避難場所、避難経路の整備
(ｱ) 避難場所、避難経路の整備に係る情報を共有するとともに、避難場所、避難経路の整備にあたっては、近隣工事等の
発生土砂を有効活用するなど、事業連携による効率的な整備となるよう検討・調整する。

３　水災害の軽減を図るため水防活動の効率化及び水防体制の強化を推進する。

⑴　水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項

ア　重要水防箇所の確認
(ｱ) 河川整備の進捗等を踏まえて、出水期前に重要水防箇所の確認を行うとともに、現地にて関係者による共同点検等の
実施について検討・調整する。

イ　水防資機材の整備等

(ｱ) 各構成員が保有する水防資機材の配置について共有するとともに、水防資機材の整備や洪水時の相互応援について
検討・調整する。

(ｲ) 河川防災ステーション等の情報を共有し、これを活用した円滑な水防活動について検討・調整する。

ウ　水防訓練の充実

(ｱ) 毎年、関係機関が連携した水防実働訓練等を実施する。

(ｲ) 県と市町村職員等を対象に水防技術講習会を実施する。

(ｳ) 水防団等への連絡体制の確認と首長も参加した実践的な情報伝達訓練を実施する。

(ｴ) 多様な関係機関、住民等の参加等による実践的な水防訓練について検討・調整する。

⑶　氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する事項

エ　水防に関する広報の充実
(ｱ) 各構成員の水防(水防団員の募集、自主防災組織、企業等の参画等)に関する広報の取組状況や取組予定等を共有
し、先進事例を踏まえた広報の充実について検討・調整する。

オ　水防団間での連携、協力に関する検
討

(ｱ) 大規模な氾濫に対してより広域的、効率的な水防活動が実施できるよう、各水防団の分団等の配置、管轄区域等を共
有し、洪水時の水防団間の連携・協力について検討・調整する。

⑵　市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

ア　災害拠点病院等の施設管理者への
情報伝達の充実

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における災害拠点病院等の立地状況を確認し、施設管理者等に対する洪水時の確実な情報伝
達の方法について検討・調整する。

イ　洪水時の市町村庁舎等の機能確保
のための対策の充実

(ｱ) 市町村庁舎等における洪水時に想定される浸水被害を確認し、適切に機能を確保するために必要な対策(耐水化、非
常用電源等の整備等)について検討・調整する。

ウ　大規模工場等の自衛水防に係る取
組の促進

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における大規模工場等の立地状況を確認するとともに、市町村地域防災計画に定められた大規
模工場等の浸水防止計画の作成状況、訓練の実施状況を確認する。

(ｲ) 浸水防止計画の作成状況や訓練の実施状況を踏まえ、それぞれの取組を促すための支援策について検討・調整す
る。

イ　災害情報の共有体制の強化
(ｱ) 各構成員における災害情報の共有体制を強化するため、共有すべき災害情報や当該情報の共有方策等について検
討・調整する。

ア　排水施設、排水資機材の運用方法
の改善及び排水施設の整備等

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における排水施設、排水資機材の配置、運用方法等に係る情報を共有し、洪水時の排水施設
等の管理者間の連絡体制を構築するとともに、洪水時に円滑かつ迅速な排水を行うための排水施設等の運用方法につい
て検討・調整する。

イ　浸水被害軽減地区の指定
(ｱ) 複数市町村に影響があると想定される浸水被害軽減地区の指定にあたり、地区指定の予定や指定に係る課題等を共
有し、連携して課題への対応を検討・調整する。

⑷　その他

ア　災害時及び災害復旧に対する支援
強化

(ｱ) 国が実施する研修、訓練への地方公共団体等の参画など、災害対応にあたる人材を育成するための方策や、地方公
共団体間の相互支援体制の強化を図るための方策について検討・調整する。

●

資料２－２ 別紙③



〇ソフト対策の主な取組（機関別の取組目標）　※H29年度取組内容

・洪水警報・大雨（浸水）警
報の危険度分布（H29.7)及
び危険度を色分けした時系
列（H29.5)を発表し、これら
のらの利活用を図る。

- - - - - - -

・気象台と連携して利活用
の促進を図る。
【H29年度～】

・振興局HP「県中地方防災
サイト」でリンクを貼り、周知
を図っている。

(ｲ) 気象庁HP等を活用した情報提供と利活用
について促進を図る。

引き続き実施

・郡山市防災ウェブサイトに
て気象情報の周知を進めて
いる。（気象台HPへリンクし
ている。）
【継続実施】

- - - - - -

別紙④　（１／３）

- - - - - - -

ウ　水害危険性（浸水想定及
び河川水位等の情報）の周
知

・H29.7から提供を開始し
た、洪水警報・大雨（浸水）
警報の危険度分布及び流
域雨量指数の予測値の利
活用推進を図る。

- -

(ｳ) 洪水警報・大雨（浸水）警報の危険度分布
及び流域雨量指数の予測値の利活用推進を
図る。

平成29年度から
順次実施

・郡山市防災ウェブサイトに
て気象情報の周知を進めて
いる。（気象台HPへリンクし
ている。）
【継続実施】

- - - - - -

(ｱ) 水位周知河川等の指定を行う河川につい
て検討・調整するとともに、その進捗状況につ
いて確認する。

平成29年度から
順次実施

・H29は取組み無し

既指定　：逢瀬川
指定予定：谷田川、藤田川
（時期は未確）

具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
事項

郡山市 須賀川市 田村市
福島県

県中地方振興局
気象庁

福島地方気象台具体的取組

１　住民の避難行動のきっかけとなる情報伝達が確実に行われる体制を構築する。

⑴　情報伝達、避難計画等に関する事項

ア　洪水時等における河川管
理者等からの情報提供等の
内容及びタイミングの確認

(ｱ) 洪水時等の市町村長による避難勧告等発
令の判断を支援するため、洪水時等に気象台
や河川管理者等から市町村に提供する気象
情報、河川情報及び土砂災害警戒情報の内
容及び提供するタイミングを確認する。

平成29年度から
順次実施

・阿武隈川にかかる郡山市
タイムライン(H29.3)の運用
により情報共有のタイミング
を確認

※台風第21号（H29.10月）
において、郡山市タイムライ
ンの本格運用を図った。

古殿町 三春町 小野町
郡山地方

広域消防組合
消防本部

須賀川地方
広域消防本部

福島県
県中建設事務所

鏡石町 天栄村 石川町 玉川村 平田村 浅川町

-

・指定済みの水位周知河川
（逢瀬川、大滝根川、釈迦
堂川、社川、今出川、右支
夏井川、阿武隈川）及び土
砂災害警戒情報について、
H29.6月までに確認した。

・県総合情報ネットワーク
（防災FAX）又は気象庁HP
等により土砂災害警戒情報
発表の有無を確認してい
る。

・避難勧告の発令判断の目
安となる氾濫危険情報の発
表等を建設事務所と気象
台で共同で実施する。
・「警報級の可能性」
(H29.5)「危険度を色分けし
た時系列」(H29.7)の提供を
開始した。】

(ｲ) 直接市町村長等に気象情報、河川情報及
び土砂災害警戒情報を伝達するホットラインの
構築状況を確認する。

平成29年度から
順次実施

土砂災害警戒情報等の内
容及びタイミングについて、
確認した。

土砂災害警戒情報等の内
容及び提供するタイミングに
ついて確認した。

・土砂災害警戒情報等の内
容及び提供するタイミングに
ついて確認する。

・洪水時等に気象台や河川
管理者等から提供される気
象情報、河川情報及び土
砂災害警戒情報の内容及
び提供されるタイミングにつ
いて確認する。

・土砂災害警戒情報等の内
容及び提供するタイミングに
ついて確認する。

-

・提供される情報の内容及
びタイミングについて確認す
る。

・提供される情報の内容及
びタイミングについて確認す
る。

・洪水時等に気象台や河川
管理者等から提供される気
象情報、河川情報及び土
砂災害警戒情報の内容及
び提供されるタイミングにつ
いて確認する。

・洪水時等に気象台や河川
管理者等から提供される気
象情報、河川情報及び土
砂災害警戒情報の内容及
び提供されるタイミングを確
認する。

・指定済みの水位周知河川
（阿武隈川）及び土砂災害
警戒情報の内容やタイミン
グについて確認を行う。

・指定済みの水位周知河川
（阿武隈川）及び土砂災害
警戒情報の内容やタイミン
グについて確認を行う。

・避難判断及び配備基準
への気象情報の利活用に
関する助言等支援を行う。
・地域防災計画修正等支
援
（福島市等7市町村）
【H29年度実施】

(ｲ) 市町村が定めた避難勧告発令等の発令
判断基準等を踏まえて、防災行動と河川管理
者及び市町村等その実施主体を時系列で整
理する｢水害対応タイムライン｣を作成するととも
に、その運用状況を確認する。

平成29年度から
順次実施

・H29.4 ホットライン体制構
築

※台風第21号（H29.10月）
において、国（福島河川国
道事務所長）とのホットライ
ンを活用し、阿武隈川の水
位等について、情報共有を
図った。

・指定済みの水位周知河川
に係る河川情報及び土砂
災害警戒情報を伝達する
ホットラインの構築状況を確
認する。

・指定済みの水位周知河川
に係る河川情報及び土砂
災害警戒情報を伝達する
ホットラインの構築状況を確
認する。

・｢水害対応タイムライン｣を
作成に向け検討をはじめる。

今後必要に応じて、検討を
進める。

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等の確認を行
う。

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等を確認する。

-

-

・県災害対策課で指定して
いるホットライン及び建設事
務所における河川情報ホッ
トラインの伝達ルートを確認
した。

・直接市町村長等に気象
情報を伝達するホットライン
の構築状況を確認し
(H29.6)、連絡体制を確立
した。
・ﾎｯﾄﾗｲﾝ4回（延べ25市町
村）、防災メール発出16回
【H29年度】

ホットラインの構築状況を確
認し、運用を開始する。

- -

・指定済みの水位周知河川
（逢瀬川、大滝根川、釈迦
堂川、社川、今出川、右支
夏井川、阿武隈川）に係る
河川情報及び土砂災害警
戒情報を伝達するホットライ
ンの構築状況を確認し、
H29.6月から運用を開始し
た。

-

・H29.8～9月に各市町村防
災担当への個別説明を実
施した。

・H29.8.30、31に各市町村
から聞き取りを行った。

ホットラインの構築状況を確
認し、運用を開始する。

・直接市町村長等に河川情
報及び土砂災害警戒情報
を伝達されるホットラインの
構築状況を確認し、運用を
開始する。

・河川情報及び土砂災害警
戒情報を伝達するホットライ
ンの構築状況を確認する。

・河川情報及び土砂災害警
戒情報を伝達するホットライ
ンの構築状況を確認する
気象情報については、継続
実施する。

・気象情報、河川情報及び
土砂災害警戒情報を伝達
するホットラインの構築状況
を確認し、運用開始による
連絡体制の整備に努める。

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等を確認する。

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等の確認を行
う。

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等の確認を行
い、必要に応じ見直しを行
う。

土砂災害時等における避難
勧告等の発令対象区域、
発令判断基準等の確認を
行う。

洪水時等における避難勧告
等の発令対象区域や発令
判断基準の作成に向け、検
討を始めた。

避難勧告等の発令対象区
域や発令判断基準を作成
する。

・気象情報、河川情報及び
土砂災害警戒情報を伝達
するホットラインの構築状況
を確認し、運用開始による
連絡体制の整備に努める。

土砂災害警戒情報を伝達
するホットラインの構築状況
を確認し、運用を開始する。

土砂災害警戒情報等を伝
達するホットラインの構築状
況を確認した。

・逢瀬川、大滝根川、釈迦
堂川、社川、今出川、右支
夏井川、阿武隈川の｢水害
対応タイムライン｣の作成に
向けた支援を行う。

・水害対応タイムラインの作
成状況の確認を行った。

・市町村の｢水害対応タイム
ライン｣の作成に向けた支援
を行う。
・福島市や福島河川国道
事務所と協力して詳細版の
タイムラインの検討会への
参画【H30.3】

(ｳ) 避難勧告等の発令判断基準の目安となる
基準水位（氾濫危険水位、避難判断水位）の
見直しの予定を共有し、その進捗状況について
確認する。

引き続き実施

・逢瀬川：見直し済（H28）

※その他河川（谷田川、藤
田川、笹原川、南川）は未
確認

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見直
しに係る進捗状況及び今後
の予定について情報共有を
図る。

・「水害対応タイムライン」の
作成に向けた検討を進め
る。

今後必要に応じて、検討を
進める。

今後必要に応じて、検討を
進める。

今後、必要に応じて検討を
進める。

今後、必要に応じて検討を
進める。

・「水害対応タイムライン」の
作成に向けた検討を進め
る。

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見直
しを継続実施し、進捗状況
及び今後の予定について情
報共有を図る。
・逢瀬川、今出川の基準水
位見直しを実施した。
・新たに水位周知河川に指
定する笹原川の基準水位
設定に着手した。

・H29.8.30、31に各市町村
から聞き取りを行った。

-

必要に応じて、検討を進め
る。

- -

・取組み無し

※中小河川におけるタイム
ライン作成の意義と運用の
現実性について統一見解が
図れていない

・「水害対応タイムライン」の
作成に向け、情報収集し、
検討を開始する。

今後必要に応じて、検討を
進める。

・｢水害対応タイムライン｣を
作成に向け検討をはじめる。

イ　避難勧告等の発令対象
区域、発令判断基準等の確
認

(ｱ) ｢避難勧告等に関するガイドライン｣(平成29
年1月、内閣府(防災担当))を参考に、市町村
が定めた洪水時等における避難勧告等の発令
対象区域、発令判断基準等の確認を行う。

平成29年度から
順次実施

・郡山市避難勧告等の判
断・伝達マニュアル(H27.2)
による運用
　
※H29は基準改定なし

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等を確認する。

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等を確認する。

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等を確認する。

・H29.8.30、31に各市町村
から聞き取りを行った。

-

・水位周知河川等の指定を
行う河川について検討・調
整を図る。

- -

・新たに水位周知河川の指
定を行う笹原川について、
関係市町村と検討・調整を
行う。

必要に応じて検討を進め
る。

-

必要に応じて、検討を進め
る。

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見直
しの進捗状況及び今後の予
定について情報共有を図
る。

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の設定
に向け、関係機関と調整を
始める

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の設定
に向け、関係機関と調整を
始める。

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の設定
に向け、関係機関と調整を
始める

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見直
しに係る進捗状況及び今後
の予定について情報共有を
図る。

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見直
しに係る進捗状況及び今後
の予定について情報共有を
図る。

-

-

(ｲ) ｢地域の水害危険性の周知に関するガイド
ライン｣(平成29年3月、国土交通省水管理・国
土保全局河川環境課）を参考に、簡易な方法
による水害危険性の周知を行う河川及び当該
河川における情報提供の方法について検討・
調整するとともに、その進捗状況について確認
する。

平成29年度から
順次実施

・取組み無し

※水害危険性の周知を予
定する中小河川（県管理）
について情報提供なし

・簡易な方法による水害危
険性を周知する河川及び当
該河川における情報提供の
方法について、関係機関と
検討・調整を行う。

・水害の危険性の周知を行
う河川の情報提供する方法
について検討を始める。

・水害の危険性の周知を行
う河川の情報提供する方法
について検討を始める。

・水害の危険性の周知を行
う河川の情報提供する方法
について検討を始める。

・新たに水位周知河川等の
指定を行う可能性のある河
川について、関係機関と検
討・調整を図り、その進捗状
況を確認する。

・水位周知河川等の指定を
行う河川について、検討・調
整を行う。

必要に応じて検討を進め
る。

-

・水位周知河川等の指定を
行う河川について検討・調
整を図る。

・水位周知河川等の指定を
行う河川について検討・調
整を図る。

・水位周知河川等の指定を
行う河川について検討・調
整を図る。

水位周知河川等の指定を
行う河川について検討・調
整を図る。

・河川周知河川等の指定を
行う河川について検討・調
整を図る。

今後、必要に応じて検討を
進める。

- -

・簡易な方法による水害危
険性を周知する河川及び当
該河川における情報提供の
方法について、関係市町村
と検討・調整を行う。

- -

・簡易な方法による水害危
険性を周知する河川及び当
該河川における情報提供の
方法について、関係機関と
検討・調整を行う。

・簡易な方法による水害危
険性を周知する河川及び当
該河川における情報提供の
方法について、関係機関と
検討・調整を行う。

簡易な方法による水害危険
性を周知する河川及び当該
河川における情報提供の方
法について、関係機関と検
討・調整を行う。

簡易な方法による水害危険
性を周知する河川及び当該
河川における情報提供の方
法について、検討・調整をす
る。

-

・簡易な方法による水害危
険性を周知する河川及び当
該河川における情報提供の
方法について、検討・調整を
行う。

・河川流域総合情報システ
ム（福島県提供サイト）のス
マートフォン用サイトを整備
し、住民等へのリアルタイム
情報の周知を図る。

・振興局HP「県中地方防災
サイト」でリンクを貼り、周知
を図っている。

-

(ｳ) 緊急速報メールの活用等、住民等に対す
る洪水情報や避難情報等の適切かつ確実な
伝達体制・方法について、検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・防災行政無線に代わる新
たな情報伝達システムの構
築（H29～30）及びメールマ
ガジン、SNS、コミュ二ティ
FM等多様な手段により確実
な伝達体制の確保に努め
る。

・緊急速報メールや防災行
政無線、ＳＮＳ等さまざまな
手段での情報提供を継続
実施する。

・緊急速報メールや防災行
政無線、ＳＮＳ等さまざまな
手段での情報提供を継続
実施する。

・防災行政無線や緊急速報
メールなどの活用により住民
に周知を図る。

防災情報等のシステム等の
活用方法について周知す
る。

・河川流域総合情報システ
ム(福島県提供サイト)等の
活用方法について周知す
る。

・町防災ウェブサイトに掲載
する情報について検討を進
める。

・ホームページに｢川の防災
情報｣や、河川流域総合情
報システム」等のリンク方法
を検討する。

- -

・市ＨＰに掲載する情報につ
いて検討を進める。

・町ホームページ等への情
報掲載について検討する。

・天栄村の公式ウェブサイト
に｢川の防災情報｣や、河川
流域総合情報システム」等
のリンク方法を検討する。

・｢川の防災情報(国土交通
省提供サイト)｣や、河川流
域総合情報システム(福島
県提供サイト)等の活用方法
について周知する。

・玉川村ホームページに「川
の防災情報（国土交通省提
供サイト）」や、「河川流域総
合情報システム（福島県提
供サイト）」等のバナー添付
や、広報誌へのアドレス掲載
など情報の周知を図る。

・｢川の防災情報(国土交通
省提供サイト)｣や、河川流
域総合情報システム(福島
県提供サイト)等の活用方法
について周知する。

(ｱ) ｢川の防災情報(国土交通省提供サイト)｣
や、河川流域総合情報システム(福島県提供
サイト)等、国と県が有している河川水位やＣＣ
ＴＶカメラ等のリアルタイム情報の住民等への
周知方法について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・郡山市防災ｳｪﾌﾞｻｲﾄに
て、リアルタイム情報を周知
（国、県サイト⇒リンク貼り付
け）

・H29年７月に大雨特別警
報の改善を行った。引き続
き情報の発信・改善を実施
する。

オ　隣接市町村等への広域
避難体制の構築

(ｱ) 各市町村において洪水浸水想定区域図
等の水害リスク情報を踏まえて避難場所及び
避難経路を検討し、当該市町村内の避難場所
だけで避難者を収容できない場合等は、隣接
市町村等における避難場所の設定や洪水時の
連絡体制等について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・想定最大浸水想定区域に
おける避難所の再編後、広
域連携の必要を検討予定

・市内の避難場所及び避難
経路等を再確認し、収容困
難な場合は、隣接市町村等
における避難場所の設定や
災害時の連絡体制について
検討・調整する。

調査検討を進める 調査検討を行う。 ・村内の災害別による避難
場所による避難者の収容の
可否を再確認を始める。

防災行政無線や緊急速報
メールの活用により、住民へ
の周知を図る。

防災行政無線や緊急速報
メールの活用により、住民へ
の周知を図る。

- -

・河川流域総合情報システ
ム(福島県提供サイト)によ
り、河川水位、雨量情報等
の発信を継続実施する。

・振興局HP「県中地方防災
サイト」でリンクを貼り、周知
を図っている。

・防災行政無線や緊急速報
メールなどの活用により住民
に周知を図る。
その他の周知方法について
も検討を始める。

・防災行政無線やエリアメー
ルなどの活用により住民に
周知を図る。

・防災行政無線やエリアメー
ルの点検実施、使用基準等
の見直しを行い、確実な伝
達体制の確立に努める。

・防災行政無線の活用によ
り、住民の周知を図る。

防災行政無線の活用によ
り、周知を図る。

・防災行政無線やエリアメ－
ルの活用により、迅速に町
民への周知を図る。

エ　情報通信技術等を活用
した住民等へ適切かつ確実
に情報伝達する体制や方法
の改善・充実

・須賀川市HPに「川の防災
情報」や「河川流域総合情
報システム」を掲載し情報の
周知を図る。

今後、必要に応じて検討を
進める。

- -

・逢瀬川の想定最大規模降
雨による洪水浸水想定区域
図等の水害リスク情報を作
成を進める。
・大滝根川、釈迦堂川の想
定最大規模降雨による洪水
浸水想定区域図等の水害リ
スク情報を作成に着手す
る。

・相談があれば関係市町村
間との調整を行う。

・作成に必要な情報の提供
及び支援を実施する。

・町内の避難所の収容の可
否を再確認し、収用困難な
場合は、隣接市町村等にお
ける避難場所の設定や災害
時の連絡体制について検
討・調整する。

・村内の避難場所及び避難
経路等を再確認し、収容困
難な場合は隣接市町村等
における避難場所の設定や
災害時の連絡体制について
検討・調整する。

・村内の避難所における避
難者の収容の可否を再確
認する。

町内の避難所における避難
所の収容の可否を再確認
する。避難経路について、
検討・調整する。

・町内の避難所の収容の可
否を再確認し、収用困難な
場合は、隣接市町村等にお
ける避難場所の設定や災害
時の連絡体制について検
討・調整する。

・町内の避難場所による避
難者の収容の可否を再確
認し、収容困難な場合は、
隣接市町村等における避難
場所の設定や洪水時の連
絡体制等について検討・調
整する。

・H29.8～9月に各市町村防
災担当への個別説明を実
施した。

- -

(ｲ) 避難確保計画の作成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、それぞれの取組を促すための
支援策について検討・調整する。また、施設職
員だけで対応するのが難しい場合の地域の支
援体制について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

要配慮者利用施設の地域
防災計画への位置付けにつ
いて検討中（再掲）

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、取組を促すための支援
について関係部署と検討・
調整する。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、取組を促すための支援
について関係部署と検討・
調整する。

洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域における要配
慮者利用施設の立地状況
を確認後、地域防災計画の
修正をする。

・洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域内立地施設
はないが、要配慮者利用施
設の避難確保計画作成及
び避難訓練の実施の促進を
図る。

・地域防災計画の見直しに
合わせ、土砂災害警戒区
域内における要配慮者利用
施設の立地状況を確認後、
町地域防災計画に記載す
るとともに、対象施設におけ
る避難確保計画の作成状
況、訓練の実施状況を確認
する。

・洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域内における要
配慮者利用施設の立地条
件を調査検討する。

- -

・洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域内における要
配慮者利用施設の立地条
件を調査検討する。

・主に土砂災害区域内に所
在する要配慮者利用施設
を確認する。

・洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域内における要
配慮者利用施設の立地状
況や避難確保計画の作成
状況、訓練実施状況等の
確認を行う。

・洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域内における要
配慮者利用施設について、
施設毎の立地状況、避難
確保計画の作成状況や訓
練実施状況等の確認を行
う。

・土砂災害警戒区域内にお
ける要配慮者利用施設の
立地状況を確認後、要配慮
者利用施設の避難確保計
画作成及び避難訓練実施
の促進等について検討す
る。

(ｱ) 洪水浸水想定区域や土砂災害警戒区域
内における要配慮者利用施設の立地状況を確
認するとともに、市町村地域防災計画に定めら
れた要配慮者利用施設の避難確保計画の作
成状況、訓練の実施状況を確認する。

引き続き実施

要配慮者利用施設の地域
防災計画への位置付けにつ
いて検討中

・福島県等関係機関と連携
して、避難確保計画等作成
や避難訓練等のシナリオ策
定、訓練用の情報提供等
に必要な支援を行う。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組を促す
ための支援策について検
討・調整する。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組を促す
ための支援策について検
討・調整する。 - -

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組を促す
ための支援策について検
討・調整する。 -

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を把握
し、それぞれの取組を支援
するための方法について、
検討を始める。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組みを促
すための支援策について検
討・調整する。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組みを促
すための支援策について検
討・調整する。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組を促す
ための支援策について検
討・調整する。

避難確保計画の作成状況
を確認し、取組を促すため
の支援について検討・調整
する。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組みを促
すための支援策について検
討・調整する。

カ　要配慮者利用施設等に
おける避難計画等の作成・訓
練に対する支援

・洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域内における要
配慮者利用施設の立地条
件を確認後、市地域防災計
画に記載する。

資料２－２ 別紙④



キ　洪水警報の危険度分布
等の提供及び気象情報発信
時の「警報級の可能性」や
「危険度を色分けした時系
列」等の発表・改善

(ｱ) 警報等の解説・見える化により、気象情報
発信時の情報入手のし易さをサポートする。

平成29年度から
順次実施

- - - - - - - - - -

・H29年5月警報急の可能
性等を提供、H29年7月、
洪水警報の危険度分布等
の提供を開始し、情報の改
善を実施した。

- - - - - -



〇ソフト対策の主な取組（機関別の取組目標）　※H29年度取組内容
具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
事項

郡山市 須賀川市 田村市
福島県

県中地方振興局
気象庁

福島地方気象台具体的取組

別紙④　（２／３）

２　地域の水防災意識の向上を図るため水害危険性を周知する。２　地域の水防災意識の向上を図るため水害危険性を周知する。

⑴　平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する取組

ア　想定最大規模降雨に係
る洪水浸水想定区域図等の
共有

(ｱ) 国又は県による想定最大規模降雨に係る
洪水浸水想定区域図等の作成・公表の予定を
共有する。また、洪水浸水想定区域図が作成
された場合は当該洪水浸水想定区域図を共
有する（なお、共有された洪水浸水想定区域
図については、土地利用や都市計画の検討等
においても広く活用されるよう各構成員におい
て確認する。）。

引き続き実施

・県中建設事務所と逢瀬川
の洪水浸水想定区域図公
表の予定について情報共有

古殿町 三春町 小野町
郡山地方

広域消防組合
消防本部

須賀川地方
広域消防本部

福島県
県中建設事務所

鏡石町 天栄村 石川町 玉川村 平田村 浅川町

-

・逢瀬川の想定最大規模降
雨による洪水浸水想定区域
図を作成を進めた。
・釈迦堂川、大滝根川の想
定最大規模降雨による洪水
浸水想定区域図の作成に
着手した。

・H29.8.30、31に各市町村
から聞き取りを行った。

・指定河川洪水予報実施
河川の想定最大規模降雨
による洪水浸水想定区域
図の公表に合わせて、洪水
警報等の見直しを検討す
る。それ以外の河川につい
ては、情報を共有する。
・H29.9阿武隈川、H30.3阿
賀川の洪水警報基準の見
直しを行った。

・県管理河川のうち、水位周
知河川等について、想定最
大規模降雨による洪水浸水
想定区域図等の作成・公表
の予定を共有する。

-

・想定最大規模降雨に係る
浸水想定区域図等につい
て、情報収集を行う。

想定最大規模降雨に係る
浸水想定区域図について、
情報収集を行う。

・想定最大規模降雨に係る
浸水想定区域図等につい
て、情報収集を行う。

想定最大規模降雨による洪
水浸水想定区域図等の作
成・公表の予定を確認す
る。

・県管理河川のうち、水位周
知河川等について、想定最
大規模降雨による洪水浸水
想定区域図等の作成、公
表の予定を共有する。

・県管理河川のうち、水位周
知河川等について、想定最
大規模降雨による洪水浸水
想定区域図等の作成、公
表の予定を共有する。

情報の共有を図る。 ・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図等の
作成・公表の予定を確認す
る。

・想定最大規模降雨に係る
浸水想定区域図等につい
て、情報収集を行う。

・県管理河川のうち、水位周
知河川等について、想定最
大規模降雨による洪水浸水
想定区域図等の作成・公表
の予定を共有する。

・逢瀬川、釈迦堂川、大滝
根川の想定最大規模降雨
による洪水浸水想定区域図
の作成後、洪水ハザードマッ
プの作成に必要な情報を市
町村への提供及び公表予
定を共有した。

・振興局HP「県中地方防災
サイト」でリンクを貼り、周知
を図っている。

-

(ｲ) ｢水害ハザードマップ作成の手引き｣(平成
28年4月、国土交通省水管理・国土保全局河
川環境課水防企画室)等を参考に、洪水ハ
ザードマップの住民への効果的な周知方法や、
先進事例を踏まえたわかりやすい洪水ハザード
マップへの改良について検討・調整し、平成30
年7月豪雨を踏まえ、住民への洪水ハザード
マップ等各種防災計画の周知の徹底を図る。

平成29年度から
検討実施

・取組み無し

※阿武隈川、逢瀬川の浸
水想定が整い次第、水害ハ
ザードマップの作成に着手
予定（

・先進事例を踏まえたわかり
やすい防災ハザードマップの
作成について、検討する。

・先進事例を踏まえたわかり
やすい防災ハザードマップの
作成について、検討する。

・先進事例を踏まえたわかり
やすい防災ハザードマップの
作成について、検討する。

想定最大規模降雨による洪
水浸水想定区域図を踏ま
えた、洪水ハザードマップに
ついて作成を検討する。

・想定最大規模降雨に係る
浸水想定区域図を踏まえた
洪水ハザ－ドマップについ
て、情報収集を行う。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップの
作成・公表の予定を確認す
る。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップの
作成、公表の予定を共有す
る。

- -

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップの
作成、公表の予定を共有す
る。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップの
作成、公表の予定を共有す
る。

・他機関のハザードマップの
作成・公表の予定を確認す
る。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた新たな洪水ハザード
マップが策定された場合
は、当該洪水ハザードマップ
を共有する。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた新たな洪水ハザード
マップが策定された場合
は、当該洪水ハザードマップ
を共有する。

・想定最大規模降雨に係る
洪水浸水想定区域図を踏
まえた、新たな防災ハザード
マップの作成について、情報
収集を行う。

-

・先進事例を踏まえたわかり
やすい防災ハザードマップの
作成について、検討する。

-

ウ　まるごとまちごとハザード
マップの促進

(ｱ) 各構成員による｢まるごとまちごとハザード
マップ｣(生活空間における想定浸水深や避難
場所等に係る看板等の掲示)の取組状況を共
有するとともに、｢まるごとまちごとハザードマップ
実施の手引き｣(平成29年6月、国土交通省水
管理・国土保全局河川環境課水防企画室）等
を参考に、取組の推進について検討・調整す
る。

平成29年度から
検討実施

・取組み無し

※まるまちハザードマップの
要件合致地域について検討

・「まるごとまちごとハザード
マップ」の取組状況を共有
する。

必要に応じて検討する 必要に応じて検討する。 ・避難場所等に係る看板等
の掲示等の取組状況を確
認する。

・先進事例を踏まえた分かり
やすく見やすい防災ハザー
ドマップ作成について検討す
る。

イ　洪水ハザードマップの作
成・改良と周知

(ｱ) 想定最大規模降雨に係る洪水浸水想定
区域図を踏まえた洪水ハザードマップの作成・
公表の予定を共有する。また、洪水ハザード
マップが作成された場合は、当該洪水ハザード
マップを共有する。

平成29年度から
順次実施

・取組み無し

※阿武隈川、逢瀬川の浸
水想定が整い次第、水害ハ
ザードマップの作成に着手
予定（H30以降）

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップの
作成、公表の予定を共有す
る。

- - -

・ハザードマップの住民への
効果的な周知方法や、先進
事例を踏まえたわかりやす
いハザードマップへの改良に
ついて検討を始める。

・先進事例を踏まえた分かり
やすく見やすい防災ハザー
ドマップ作成について検討す
る。

・先進事例を踏まえた分かり
やすく見やすい防災ハザー
ドマップ作成について検討す
る。

・先進事例を踏まえた分かり
やすく見やすい防災ハザー
ドマップ作成について検討す
る。

ハザードマップの見直しを検
討する。

-

今後、必要に応じて検討を
進める。

- -

・｢まるごとまちごとハザード
マップ｣の取組状況を共有す
る。

- -

・「まるごとまちごとハザード
マップ」（生活空間における
想定浸水深や避難場所等
に係る看板等の掲示）の取
組みについて検討する。

・「まるごとまちごとハザード
マップ」（生活空間における
想定浸水深や避難場所等
に係る看板等の掲示）の取
組みについて検討する。

・｢まるごとまちごとハザード
マップ｣(生活空間における
想定浸水深や避難場所等
に係る看板等の掲示)の取
組みについて検討する。

-

・「まるごとまちごとハザ－ド
マップ」の取組状況を共有
する。

今後、必要に応じて検討を
進める。

-

・翌年度の市町村における
防災訓練等の予定を確認し
た。
・市町村防災訓練や県中地
方防災訓練に情報連絡員
（県リエゾン）を参加させた。

・避難訓練の実施状況や実
施予定を共有する。
・H29.8会津若松市、県総
合、10月伊達市の防災訓
練に参画した。

(ｲ) 住民の水防災意識を高め、地域防災力向
上のための自主防災組織の充実を図る。

平成29年度から
検討実施

・出前講座の実施（H29年
度21回実施）
・自主防災組織への活動支
援（補助金、資機材等）
・市民防災リーダー講習会
を３回（11月～1月）開催

・自主防災組織と連携し、
住民の水防災意識を高め、
地域防災力の向上を図る。

・行政区等と連携し、住民の
水防災意識を高め、地域防
災力の向上を図る。

・水防団や行政区と連携し
て、住民の水防災意識を高
め、地域防災力の向上を図
る。

防災訓練の訓練内容につい
て、水災害についても検討
する。

・避難訓練の実施状況や実
施予定を共有するとともに、
町民等や関係機関が連携
した避難訓練を検討・調整
する。

町防災訓練の内容を検討
する。

水災害を想定した、関係機
関が連携した避難訓練を実
施。

- -

・住民等や多様な関係機関
が連携した避難訓練を検
討・調整する。

避難訓練実施状況等の情
報を共有する。

・他市町村の避難訓練の実
施状況を把握する。

・住民や多様な関係機関が
連携した避難訓練を検討す
る。

・住民や多様な関係機関が
連携した避難訓練を検討す
る。

・防災訓練の訓練内容につ
いて、河川災害についても
検討を行う。

(ｱ) 各市町村等による避難訓練の実施状況や
実施予定を共有するとともに、住民等や多様な
関係機関が連携した避難訓練を検討・調整す
る。

平成29年度から
検討実施

・市総合防災訓練を実施
（H29.8）
実施箇所：市内13地区
参加者数：約5000名
中央地区参加団体：43団
体

-

オ　防災教育の促進

(ｱ) 防災教育に関する指導計画作成への支援
など、小学校等の先生による防災教育の実施
を拡大する方策等に関する取組について検討・
調整する。

平成29年度から
検討実施

・出前講座の実施（H29年
度21回実施）

・防災教育の実施拡大する
方策について、検討・調整
する。

・防災教育の実施拡大する
方策について、検討・調整
する。

小学生を対象とした防災教
育について学校と協議を行
う。

小学生を対象とした防災教
育の実施拡大について検討
を始める。

・自主防災組織に対する水
防災意識の高揚を図るため
の方策を検討する。

・自主防災会等と連携し、
住民の水防災意識を高め、
地域防災力の向上を図る。

- - -

・消防団員の充実を図るた
め。市町村職員とともに、団
員が勤務する事業所を訪問
し、消防（水防）活動を行い
やすい職場環境の整備につ
いて、事業所に対して要請
を行った。
・県消防保安課とともに管内
に本社がある企業を訪問
し、消防団員の充実のため
に要請活動を行った。

自主防災組織等に水防に
ついての周知を図る。

・住民の水防意識を高める
ための方策等について検
討・調整する。

・住民の水防意識を高める
ための方策等について検
討・調整する。

・消防団、女性消防クラブと
連携して、住民の水防意識
を高め、地域防災力の向上
を図る。

住民の水防意識の向上の
方法について検討する。

・町民の水防災意識を高
め、地域防災力の向上を図
る。

エ　住民、関係機関が連携し
た避難訓練等の充実

・住民等や多様な関係機関
が連携した避難訓練を検
討・調整する。

・水防災教育の実施に向
け、出前講座事業の活用を
検討する。

(ｲ) 小中学校等における水防災教育を実施す
る。
(ｲ) 出前講座等を活用し、水防災等に関する
説明会を実施する。

引き続き実施

・出前講座の実施（H29年
度21回実施　うち小学生対
象４回実施）
・市立小山田小学校で市総
合防災訓練を実施（H29.8）
（児童数約500名）

- -

今後、教育委員会と協議の
うえ検討する

・小学校等の防災教育の状
況を確認する。

- -

・国の支援により作成した指
導計画について市町村と情
報共有を図る。

-

・国土交通省・国土地理
院・気象庁の連携による学
校防災教育への取り組みを
実施する。

・教育委員会及び各学校と
防災教育の実施についての
取組みを検討・調整する。

・教育委員会及び各学校と
防災教育の実施についての
取組みを検討・調整する。

・防災教育について、各学
校と情報の共有と支援につ
いて検討・調整する。

防災教育の実施を拡大する
方策等に関する取組につい
て検討・調整する。

・小学校等の先生による防
災教育の実施を拡大する方
策等に関する取組にについ
て検討・調整する。

・小学校等の防災教育の状
況を確認する。

・県中地方防災訓練におい
て防災スタンプラリーを実施
し、防災に係る啓発を行っ
た。
・県災害対策課で実施して
いる「防災講座」や「防災
フェア」の実施状況を確認し
た。

・H29年5月に日本赤十字
社と連携し、教員を対象、
H30年２月にはいわき市で
防災指導者養成講座として
気象庁ワークショップを開催
した。

・教育委員会と連携し、小
学校総合学習授業での水
防災教育の取組みの実施
について検討する。

・教育委員会と連携し、小
学校総合学習授業での水
防災教育の取組の実施につ
いて検討する。

・教育委員会と連携し、小
学校総合学習授業での水
防災教育の取組の実施につ
いて検討する。

- -

・「豪雨から子どもの命を守
る出前講座事業」を継続実
施する。

防災教育の促進について関
係機関と協議・検討を行う。

教育委員会と連携し、小学
校総合学習授業での水防
災教育の取組の実施につい
て検討を始める。

・教育委員会等と連携し、
出前講座等の活用について
検討する。

・教育委員会等と連携し、
出前講座等の活用について
検討する。

・小学校において防災教区
を実施する。

教育委員会と連携し、水防
災教育の取組の実施につい
て検討する。

・水位計未設置河川をはじ
めとした危機管理型水位計
（簡易水位計）の新規設置
計画について、検討・調整を
図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

⑵　円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項

ア　危機管理型水位計、河
川監視用カメラの整備

(ｱ) 危機管理型水位計(※)の配置計画を検
討・調整し、設置・運用を開始する。
※危機管理型水位計：現在、国土交通省のプ
ロジェクトにおいて開発を進めている、低コストで
導入が容易なクラウド型・メンテナンスフリー水
位計。

平成29年度から
検討実施

・配置計画の検討：未実施 ・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討を始め
る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置計画に
ついて、検討・調整を図る。

危機管理型水位計（簡易推
移型）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

(ｲ) 河川監視用カメラの配置計画(設置目的に
応じた性能最適化・集約化等を含む)を検討・
調整する。

平成29年度から
検討実施

・河川監視用カメラの配置
計画の検討：未実施

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討を始める。

- - -- - -

-

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

・河川監視用カメラの配置
計画について、検討・調整を
図る。

河川監視用カメラの配置計
画について、検討・調整を図
る。

・河川監視用カメラの配置
計画について、検討・調整を
図る。

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

- -

・水位計未設置河川をはじ
めとした危機管理型水位計
（簡易水位計）の新規設置
計画について、関係市町村
と検討・調整した。

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

- -

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係市町村
と検討・調整を図る。

-

ウ　避難場所、避難経路の整
備

(ｱ) 避難場所、避難経路の整備に係る情報を
共有するとともに、避難場所、避難経路の整備
にあたっては、近隣工事等の発生土砂を有効
活用するなど、事業連携による効率的な整備
となるよう検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・H29は、避難所及び経路
の整備なし

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有する。

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有する。

- - -- - - - - -
イ　河川防災ステーション等
の整備

(ｱ) 河川防災ステーション等の整備に係る情
報を共有し、河川管理者が実施する災害復旧
だけでなく市町村等も水防活動を円滑に行える
施設となるよう、設置位置及び規模等について
検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

- -

- -

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有すると
ともに、効率的な整備となる
ような検討・調整する。

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有すると
ともに、効率的な整備となる
よう検討・調整する。

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有する。

- - -

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有する。

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報の共有方法に
ついて検討を始める。

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有すると
ともに、効率的な整備となる
よう検討・調整する。

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有すると
ともに、効率的な整備となる
よう検討・調整する。

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有する。

避難場所・避難経路の再確
認を行う。



〇ソフト対策の主な取組（機関別の取組目標）　※H29年度取組内容

・国と連携し、排水ポンプ運
転訓練を実施

・実施に向け検討する。
・Ｈ29年は東北水防技術競
技大会に出場。

市の防災訓練で各地区水
防団員合同で実施した

水防訓練の実施について検
討

・関係機関が連携した水防
訓練等の実施について検討
する。

・関係機関が連携した水防
訓練等について検討・調整
する。

・関係機関が連携した水防
訓練等について検討・調整
する。

・関係機関が連携した水防
訓練等について検討する。

関係機関と連携した水防訓
練等に参加する。

・関係機関が連携した水防
訓練等について検討する。

・県の水防訓練等への参加
を検討する。

関係機関と連携した水防訓
練等を実施。

- -

・関係機関と連携し、H29.6
月に福島県水防訓練を実
施した。 -

・関係機関と連携した情報
伝達訓練への支援を行う。

・国と連携し、排水ポンプ運
転訓練を実施（再掲）

・水防技術講習会等に積極
的に参加する。

職員が水防技術講習会へ
の参加について、検討する。

水防技術講習会への参加
の検討

職員が水防技術講習会へ
の参加について、検討する。

・水防技術講習会への参加
について検討する。

・水防技術講習会への参加
について検討する。

・水防技術講習会等に、積
極的に参加する。

水防技術講習会等の参加
について検討する。

・水防技術講習会等への積
極的参加。

・水防技術講習会への参加
を検討する。

・水防技術講習会への参加
を検討する。

- -

・県及び市町村職員等を対
象とした水防技術講習会の
実施を検討する。 - -

・水防団との情報伝達訓練
を検討する

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

水防団等への連絡体制の
確認を行う。

水防団等（消防団等）の連
絡体制の確認を行う。

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

水防団等への連絡体制の
確認と首長も参加した実践
的な情報伝達訓練を検討
する。

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

・関係機関への連絡体制の
確認と首長も参加した実践
的な情報伝達訓練の定期
的な実施を検討する。

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

- -

・首長も参加した実践的な
情報伝達訓練の定期的な
実施を検討する。

-

・市町村や関係機関等の要
請により、情報提供等の訓
練への支援を実施する。
・H29.5月に洪水予報伝達
演習を実施した。

具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
事項

郡山市
須賀川地方

広域消防本部
福島県

県中建設事務所
福島県

県中地方振興局
気象庁

福島地方気象台具体的取組

３　水災害の軽減を図るため水防活動の効率化及び水防体制の強化を推進する。

平田村 浅川町 古殿町 三春町 小野町
郡山地方

広域消防組合
消防本部

須賀川市 田村市 鏡石町 天栄村 石川町 玉川村

⑵　水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項

ア　重要水防箇所の確認

(ｱ) 河川整備の進捗等を踏まえて、出水期前
に重要水防箇所の確認を行うとともに、現地に
て関係者による共同点検等の実施について検
討・調整する。

引き続き実施

・重要水防箇所の合同点検
実施

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び共同点検を実
施。

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び共同点検を実
施。

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び共同点検を実
施。

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び現地にて関係者
による共同点検等を実施し
た。

・出水期前に重要水防箇所
の確認を行うとともに、現地
にて関係者による共同点検
を実施する。 - -

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び共同点検を実
施した。

- -

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び共同点検を実
施した。

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び共同点検を実
施した。

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び共同点検を実
施した。

出水期前に重要水防箇所
の確認・点検を行った。

・出水期前に重要水防箇所
の確認を行うとともに、現地
にて関係者による共同点検
等の実施をした。

・出水期前に重要水防箇所
の確認を行うとともに、現地
にて関係者による共同点検
を実施する。

・水防計画に基づく資機材
の必要数量を確保し、洪水
時の資材提供等について情
報共有を図った。

- -

(ｲ) 河川防災ステーション等の情報を共有し、
これを活用した円滑な水防活動について検討・
調整する。

平成29年度から
検討実施

- - - -

保有する水防資材の配置に
ついて、関係機関と情報共
有を行った。

・水防資機材の必要数量を
確保し、情報共有を図る。

・水防計画に基づく資機材
の必要数量を確保し、情報
共有を図る。

・水防計画に基づく資機材
の必要数量を確保し、情報
共有を図る。 - -

・保有する防災資機材につ
いて、情報共有を行った。

・水防資機材の配置につい
て情報を共有する。

・資機材の必要数量を確保
のため、関係機関と情報共
有を図る。

・保有する水防資機材の配
備について、土木事務所と
合同で確認を実施した。

・保有する水防資機材の配
備について、土木事務所と
合同で確認を実施した。

・水防計画に基づく資機材
必要数量を確保し、洪水時
の資材提供について情報共
有を図った。

(ｱ) 各構成員が保有する水防資機材の配置に
ついて共有するとともに、水防資機材の整備や
洪水時の相互応援について検討・調整する。

引き続き実施

・水防資機材の在庫確認

※構成員間の相互調整は
無し

-

ウ　水防訓練の充実

(ｱ) 毎年、関係機関が連携した水防実働訓練
等を実施する。

引き続き実施

(ｲ) 県と市町村職員等を対象に水防技術講習
会を実施する。

引き続き実施

(ｳ) 水防団等への連絡体制の確認と首長も参
加した実践的な情報伝達訓練を実施する。

引き続き実施

(ｴ) 多様な関係機関、住民等の参加等による
実践的な水防訓練について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

- - - - - -- - - - - -

イ　水防資機材の整備等

・保有する防災資機材につ
いて、情報共有を行った。

・市総合防災訓練におい
て、住民参加により簡易水
防工法訓練等を実施
（H29.8）
・住民参加の水防訓練につ
いて検討する

・住民参加等による実践的
な水防訓練実施を検討す
る。

・住民参加等による実践的
な水防訓練実施を検討す
る。

住民参加による水防訓練の
実施について検討する。

・住民等の参加等による実
践的な水防訓練について検
討を始める。

・水防(水防団員の募集、自
主防災組織、企業等の参
画等)に関する広報の取組
状況や取組予定等を共有
する。また、先進事例の情
報を入手し、共有を図る。

・振興局HP「県中地方消防
団応援サイト」や「消防団協
力事業所紹介」で消防団活
動について広報を行った。

・H29年9月にお天気フェア
の広報行事における水防災
に関する防災気象情報の
活用に関するﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等の
配布を実施した。
・H29年11月に防災気象講
演会を開催し、広報活動を
実施した。

・水防に関する広報等を積
極的に行う。

-

・実践的な水防訓練の実施
を検討する。

- -

・市町村との連携よる実践
的な水防訓練について検
討・調整する。 - -

・実践的な水防訓練の実施
を検討する。

・実践的な水防訓練の実施
を検討する。

・実践的な水防訓練の実施
を検討する。

住民等の参加等による実践
的な水防訓練について検
討・調整する。

・町民等の参加による実践
的な水防訓練について検
討・調整する。

・住民等の参加等による実
践的な水防訓練について検
討・調整する。

-

オ　水防団間での連携、協力
に関する検討

(ｲ) 大規模な氾濫に対してより広域的、効率的
な水防活動が実施できるよう、各水防団の分
団等の配置、管轄区域等を共有し、洪水時の
水防団間の連携・協力について検討・調整す
る。

平成29年度から
検討実施

・水防、消防団の人員維持
に努める

・水防団間の連携・協力体
制をさらに強化する方策を
検討する。

・水防団間の連携・協力体
制をさらに強化する方策を
検討する。

水防に関する広報等を積極
的に行う。

・先進事例を踏まえた広報
の充実について検討・調整
する。

・水防(水防団員の募集、自
主防災組織、企業等の参
画等)に関する広報の取組
状況や取組予定等を共有
し、先進事例を踏まえた広
報の充実について検討・調
整する。

郡山市ウェブサイトにて防災
に関する広報を随時実施
参考　H29.10～
【動画で手話を学びません
か～郡山市手話動画 第6
回「防災」～】

・水防に関する広報等を積
極的に行う。

・水防に関する広報等を積
極的に行う。

先進事例を踏まえた効果的
な広報について検討する。

・先進事例を踏まえた広報
の充実について検討を始め
る。

・水防に関する広報等を積
極的に行う。

・水防に関する広報の充実
について、先進事例を踏ま
え検討する。

・水防に関する広報等を積
極的に行う。

エ　水防に関する広報の充実

(ｱ) 各構成員の水防(水防団員の募集、自主
防災組織、企業等の参画等)に関する広報の
取組状況や取組予定等を共有し、先進事例を
踏まえた広報の充実について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

- -

⑵　市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

ア　災害拠点病院等の施設
管理者への情報伝達の充実

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における災害拠点病
院等の立地状況を確認し、施設管理者等に対
する洪水時の確実な情報伝達の方法について
検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・洪水浸水想定区域内にお
ける災害拠点病院等の立
地状況を確認し、施設管理
者等に対する洪水時の確実
な情報伝達の方法について
検討・調整する。
【Ｈ29年度～】

・洪水浸水想定区域内にお
ける防災拠点病院等の立
地条件を確認し、情報伝達
方法について検討・調整す
る。

・病院等の立地状況を調査
する。

・各水防団の分団等の配
置、管轄区域等を共有し、
水防団間の連携・協力につ
いて検討・調整する。

各水防団の分団等の配置、
管轄区域等を共有し、洪水
時の水防団間の連携・協力
について検討・調整する。

各水防団の分団等の配置、
管轄区域等を共有し、洪水
時の水防団間の連携・協力
について検討・調整する。 - - -

水防団等と関係団体との連
携・協力の確認を行う。

洪水時の連携・協力につい
て検討を始める。

・水防団間の連携・協力体
制をさらに強化する方策を
検討する。

・大規模な氾濫に備え、水
防団の分団等の配置、管轄
区域等を確認し、洪水時の
水防団の連携・協力につい
て検討・調整する。

・大規模な氾濫に備え、消
防団間の連携・協力につい
て検討する。

各水防団の分団等の配置、
管轄区域等を共有し、洪水
時の水防団間の連携・協力
について検討・調整する。

- -

・病院（診療所）等の立地状
況を確認する。

イ　洪水時の市町村庁舎等
の機能確保のための対策の
充実

(ｱ) 市町村庁舎等における洪水時に想定され
る浸水被害を確認し、適切に機能を確保する
ために必要な対策(耐水化、非常用電源等の
整備等)について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・防災拠点となる施設の想
定される浸水被害を確認
し、必要な対策について検
討・調整する。

・防災拠点となる施設の想
定される浸水被害を確認
し、必要な対策について検
討・調整する。

-

病院等の立地状況を確認
する。

- - -

・病院（診療所）等の立地状
況を確認する。

・病院等の立地状況を調査
する。

・洪水浸水想定区域内にお
ける災害拠点病院等の立
地状況を確認し、施設管理
者等に対する洪水時の確実
な情報伝達の方法について
検討・調整する。 - -

-

ウ　大規模工場等の自衛水
防に係る取組の促進

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における大規模工場
等の立地状況を確認するとともに、市町村地域
防災計画に定められた大規模工場等の浸水
防止計画の作成状況、訓練の実施状況を確
認する。

平成29年度から
検討実施

・大規模規模工場の状況を
確認

・洪水浸水想定区域内にお
ける大規模工場等の立地
状況を確認する。

・洪水浸水想定区域内にお
ける大規模工場等の立地
状況を調査する。

・大規模工場等の立地状況
の確認を始める。

・庁舎等における洪水時に
想定される浸水被害を確認
し、適切に機能を確保する
ために必要な対策について
検討・調整する。

・防災拠点となる施設の想
定される浸水被害を確認
し、必要な対策について検
討・調整する。

- - -

・市町村庁舎の代替施設の
確認を情報連絡員による市
町村訪問の際に一部の市
町村において行った。

・村本庁舎等が、災害時に
おいても適切に機能を確保
するために必要な対策につ
いて検討を始める。

・町庁舎等における洪水時
に想定される浸水被害を確
認し、適切に機能を確保す
るために必要な対策につい
て検討・調整する。

・市町村庁舎等における洪
水時に想定される浸水被害
を確認し、適切に機能を確
保するために必要な対策
(耐水化、非常用電源等の
整備等)について検討・調整
する。

・村庁舎等における洪水時
に想定される浸水被害を確
認し、適切に機能を確保す
るために必要な対策につい
て検討・調整する。

市町村庁舎等における洪水
時に想定される浸水被害を
確認し、適切に機能を確保
するために必要な対策につ
いて検討・調整する。

・町庁舎等で想定される浸
水被害を想定し、適切に機
能を確保するため必要な対
策について検討・調整する。
【Ｈ29年度～】

・取組を促すための支援策
を検討する。

必要に応じて検討する

- - - - - -

・洪水浸水想定区域内にお
ける大規模工場等の立地
状況を確認する。

・洪水浸水想定区域内にお
ける大規模工場等の立地
状況を確認する。

- - - -

-

・事業所等への支援策につ
いて検討を始める。

必要に応じて検討する ・浸水防止計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組を促す
ための支援策について検
討・調整する。 - -

(ｲ) 浸水防止計画の作成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、それぞれの取組を促すための
支援策について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・地域防災計画（水防計
画）への位置付けを確認
後、検討する

イ　浸水被害軽減地区の指
定

(ｱ) 複数市町村に影響があると想定される浸
水被害軽減地区の指定にあたり、地区指定の
予定や指定に係る課題等を共有し、連携して
課題への対応を検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・浸水被害軽減地区の指定
要件について確認
広域的な地区指定について
は今後検討

・複数市町村に影響がある
と想定される浸水被害軽減
地区の指定予定・課題等を
共有する。

・複数市町村に影響がある
と想定される浸水被害軽減
地区の指定予定・課題等を
共有する。

-

今後、必要に応じて検討を
進める。

関係機関の情報共有と連
絡体制の確認を行う。

-

・洪水浸水想定区域内にお
ける排水施設、排水資機材
の配置、運用方法、洪水時
の排水施設等の管理者間
の連絡体制等に係る情報を
共有する。

・洪水浸水想定区域内にお
ける排水施設、排水資機材
の配置、運用方法、洪水時
の排水施設等の管理者間
の連絡体制等に係る情報を
共有する。

・洪水浸水想定区域内にお
ける排水施設、排水資機材
の配置、運用方法、洪水時
の排水施設等の管理者間
の連絡体制に係る情報を共
有する。

洪水浸水想定区域内にお
ける排水施設、排水資機材
の配置、運用方法、洪水時
の排水施設等の管理者間
の連絡体制等に係る情報を
共有する。

ア　排水施設、排水資機材の
運用方法の改善及び排水施
設の整備等

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における排水施設、
排水資機材の配置、運用方法等に係る情報を
共有し、洪水時の排水施設等の管理者間の連
絡体制を構築するとともに、洪水時に円滑かつ
迅速な排水を行うための排水施設等の運用方
法について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・出水期前に市内の排水施
設等について確認

・洪水浸水想定区域内にお
ける排水施設、排水資機材
の配置、運用方法、洪水時
の排水施設等の管理者間
の連絡体制等に係る情報を
共有する。

-

今後、必要に応じて検討を
進める。

- - -

・複数市町村に影響がある
と想定される浸水被害軽減
地区の指定予定・課題等を
共有する。

・情報収集を行った。・近隣市町村に影響がある
と想定される浸水被害被害
軽減地区の指定に係る課
題等への対応を検討する。

・複数市町村に影響がある
と想定される浸水被害軽減
地区の指定予定・課題等を
共有する。

・複数市町村に影響がある
と想定される浸水被害軽減
地区の指定予定・課題等を
共有する。

- - -

国が実施する研修、訓練へ
参画し、災害対応の人材育
成を図る。

・国が実施する研修、訓練
へ参加を推進する。

・国が実施する研修・訓練
等へ参画し、災害対応の人
材育成を図る。

・国が実施する研修・訓練
等へ参画し、災害対応の人
材育成を図る。

・研修、訓練へ参画し、災害
対応の人材育成を図る。

国が実施する研修、訓練へ
の地方公共団体等の参画
し、災害対応の人材育成
や、自治体間の相互支援体
制の強化を図る。

・国、県が実施する研修、訓
練へ参加し、災害対応の人
材育成や、自治体間の相互
支援体制の強化を図る。

④ その他

ア　災害時及び災害復旧に
対する支援強化

(ｱ) 国が実施する研修、訓練への地方公共団
体等の参画など、災害対応にあたる人材を育
成するための方策や、地方公共団体間の相互
支援体制の強化を図るための方策について検
討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・各種講習会等に参加 ・国が実施する訓練等に参
画し、災害対応の人材育成
を図る。

必要に応じて検討する 必要に応じて検討する。 ・気象台は災害時気象資
料及び災害時気象支援資
料を必要に応じて提供する
と共に、これらの資料の利
活用にあたる人材を育成す
るための支援を行う。

国が実施する研修、訓練へ
参画し、災害対応の人材育
成を図る。

- -

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等の確認を行う。

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

イ　災害情報の共有体制の
強化

(ｱ) 各構成員における災害情報の共有体制を
強化するため、共有すべき災害情報や当該情
報の共有方策等について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・近隣自治体と災害情報の
共有に努める

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

災害情報の共有体制につい
て検討を行う。

・災害情報の共有方策等の
検討を始める。

別紙④　（３／３）

・国が実施する研修、訓練
へ参画し、災害対応の人材
育成を図る。

・県災害対策課主催の研修
会、訓練へ参加し、災害対
応力の強化を図った。
・内閣府の「防災スペシャリ
スト養成研修」に参加し、防
災対応力の強化を図った。

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

・県防災事務連絡システ
ム、建設事務所との被害情
報の共有のほかに、農林事
務所の被害状況の把握を
行うこととした。

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

- - -

- -

洪水浸水想定区域内にお
ける排水施設、排水資機材
の配置、運用方法、洪水時
の排水施設等の管理者間
の連絡体制等に係る情報を
共有する。

- -

・洪水浸水想定区域内にお
ける排水施設、排水資機材
の配置、運用方法、洪水時
の排水施設等の管理者間
の連絡体制等に係る情報を
共有する。

-

- -

⑶　氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する事項

- - - - -



〇ソフト対策の主な取組（機関別の取組目標）　※H30年度取組内容

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組を促す
ための支援策について検
討・調整する。

- -

・避難確保計画の作成状況や訓練
の実施状況を踏まえ、出前講座や
説明会等を開催し、避難確保計画
の作成等を支援する。

-

・洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域内立地施設
はないが、要配慮者利用施
設の避難確保計画作成及
び避難訓練の実施の促進を
図る。

・洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域内における要
配慮者利用施設の立地条
件を調査検討する。

・主に土砂災害区域内に所
在する要配慮者利用施設
を確認する。

・洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域内における要
配慮者利用施設の立地状
況や避難確保計画の作成
状況、訓練実施状況等の
確認を行う。

・洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域内における要
配慮者利用施設の立地条
件を確認後、市地域防災計
画に記載する。

・土砂災害警戒区域内にお
ける要配慮者利用施設の
立地状況を確認後、要配慮
者利用施設の避難確保計
画作成及び避難訓練実施
の促進等について検討す
る。

・福島県等関係機関と連携
して、避難確保計画等作成
や避難訓練等のシナリオ策
定、訓練用の情報提供等
に必要な支援を行う。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組みを促
すための支援策について検
討・調整する。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組みを促
すための支援策について検
討・調整する。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組を促す
ための支援策について検
討・調整する。

避難確保計画の作成状況
を確認し、取組を促すため
の支援について検討・調整
する。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組みを促
すための支援策について検
討・調整する。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組を促す
ための支援策について検
討・調整する。

・対象となる施設を取りまとめ、関係
部局との情報共有を図る。

- -

・地域防災計画の見直しに
合わせ、土砂災害警戒区
域内における要配慮者利用
施設の立地状況を確認後、
町地域防災計画に記載す
るとともに、対象施設におけ
る避難確保計画の作成状
況、訓練の実施状況を確認
する。

・洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域内における要
配慮者利用施設の立地条
件を調査検討する。

-

構成市町村の地域防災計
画に基づき、要配慮者利用
施設を中心に避難計画作
成支援及び避難訓練の指
導強化を図る。

- -

・逢瀬川、大滝根川、釈迦堂川の想
定最大規模降雨による洪水浸水想
定区域図等の水害リスク情報を作
成し、市町村へ提供する。
・社川、右支夏井川、阿武隈川、今
出川の想定最大規模降雨による洪
水浸水想定区域図等の水害リスク
情報を作成に着手する。

・相談があれば関係市町村
間との調整を行う。

・作成に必要な情報の提供
及び支援を実施する。

カ　要配慮者利用施設等に
おける避難計画等の作成・訓
練に対する支援

(ｱ) 洪水浸水想定区域や土砂災害警戒区域
内における要配慮者利用施設の立地状況を確
認するとともに、市町村地域防災計画に定めら
れた要配慮者利用施設の避難確保計画の作
成状況、訓練の実施状況を確認する。

引き続き実施

対象区域への要配慮者利
用施設の立地状況等を踏
まえ地域防災計画へ位置
づけるとともに、避難確保計
画の作成状況や実施状況、
施設の新設・廃止等の適正
な把握等のための庁内体制
の確立は図る。

・洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域内における要
配慮者利用施設の立地条
件を確認後、市地域防災計
画に記載する。

・村内の避難場所及び避難
経路等を再確認し、収容困
難な場合は隣接市町村等
における避難場所の設定や
災害時の連絡体制について
検討・調整する。

・村内の避難所における避
難者の収容の可否を再確
認する。

町内の避難所における避難
所の収容の可否を再確認
する。避難経路について、
検討・調整する。

・町内の避難所の収容の可
否を再確認し、収用困難な
場合は、隣接市町村等にお
ける避難場所の設定や災害
時の連絡体制について検
討・調整する。

・町内の避難場所による避
難者の収容の可否を再確
認し、収容困難な場合は、
隣接市町村等における避難
場所の設定や洪水時の連
絡体制等について検討・調
整する。

今後、必要に応じて検討を
進める。

(ｲ) 避難確保計画の作成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、それぞれの取組を促すための
支援策について検討・調整する。また、施設職
員だけで対応するのが難しい場合の地域の支
援体制について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

対象区域への要配慮者利
用施設の立地状況等を踏
まえ地域防災計画へ位置
づけるとともに、避難確保計
画の作成状況や実施状況、
施設の新設・廃止等の適正
な把握等のための庁内体制
の確立は図る。（再掲）

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、取組を促すための支援
について関係部署と検討・
調整する。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、取組を促すための支援
について関係部署と検討・
調整する。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を把握
し、それぞれの取組を支援
するための方法について、
検討を始める。

洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域における要配
慮者利用施設の立地状況
を確認後、地域防災計画の
修正をする。

引き続き情報の発信・改善
を実施する。

オ　隣接市町村等への広域
避難体制の構築

(ｱ) 各市町村において洪水浸水想定区域図
等の水害リスク情報を踏まえて避難場所及び
避難経路を検討し、当該市町村内の避難場所
だけで避難者を収容できない場合等は、隣接
市町村等における避難場所の設定や洪水時の
連絡体制等について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・郡山市連携中枢都市圏
（４市７町４村）の連携事業
の検討（ワーキング）の中で
市町村域を越えた広域避
難等について検討中。

・市内の避難場所及び避難
経路等を再確認し、収容困
難な場合は、隣接市町村等
における避難場所の設定や
災害時の連絡体制について
検討・調整する。

調査検討を進める 調査検討を行う。 ・村内の災害別による避難
場所による避難者の収容の
可否を再確認を始める。

・町内の避難所の収容の可
否を再確認し、収用困難な
場合は、隣接市町村等にお
ける避難場所の設定や災害
時の連絡体制について検
討・調整する。

防災行政無線や緊急速報
メールの活用により、住民へ
の周知を図る。

防災行政無線や緊急速報
メールの活用により、住民へ
の周知を図る。

- -

・河川流域総合情報システム(福島
県提供サイト)により、河川水位、雨
量情報等の発信を継続実施する。
・新たに危機管理型水位計を設置
し、中小河川の水位情報の発信を
開始する。

・振興局HP「県中地方防災
サイト」で周知を図っている。

・防災行政無線や緊急速報
メールなどの活用により住民
に周知を図る。
その他の周知方法について
も検討を始める。

・防災行政無線やエリアメー
ルなどの活用により住民に
周知を図る。

・防災行政無線やエリアメー
ルの点検実施、使用基準等
の見直しを行い、確実な伝
達体制の確立に努める。

・防災行政無線の活用によ
り、住民の周知を図る。

防災行政無線の活用によ
り、周知を図る。

・防災行政無線やエリアメ－
ルの活用により、迅速に町
民への周知を図る。

(ｳ) 緊急速報メールの活用等、住民等に対す
る洪水情報や避難情報等の適切かつ確実な
伝達体制・方法について、検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・防災行政無線に代わる新
たな情報伝達システムの構
築（H29～30）及びメールマ
ガジン、SNS、コミュ二ティ
FM等多様な手段により確実
な伝達体制の確保に努め
る。

・緊急速報メールや防災行
政無線、ＳＮＳ等さまざまな
手段での情報提供を継続
実施する。

・緊急速報メールや防災行
政無線、ＳＮＳ等さまざまな
手段での情報提供を継続
実施する。

・防災行政無線や緊急速報
メールなどの活用により住民
に周知を図る。

- - -

・気象台と連携して利活用の促進を
図る。
【H29年度～】

・振興局HP「県中地方防災
サイト」で周知を図っている。

・河川流域総合情報システ
ム(福島県提供サイト)等の
活用方法について周知す
る。

・市ＨＰに掲載する情報につ
いて検討を進める。

・町ホームページ等への情
報掲載について検討する。

・天栄村の公式ウェブサイト
に｢川の防災情報｣や、河川
流域総合情報システム」等
のリンク方法を検討する。

・｢川の防災情報(国土交通
省提供サイト)｣や、河川流
域総合情報システム(福島
県提供サイト)等の活用方法
について周知する。

・「川の防災情報（国土交通
省提供サイト）」や、「河川流
域総合情報システム（福島
県提供サイト）」等の活用方
法について周知を図る。

・｢川の防災情報(国土交通
省提供サイト)｣や、河川流
域総合情報システム(福島
県提供サイト)等の活用方法
について周知する。

・警報級の可能性、洪水警
報の危険度分布等の利活
用を促進する。
・気象庁ＨＰのＴＯＰページ
の変更を行った。（Ｈ30.10）

- - - - - -

・河川流域総合情報システム（福島
県提供サイト）や、新たに設置する危
機管理型水位計を活用し、住民等
へのリアルタイム情報の周知を図
る。

・振興局HP「県中地方防災
サイト」で周知を図っている。

-

・町防災ウェブサイトに掲載
する情報について検討を進
める。

・ホームページに｢川の防災
情報｣や、河川流域総合情
報システム」等のリンク方法
を検討する。

-

・消防本部のホームページ
に｢川の防災情報｣や、河川
流域総合情報システム」等
のバナー添付し周知を図
る。

- - - -

・H29.7から提供を開始し
た、洪水警報・大雨（浸水）
警報の危険度分布及び流
域雨量指数の予測値の利
活用推進を図る。
・利用促進のﾎﾟｽﾀｰの配布
を関係機関等に行った。（Ｈ
30.8～9）

エ　情報通信技術等を活用
した住民等へ適切かつ確実
に情報伝達する体制や方法
の改善・充実

(ｱ) ｢川の防災情報(国土交通省提供サイト)｣
や、河川流域総合情報システム(福島県提供
サイト)等、国と県が有している河川水位やＣＣ
ＴＶカメラ等のリアルタイム情報の住民等への
周知方法について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・郡山市防災ｳｪﾌﾞｻｲﾄに
て、リアルタイム情報を周知
（国、県サイト⇒リンク貼り付
け）

・須賀川市HPに「川の防災
情報」や「河川流域総合情
報システム」を掲載し情報の
周知を図る。

- - - - - -

(ｲ) 気象庁HP等を活用した情報提供と利活用
について促進を図る。

引き続き実施

・郡山市防災ウェブサイトに
て気象情報の周知を進めて
いる。（気象台HPへリンクし
ている。）
【継続実施】

- - - -

防災情報等のシステム等の
活用方法について周知す
る。

(ｳ) 洪水警報・大雨（浸水）警報の危険度分布
及び流域雨量指数の予測値の利活用推進を
図る。

平成29年度から
順次実施

・郡山市防災ウェブサイトに
て気象情報の周知を進めて
いる。（気象台HPへリンクし
ている。）
【継続実施】

- - - - -

-

・水害の危険性の周知を行
う河川の情報提供する方法
について検討を始める。

・水害の危険性の周知を行
う河川の情報提供する方法
について検討を始める。

・簡易な方法による水害危
険性を周知する河川及び当
該河川における情報提供の
方法について、関係機関と
検討・調整を行う。

・簡易な方法による水害危
険性を周知する河川及び当
該河川における情報提供の
方法について、関係機関と
検討・調整を行う。

簡易な方法による水害危険
性を周知する河川及び当該
河川における情報提供の方
法について、関係機関と検
討・調整を行う。

簡易な方法による水害危険
性を周知する河川及び当該
河川における情報提供の方
法について、検討・調整をす
る。

- -

・新たに水位周知河川の指定を行う
笹原川について、関係市町村と検
討・調整を行う。

・上記に併せて確認を行っ
た。

-

(ｲ) ｢地域の水害危険性の周知に関するガイド
ライン｣(平成29年3月、国土交通省水管理・国
土保全局河川環境課）を参考に、簡易な方法
による水害危険性の周知を行う河川及び当該
河川における情報提供の方法について検討・
調整するとともに、その進捗状況について確認
する。

平成29年度から
順次実施

・取組み無し

※水害危険性の周知を予
定する中小河川（県管理）
について情報提供なし

・簡易な方法による水害危
険性を周知する河川及び当
該河川における情報提供の
方法について、関係機関と
検討・調整を行う。

・水害の危険性の周知を行
う河川の情報提供する方法
について検討を始める。

・水位周知河川等の指定を
行う河川について検討・調
整を図る。

・水位周知河川等の指定を
行う河川について検討・調
整を図る。

水位周知河川等の指定を
行う河川について検討・調
整を図る。

・新たに水位周知河川等の
指定を行う可能性のある河
川について、関係機関と検
討・調整を図り、その進捗状
況を確認する。

・水位周知河川等の指定を
行う河川について、検討・調
整を行う。

・水位周知河川等の指定を
行う河川について検討・調
整を図る。

- -

・簡易な方法による水害危
険性を周知する河川及び当
該河川における情報提供の
方法について、検討・調整を
行う。

今後、必要に応じて検討を
進める。

・簡易な方法による水害危
険性を周知する河川及び当
該河川における情報提供の
方法について、構成市町と
検討・調整を図り、その進捗
状況を確認する。

・簡易な方法による水害危
険性を周知する河川及び当
該河川における情報提供の
方法について、関係市町村
と検討・調整を行う。

・簡易な方法による水害危険性を周
知する河川及び当該河川における
情報提供の方法について、関係市
町村と検討・調整を行う。

-

ウ　水害危険性（浸水想定及
び河川水位等の情報）の周
知

(ｱ) 水位周知河川等の指定を行う河川につい
て検討・調整するとともに、その進捗状況につ
いて確認する。

平成29年度から
順次実施

・H30は取組み無し ・河川周知河川等の指定を
行う河川について検討・調
整を図る。

必要に応じて検討を進め
る。

必要に応じて検討を進め
る。

-

・水位周知河川等の指定を
行う河川について検討・調
整を図る。

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見直
しの進捗状況及び今後の予
定について情報共有を図
る。

必要に応じて、検討を進め
る。

- -

・基準水位（氾濫危険水位、避難判
断水位）の見直しを継続実施し、進
捗状況及び今後の予定について情
報を共有する。
・大滝根川の基準水位見直しを実
施する。（水位変更無し）

・上記に併せて確認を行っ
た。

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の設定
に向け、関係機関と調整を
始める

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見直
しに係る進捗状況及び今後
の予定について情報共有を
図る。

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見直
しに係る進捗状況及び今後
の予定について情報共有を
図る。

- -

必要に応じて、検討を進め
る。

(ｳ) 避難勧告等の発令判断基準の目安となる
基準水位（氾濫危険水位、避難判断水位）の
見直しの予定を共有し、その進捗状況について
確認する。

引き続き実施

・逢瀬川：見直し済（H28） ・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見直
しに係る進捗状況及び今後
の予定について情報共有を
図る。

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の設定
に向け、関係機関と調整を
始める

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の設定
に向け、関係機関と調整を
始める。

・「水害対応タイムライン」の
作成に向けた検討を進め
る。

- -

・逢瀬川、大滝根川、釈迦堂川、社
川、今出川、右支夏井川、阿武隈
川の｢水害対応タイムライン｣の作成
に向けた支援を行う。

・上記に併せて水害対応タ
イムラインの作成状況の確
認を行った。

避難勧告等の発令対象区
域や発令判断基準を作成
する。

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等を確認する。

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等を確認する。

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等を確認する。

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等の確認を行
う。

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等の確認を行
う。

土砂災害時等における避難
勧告等の発令対象区域、
発令判断基準等の確認を
行う。

・市町村の｢水害対応タイム
ライン｣の作成に向けた支援
を行う。

今後必要に応じて、検討を
進める。

・「水害対応タイムライン」の
作成に向けた検討を進め
る。

今後必要に応じて、検討を
進める。

今後必要に応じて、検討を
進める。

今後、必要に応じて検討を
進める。

今後、必要に応じて検討を
進める。

・各市町村の発令判断基準等につ
いて、情報を共有する。

・市町村から発令判断基準
等の策定状況を確認した。

・避難判断及び配備基準
への気象情報の利活用に
関する助言等支援を行う。

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等の確認を行
う。

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等を確認する。

-

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等の確認を行
う。

・構成市町と河川情報及び
土砂災害警戒情報を伝達
するホットラインの構築状況
を確認し、運用を開始する。

・構成市町と河川情報及び
土砂災害警戒情報を伝達
するホットラインの構築状況
を確認し、運用を開始する。

・ホットラインの連絡先を随時確認す
る。

・県災害対策課で指定して
いるホットライン及び建設事
務所における河川情報ホッ
トラインの伝達ルートを確認
している。

・直接市町村長等に気象
情報を伝達するホットライ
の、連絡体制の確認及び適
時適切な運用を行う。

イ　避難勧告等の発令対象
区域、発令判断基準等の確
認

(ｱ) ｢避難勧告等に関するガイドライン｣(平成29
年1月、内閣府(防災担当))を参考に、市町村
が定めた洪水時等における避難勧告等の発令
対象区域、発令判断基準等の確認を行う。

平成29年度から
順次実施

・郡山市避難勧告等の判
断・伝達マニュアル(H27.2)
による運用
　
※H30年度改訂予定

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等を確認する。

・気象情報、河川情報及び
土砂災害警戒情報を伝達
するホットラインの構築状況
を確認し、運用開始による
連絡体制の整備に努める。

土砂災害警戒情報を伝達
するホットラインの構築状況
を確認し、運用を開始する。

土砂災害警戒情報等を伝
達するホットラインの構築状
況を確認した。

ホットラインの構築状況を確
認し、運用を開始する。

・直接市町村長等に河川情
報及び土砂災害警戒情報
を伝達されるホットラインの
構築状況を確認し、運用を
開始する。

ホットラインの構築状況を確
認し、運用を開始する。

(ｲ) 市町村が定めた避難勧告発令等の発令
判断基準等を踏まえて、防災行動と河川管理
者及び市町村等その実施主体を時系列で整
理する｢水害対応タイムライン｣を作成するととも
に、その運用状況を確認する。

平成29年度から
順次実施

・県管理河川についてタイム
ラインの必要性及び運用の
可能性等を検討する。
【H30年度～】
※中小河川の水害事象に
即した行動計画の設定及び
河川毎の特性を十分に考
慮する必要あり

・「水害対応タイムライン」の
作成に向け、情報収集し、
検討を開始する。

・｢水害対応タイムライン｣を
作成に向け検討を開始。

・｢水害対応タイムライン｣を
作成に向け検討をはじめる。

・｢水害対応タイムライン｣を
作成に向け検討をはじめる。

洪水時等における避難勧告
等の発令対象区域や発令
判断基準の作成に向け、検
討を始めた。

・大雨時等に気象台や河川
管理者等から提供される情
報について、構成市町と情
報を共有しながら、情報の
内容及び提供されるタイミン
グを確認する。

・県総合情報ネットワーク
（防災FAX）又は気象庁HP
等により土砂災害警戒情報
発表の有無を確認してい
る。

・提供する情報の内容やタイミングに
ついて検討する。

・洪水時等に気象台や河川
管理者等から提供される気
象情報、河川情報及び土
砂災害警戒情報の内容及
び提供されるタイミングにつ
いて確認する。

・洪水時等に気象台や河川
管理者等から提供される気
象情報、河川情報及び土
砂災害警戒情報の内容及
び提供されるタイミングを確
認する。

・指定済みの水位周知河川
（阿武隈川）及び土砂災害
警戒情報の内容やタイミン
グについて確認を行う。

・指定済みの水位周知河川
（阿武隈川）及び土砂災害
警戒情報の内容やタイミン
グについて確認を行う。

土砂災害警戒情報等の内
容及びタイミングについて、
確認した。

土砂災害警戒情報等の内
容及び提供するタイミングに
ついて確認した。

・H29.4 ホットライン体制構
築

・指定済みの水位周知河川
に係る河川情報及び土砂
災害警戒情報を伝達する
ホットラインの構築状況を確
認する。

・H30.4 ホットライン体制構
築

・河川情報及び土砂災害警
戒情報を伝達するホットライ
ンの構築状況を確認する。

・河川情報及び土砂災害警
戒情報を伝達するホットライ
ンの構築状況を確認する
気象情報については、継続
実施する。

・気象情報、河川情報及び
土砂災害警戒情報を伝達
するホットラインの構築状況
を確認し、運用開始による
連絡体制の整備に努める。

・土砂災害警戒情報等の内
容及び提供するタイミングに
ついて確認する。

・洪水時等に気象台や河川
管理者等から提供される気
象情報、河川情報及び土
砂災害警戒情報の内容及
び提供されるタイミングにつ
いて確認する。

・土砂災害警戒情報等の内
容及び提供するタイミングに
ついて確認する。

１　住民の避難行動のきっかけとなる情報伝達が確実に行われる体制を構築する。

⑴　情報伝達、避難計画等に関する事項

ア　洪水時等における河川管
理者等からの情報提供等の
内容及びタイミングの確認

(ｱ) 洪水時等の市町村長による避難勧告等発
令の判断を支援するため、洪水時等に気象台
や河川管理者等から市町村に提供する気象
情報、河川情報及び土砂災害警戒情報の内
容及び提供するタイミングを確認する。

平成29年度から
順次実施

・阿武隈川にかかる郡山市
タイムライン(H29.3)の運用
により情報共有のタイミング
を確認。
【H30年度タイムライン庁内
関係課会議開催状況】６月
運用確認
７月台風第12号
８月台風第13号
９月台風第21号
　　 台風第24号
10月台風第24号

・提供される情報の内容及
びタイミングについて確認す
る。

・提供される情報の内容及
びタイミングについて確認す
る。

三春町 小野町
郡山地方

広域消防組合
消防本部

須賀川地方
広域消防本部

福島県
県中建設事務所

福島県
県中地方振興局

天栄村 石川町 玉川村 平田村 浅川町 古殿町

・県総合情報ネットワーク
（防災FAX）又は気象庁HP
等により土砂災害警戒情報
発表の有無を確認してい
る。

・避難勧告の発令判断の目
安となる氾濫危険情報の発
表等を建設事務所と気象
台で共同で実施する。
・「警報級の可能性」,「危険
度を色分けした時系列」の
利活用を促進する。
・Ｈ30.11～12に福島県と
連携して、自治体職員向け
の気象防災ワークショップを
開催した。

(ｲ) 直接市町村長等に気象情報、河川情報及
び土砂災害警戒情報を伝達するホットラインの
構築状況を確認する。

平成29年度から
順次実施

別紙⑤　（１／３）
具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
事項

郡山市 須賀川市 田村市 鏡石町
気象庁

福島地方気象台具体的取組

資料２－２ 別紙➄



・警報級の可能性、洪水警
報の危険度分布等の利活
用を促進する。

- - - - - -- - - - - -

キ　洪水警報の危険度分布
等の提供及び気象情報発信
時の「警報級の可能性」や
「危険度を色分けした時系
列」等の発表・改善

(ｱ) 警報等の解説・見える化により、気象情報
発信時の情報入手のし易さをサポートする。

平成29年度から
順次実施

- - - -



〇ソフト対策の主な取組（機関別の取組目標）　※H30年度取組内容

-- - - - - -
イ　河川防災ステーション等
の整備

(ｱ) 河川防災ステーション等の整備に係る情
報を共有し、河川管理者が実施する災害復旧
だけでなく市町村等も水防活動を円滑に行える
施設となるよう、設置位置及び規模等について
検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

- - -- - - - -

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

- -

・河川監視用カメラの配置
計画について、検討・調整を
図る。

河川監視用カメラの配置計
画について、検討・調整を図
る。

・河川監視用カメラの配置
計画について、検討・調整を
図る。

⑵　円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項

ア　危機管理型水位計、河
川監視用カメラの整備

(ｱ) 危機管理型水位計(※)の配置計画を検
討・調整し、設置・運用を開始する。
※危機管理型水位計：現在、国土交通省のプ
ロジェクトにおいて開発を進めている、低コストで
導入が容易なクラウド型・メンテナンスフリー水
位計。

平成29年度から
検討実施

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を引き続き行う。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

-

-

・水位計未設置河川をはじめとした
危機管理型水位計（簡易水位計）
の新規設置計画について、関係市
町村と検討・調整を図り、簡易水位
計を設置、運用を開始した。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討を始め
る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置計画に
ついて、検討・調整を図る。

危機管理型水位計（簡易推
移型）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

・水位計未設置河川をはじ
めとした危機管理型水位計
（簡易水位計）の新規設置
計画について、検討・調整を
図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

-

-

・自主防災組織に対する水
防災意識の高揚を図るため
の方策を検討する。

・自主防災会等と連携し、
住民の水防災意識を高め、
地域防災力の向上を図る。

(ｲ) 河川監視用カメラの配置計画(設置目的に
応じた性能最適化・集約化等を含む)を検討・
調整する。

平成29年度から
検討実施

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を引き続き行う。

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討を始める。

- -

・国の支援により作成した指導計画
について市町村と情報共有を図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

-

-

・河川監視用カメラの配置計画につ
いて、関係市町村と検討・調整を図
る。

-

-

-

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

・「豪雨から子どもの命を守る出前講
座事業」を継続実施する。

防災教育の促進について関
係機関と協議・検討を行う。

教育委員会と連携し、小学
校総合学習授業での水防
災教育の取組の実施につい
て検討を始める。

-

・国土交通省・国土地理
院・気象庁の連携による学
校防災教育への取り組みを
実施する。
・福島県学校安全指導者
研修会への講師派遣
（H30.9）

(ｲ) 小中学校等における水防災教育を実施す
る。
(ｲ) 出前講座等を活用し、水防災等に関する
説明会を実施する。

引き続き実施

・出前講座の実施（平成30
年度から新たに小中学生向
けメニューを設定）
全24回、1,202人のうち
小学生対象
４回、309人受講
　（31.1.9現在）
・芳賀小学校で市総合防災
訓練を（30.9.1）実施
　児童500人参加

・水防災教育の実施に向
け、出前講座事業の活用を
検討する。

・県防災訓練に南中学校が
参加

・教育委員会及び各学校と
防災教育の実施についての
取組みを検討・調整する。

・防災教育について、各学
校と情報の共有と支援につ
いて検討・調整する。

防災教育の実施を拡大する
方策等に関する取組につい
て検討・調整する。

・小学校等の先生による防
災教育の実施を拡大する方
策等に関する取組にについ
て検討・調整する。

・小学校等の防災教育の状
況を確認する。

・小学校等の防災教育の状
況を確認する。

・県防災訓練のスタンプラ
リー等をとおして防災意識の
高揚を図った。

・日本赤十字社、気象予報
士会等と連携し、教員を対
象とした気象庁ワークショッ
プ等の開催を検討する。
（職場体験の中学生対象に
4回実施　H30.7）

・教育委員会と連携し、小
学校総合学習授業での水
防災教育の取組みの実施
について検討する。

・教育委員会と連携し、小
学校総合学習授業での水
防災教育の取組の実施につ
いて検討する。

・教育委員会と連携し、小
学校総合学習授業での水
防災教育の取組の実施につ
いて検討する。

・構成市町の教育委員会及
び管内の自主防災組織と連
携して、出前講座、防災講
習会等を実施し、地域防災
力の向上を図る。

各種学校の避難訓練で水
災害についての防災教育を
行う。

・教育委員会等と連携し、
出前講座等の活用について
検討する。

・教育委員会等と連携し、
出前講座等の活用について
検討する。

・小学校において防災教区
を実施する。

教育委員会と連携し、水防
災教育の取組の実施につい
て検討する。

オ　防災教育の促進

(ｱ) 防災教育に関する指導計画作成への支援
など、小学校等の先生による防災教育の実施
を拡大する方策等に関する取組について検討・
調整する。

平成29年度から
検討実施

・出前講座の実施（H30年
度から、新たに小中学生向
けメニューを設定）
全24回、1,202人のうち
小学生対象
４回、309人受講
　（31.1.9現在）

・防災教育の実施拡大する
方策について、検討・調整
する。

・防災教育の実施拡大する
方策について、検討・調整
する。

小学生を対象とした防災教
育について学校と協議を行
う。

小学生を対象とした防災教
育の実施拡大について検討
を始める。

・教育委員会及び各学校と
防災教育の実施についての
取組みを検討・調整する。

(ｲ) 住民の水防災意識を高め、地域防災力向
上のための自主防災組織の充実を図る。

平成29年度から
検討実施

・住民や多様な関係機関が
連携した避難訓練を検討す
る。

・住民や多様な関係機関が
連携した避難訓練を検討す
る。

・防災訓練の訓練内容につ
いて、河川災害についても
検討を行う。

防災訓練の訓練内容につい
て、水災害についても検討
する。

・避難訓練の実施状況や実
施予定を共有するとともに、
町民等や関係機関が連携
した避難訓練を検討・調整
する。

町防災訓練の内容を検討
する。

-

・構成市町及び管内の自主
防災組織と連携して、出前
講座、防災講習会等を実施
し、地域防災力の向上を図
る。

地域の自主防災訓練等で
水災害について講話を行
い、水防災意識の向上に努
める。

-

・消防団員の充実を図るた
め、事業所等を訪問し、消
防（水防）活動を行いやすい
職場環境の整備について、
事業所に対して要請を行っ
ている。
・地区防災マップの作成支
援を行った。

自主防災組織等に水防に
ついての周知を図る。

・住民の水防意識を高める
ための方策等について検
討・調整する。

・住民の水防意識を高める
ための方策等について検
討・調整する。

・消防団、女性消防クラブと
連携して、住民の水防意識
を高め、地域防災力の向上
を図る。

住民の水防意識の向上の
方法について検討する。

・町民の水防災意識を高
め、地域防災力の向上を図
る。

・水防団や行政区と連携し
て、住民の水防災意識を高
め、地域防災力の向上を図
る。

-

今後、必要に応じて検討を
進める。

今後、必要に応じて検討を
進める。

- -

・｢まるごとまちごとハザードマップ｣の
取組状況を共有する。

水災害を想定した、関係機
関が連携した避難訓練を実
施。

・管内の避難訓練の実施予
定や実施状況を構成市町と
共有するとともに、住民や関
係機関が連携した訓練の実
施・調整を行う。

県南防災訓練等において、
水災害の救助活動のみでは
なく、住民の避難誘導訓練
も検討する。

-

・市及び県総合防災訓練に
情報連絡員（県リエゾン）を
参加させた。

・避難訓練の実施状況や実
施予定を共有する。

エ　住民、関係機関が連携し
た避難訓練等の充実

(ｱ) 各市町村等による避難訓練の実施状況や
実施予定を共有するとともに、住民等や多様な
関係機関が連携した避難訓練を検討・調整す
る。

平成29年度から
検討実施

・市総合防災訓練を実施
（H30.9.1）
実施箇所：市内13地区
※中央地区会場については
阿武隈川沿いの芳賀小学
校で実施

・住民等や多様な関係機関
が連携した訓練を実施す
る。（Ｈ30.9予定）

・県総合防災訓練を9/2に
実施

避難訓練実施状況等の情
報を共有する。

・他市町村の避難訓練の実
施状況を把握する。

・「まるごとまちごとハザ－ド
マップ」の取組状況を共有
する。

必要に応じて検討する。 ・避難場所等に係る看板等
の掲示等の取組状況を確
認する。

・「まるごとまちごとハザード
マップ」（生活空間における
想定浸水深や避難場所等
に係る看板等の掲示）の取
組みについて検討する。

・「まるごとまちごとハザード
マップ」（生活空間における
想定浸水深や避難場所等
に係る看板等の掲示）の取
組みについて検討する。

・｢まるごとまちごとハザード
マップ｣(生活空間における
想定浸水深や避難場所等
に係る看板等の掲示)の取
組みについて検討する。

-
ウ　まるごとまちごとハザード
マップの促進

(ｱ) 各構成員による｢まるごとまちごとハザード
マップ｣(生活空間における想定浸水深や避難
場所等に係る看板等の掲示)の取組状況を共
有するとともに、｢まるごとまちごとハザードマップ
実施の手引き｣(平成29年6月、国土交通省水
管理・国土保全局河川環境課水防企画室）等
を参考に、取組の推進について検討・調整す
る。

平成29年度から
検討実施

・水害ハザードマップの改訂
にあわせて、洪水標識等の
検討を行った。

・「まるごとまちごとハザード
マップ」の取組状況を共有
する。

必要に応じて検討する

・出前講座の実施
　24回、1,202人受講
　（31.1.9現在）
・自主防災組織への活動支
援（補助金、資機材等）
・市民防災リーダー講習会
の開催（３回：12月・1月開
催、２月開催予定）
・福島県地域コミュ二ティ強
化事業の実施地区へ本市
安積地区・開成地区の自主
防災組織が選定され、地域
防災マップの作成に取組む
（ＷＳ３回開催）

・自主防災組織と連携し、
住民の水防災意識を高め、
地域防災力の向上を図る。

・県総合防災訓練に水防
団、行政区等と連携し、住
民の水防災意識を高める訓
練を実施

- - - -

・先進事例を踏まえた分かり
やすく見やすい防災ハザー
ドマップ作成について検討す
る。

・先進事例を踏まえたわかり
やすい防災ハザードマップの
作成について、検討する。

・先進事例や平成30年7月
豪雨を踏まえた、分かりやす
く・見やすい防災ハザード
マップ作成について検討を
開始した。

先進事例を踏まえたわかり
やすく見やすいハザードマッ
プへの見直しについて検討
する。【平成32年度～】

・先進事例を踏まえた分かり
やすく見やすい防災ハザー
ドマップ作成について検討す
る。

・先進事例を踏まえた分かり
やすく見やすい防災ハザー
ドマップ作成について検討す
る。

・逢瀬川、大滝根川、釈迦堂川の想
定最大規模降雨による洪水浸水想
定区域図の作成後、洪水ハザード
マップの作成に必要な情報を市町
村へ提供し、公表予定を共有する。

・振興局HP「県中地方防災
サイト」で周知を図っている。

-

(ｲ) ｢水害ハザードマップ作成の手引き｣(平成
28年4月、国土交通省水管理・国土保全局河
川環境課水防企画室)等を参考に、洪水ハ
ザードマップの住民への効果的な周知方法や、
先進事例を踏まえたわかりやすい洪水ハザード
マップへの改良について検討・調整し、平成30
年7月豪雨を踏まえ、住民への洪水ハザード
マップ等各種防災計画の周知の徹底を図る。

平成29年度から
検討実施

・阿武隈川、逢瀬川の浸水
想定区域図を踏まえた水害
ハザードマップの改訂に着
手し、年度内に基本方針の
取りまとめる。

・阿武隈川、釈迦堂川の浸
水想定区域図を踏まえた水
害ハザードマップの作成に
着手する。

・先進事例を踏まえたわかり
やすい防災ハザードマップの
作成について、検討する。

・先進事例を踏まえたわかり
やすい防災ハザードマップの
作成について、検討する。

・釈迦堂川の浸水想定区域
図を踏まえたハザードマップ
の改訂に着手する。

想定最大規模降雨による洪
水浸水想定区域図を踏ま
えた、洪水ハザードマップに
ついて作成を検討する。

・想定最大規模降雨に係る
浸水想定区域図を踏まえた
洪水ハザ－ドマップについ
て、情報収集を行う。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップの
作成・公表の予定を確認す
る。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップの
作成、公表の予定を共有す
る。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップの
作成・公表の予定を構成市
町と共有する。また、洪水ハ
ザードマップが作成された場
合は、当該洪水ハザード
マップを共有する。

想定最大規模降雨に係る
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップに
ついて各市町村と共有す
る。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップの
作成、公表の予定を共有す
る。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップの
作成、公表の予定を共有す
る。

・他機関のハザードマップの
作成・公表の予定を確認す
る。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた新たな洪水ハザード
マップが策定された場合
は、当該洪水ハザードマップ
を共有する。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップの
作成、公表の予定を共有す
る。

・想定最大規模降雨に係る
洪水浸水想定区域図を踏
まえた、新たな防災ハザード
マップの作成について、情報
収集を行う。

・先進事例を踏まえたわかり
やすい防災ハザードマップの
作成について、検討する。

-

イ　洪水ハザードマップの作
成・改良と周知

(ｱ) 想定最大規模降雨に係る洪水浸水想定
区域図を踏まえた洪水ハザードマップの作成・
公表の予定を共有する。また、洪水ハザード
マップが作成された場合は、当該洪水ハザード
マップを共有する。

平成29年度から
順次実施

・阿武隈川、逢瀬川の浸水
想定区域図を踏まえた水害
ハザードマップの改訂に着
手し、年度内に基本方針の
取りまとめる。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップの
作成、公表の予定を共有す
る。

・県管理河川のうち、水位周
知河川等について、想定最
大規模降雨による洪水浸水
想定区域図等の作成・公表
の予定を共有する。

・想定最大規模降雨に係る
浸水想定区域図等につい
て、情報収集を行う。

想定最大規模降雨に係る
浸水想定区域図について、
情報収集を行う。

・想定最大規模降雨に係る
浸水想定区域図等につい
て、情報収集を行う。

⑴　平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する取組

ア　想定最大規模降雨に係
る洪水浸水想定区域図等の
共有

(ｱ) 国又は県による想定最大規模降雨に係る
洪水浸水想定区域図等の作成・公表の予定を
共有する。また、洪水浸水想定区域図が作成
された場合は当該洪水浸水想定区域図を共
有する（なお、共有された洪水浸水想定区域
図については、土地利用や都市計画の検討等
においても広く活用されるよう各構成員におい
て確認する。）。

引き続き実施

・逢瀬川の洪水浸水想定区
域図について情報を共有
し、水害ハザードマップに関
する基礎資料の提供を受け
た。

・県管理河川のうち、水位周
知河川等について、想定最
大規模降雨による洪水浸水
想定区域図等の作成、公
表の予定を共有する。

・県管理河川のうち、水位周
知河川等について、想定最
大規模降雨による洪水浸水
想定区域図等の作成、公
表の予定を共有する。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図の公
表予定等について情報を共
有する。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図等の
作成・公表の予定を確認す
る。

・想定最大規模降雨に係る
浸水想定区域図等につい
て、情報収集を行う。

・県管理河川のうち、水位周
知河川等について、想定最
大規模降雨による洪水浸水
想定区域図等の情報収集
を行うとともに、作成・公表の
予定を構成市町と共有す
る。また、洪水浸水想定区
域図が作成された場合は当
該区域図を共有する。

想定最大規模降雨に係る
洪水浸水想定区域図につ
いて各市町村と共有を図
る。

・逢瀬川、大滝根川、釈迦堂川の想
定最大規模降雨による洪水浸水想
定区域図を作成し、公表する。
・社川、右支夏井川、阿武隈川、今
出川の想定最大規模降雨による洪
水浸水想定区域図の作成に着手す
る。

・建設事務所等から情報を
収集する。

・指定河川洪水予報実施
河川の想定最大規模降雨
による洪水浸水想定区域
図の公表に合わせて、洪水
警報等の見直しを検討す
る。それ以外の河川につい
ては、情報を共有する。

想定最大規模降雨による洪
水浸水想定区域図等の作
成・公表の予定を確認す
る。

・県管理河川のうち、水位周
知河川等について、想定最
大規模降雨による洪水浸水
想定区域図等の作成・公表
の予定を共有する。

福島県
県中建設事務所

福島県
県中地方振興局

気象庁
福島地方気象台具体的取組

２　地域の水防災意識の向上を図るため水害危険性を周知する。２　地域の水防災意識の向上を図るため水害危険性を周知する。

平田村 浅川町 古殿町 三春町 小野町
郡山地方

広域消防組合
消防本部

須賀川市 田村市 鏡石町 天栄村 石川町 玉川村

別紙⑤　（２／３）
具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
事項

郡山市
須賀川地方

広域消防本部



・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有する。

- - - - -

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有すると
ともに、効率的な整備となる
よう検討・調整する。

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有すると
ともに、効率的な整備となる
よう検討・調整する。

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有する。

避難場所・避難経路の再確
認を行う。

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有すると
ともに、効率的な整備となる
ような検討・調整する。

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有すると
ともに、効率的な整備となる
よう検討・調整する。ウ　避難場所、避難経路の整

備

(ｱ) 避難場所、避難経路の整備に係る情報を
共有するとともに、避難場所、避難経路の整備
にあたっては、近隣工事等の発生土砂を有効
活用するなど、事業連携による効率的な整備
となるよう検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・H29は、避難所及び経路
の整備なし

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有する。

・Ｈ30は避難場所、避難経
路の整備なし。

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有する。

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報の共有方法に
ついて検討を始める。



〇ソフト対策の主な取組（機関別の取組目標）　※H30年度取組内容

・関係機関が連携した市総
合防災訓練を実施した。

・実施に向け検討する。
・Ｈ29年は東北水防技術競
技大会に出場。

市の防災訓練で各地区水
防団員合同で実施した

水防訓練の実施について検
討

・関係機関が連携した水防
訓練等の実施について検討
する。

・関係機関が連携した水防
訓練等について検討・調整
する。

・関係機関が連携した水防
訓練等について検討・調整
する。

・関係機関が連携した水防
訓練等について検討する。

関係機関と連携した水防訓
練等に参加する。

・関係機関が連携した水防
訓練等について検討する。

・県の水防訓練等への参加
を検討する。

関係機関と連携した水防訓
練等を実施。

・構成市町と連携して水防
訓練等を実施する。

・構成市町と連携して水防
訓練等を実施する。

・市町村が開催する水防訓練に参
加する。

-

・関係機関と連携した情報
伝達訓練への支援を行う。
・H30.5.29 阿賀川水防演
習、Ｈ30.6.3 福島県水防
訓練に参画した。

・水防技術講習会へ職員が
参加した。

・水防技術講習会等に積極
的に参加する。

職員が水防技術講習会へ
の参加について、検討する。

水防技術講習会への参加
の検討

職員が水防技術講習会へ
の参加について、検討する。

・水防技術講習会への参加
について検討する。

・水防技術講習会への参加
について検討する。

・水防技術講習会等に、積
極的に参加する。

水防技術講習会等の参加
について検討する。

・水防技術講習会等への積
極的参加。

・水防技術講習会への参加
を検討する。

・水防技術講習会への参加
を検討する。

・構成市町と連携して水防
技術講習会への積極的な
参加を図る。

・構成市町と連携して水防
技術講習会への積極的な
参加を図る。

・水防技術講習会の開催を検討す
る。

- -

・水防団との情報伝達訓練
を検討する

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

水防団等への連絡体制の
確認を行う。

水防団等（消防団等）の連
絡体制の確認を行う。

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

水防団等への連絡体制の
確認と首長も参加した実践
的な情報伝達訓練を検討
する。

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

・関係機関への連絡体制の
確認と首長も参加した実践
的な情報伝達訓練の定期
的な実施を検討する。

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

・構成市町への連絡体制の
確認と管理者参加の実践
的な情報伝達訓練の実施
を検討する。

・構成市町への連絡体制の
確認と管理者参加の実践
的な情報伝達訓練の実施
を検討する。

・首長も参加した実践的な情報伝達
訓練の定期的な実施を検討する。

-

・市町村や関係機関等の要
請により、情報提供等の訓
練への支援を実施する。

・複数市町村に影響があると想定さ
れる浸水被害軽減地区の指定予
定・課題等を共有する。

・建設事務所等から情報を
収集する。

-- -

今後、必要に応じて検討を
進める。

- - -

・複数市町村に影響がある
と想定される浸水被害軽減
地区の指定予定・課題等を
共有する。

・複数市町村に影響がある
と想定される浸水被害軽減
地区の指定予定・課題等を
共有する。

・近隣市町村に影響がある
と想定される浸水被害被害
軽減地区の指定に係る課
題等への対応を検討する。

・複数市町村に影響がある
と想定される浸水被害軽減
地区の指定予定・課題等を
共有する。

・複数市町村に影響がある
と想定される浸水被害軽減
地区の指定予定・課題等を
共有する。

-
イ　浸水被害軽減地区の指
定

(ｱ) 複数市町村に影響があると想定される浸
水被害軽減地区の指定にあたり、地区指定の
予定や指定に係る課題等を共有し、連携して
課題への対応を検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・浸水被害軽減地区の指定
要件について確認
広域的な地区指定について
は今後検討

・複数市町村に影響がある
と想定される浸水被害軽減
地区の指定予定・課題等を
共有する。

・洪水浸水想定区域内にお
ける排水施設、排水資機材
の配置、運用方法、洪水時
の排水施設等の管理者間
の連絡体制等に係る情報を
共有する。

・洪水浸水想定区域内にお
ける排水施設、排水資機材
の配置、運用方法、洪水時
の排水施設等の管理者間
の連絡体制に係る情報を共
有する。

洪水浸水想定区域内にお
ける排水施設、排水資機材
の配置、運用方法、洪水時
の排水施設等の管理者間
の連絡体制等に係る情報を
共有する。

-

⑶　氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する事項

ア　排水施設、排水資機材の
運用方法の改善及び排水施
設の整備等

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における排水施設、
排水資機材の配置、運用方法等に係る情報を
共有し、洪水時の排水施設等の管理者間の連
絡体制を構築するとともに、洪水時に円滑かつ
迅速な排水を行うための排水施設等の運用方
法について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・出水期前に市内の排水施
設等について確認

・洪水浸水想定区域内にお
ける排水施設、排水資機材
の配置、運用方法、洪水時
の排水施設等の管理者間
の連絡体制等に係る情報を
共有する。

- 関係機関の情報共有と連
絡体制の確認を行う。

-

・洪水浸水想定区域内にお
ける排水施設、排水資機材
の配置、運用方法、洪水時
の排水施設等の管理者間
の連絡体制等に係る情報を
共有する。

- -

・洪水浸水想定区域内における排
水施設、排水資機材の配置、運用
方法、洪水時の排水施設等の管理
者間の連絡体制等に係る情報を共
有する。

- -

今後、必要に応じて検討を
進める。

洪水浸水想定区域内にお
ける排水施設、排水資機材
の配置、運用方法、洪水時
の排水施設等の管理者間
の連絡体制等に係る情報を
共有する。

- - -

必要に応じて検討する ・浸水防止計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組を促す
ための支援策について検
討・調整する。 - - - -

・事業所等への支援策につ
いて検討を始める。

- - - - - -

・洪水浸水想定区域内にお
ける大規模工場等の立地
状況を調査する。

・大規模工場等の立地状況
の確認を始める。

・洪水浸水想定区域内にお
ける大規模工場等の立地
状況を確認する。

・洪水浸水想定区域内にお
ける大規模工場等の立地
状況を確認する。

-

- - -

・本庁舎及び各(分)署等に
おける洪水時に想定される
浸水被害を確認し、適切な
機能を確保するために必要
な対策について検討・調整
する。

・本庁舎及び各(分)署等に
おける洪水時に想定される
浸水被害を確認し、適切な
機能を確保するために必要
な対策について検討・調整
する。

-

・リエゾンによる市町村訪問
時に代替施設の確認を行っ
た。

-

ウ　大規模工場等の自衛水
防に係る取組の促進

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における大規模工場
等の立地状況を確認するとともに、市町村地域
防災計画に定められた大規模工場等の浸水
防止計画の作成状況、訓練の実施状況を確
認する。

平成29年度から
検討実施

・大規模規模工場の状況を
確認

・洪水浸水想定区域内にお
ける大規模工場等の立地
状況を確認する。

・市町村庁舎等における洪
水時に想定される浸水被害
を確認し、適切に機能を確
保するために必要な対策
(耐水化、非常用電源等の
整備等)について検討・調整
する。

・村庁舎等における洪水時
に想定される浸水被害を確
認し、適切に機能を確保す
るために必要な対策につい
て検討・調整する。

市町村庁舎等における洪水
時に想定される浸水被害を
確認し、適切に機能を確保
するために必要な対策につ
いて検討・調整する。

・町庁舎等で想定される浸
水被害を想定し、適切に機
能を確保するため必要な対
策について検討・調整する。
【Ｈ29年度～】

・庁舎等における洪水時に
想定される浸水被害を確認
し、適切に機能を確保する
ために必要な対策について
検討・調整する。

・防災拠点となる施設の想
定される浸水被害を確認
し、必要な対策について検
討・調整する。

- - -

(ｲ) 浸水防止計画の作成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、それぞれの取組を促すための
支援策について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・地域防災計画（水防計
画）への位置付けを確認
後、検討する

・取組を促すための支援策
を検討する。

必要に応じて検討する

病院等の立地状況を確認
する。

・病院（診療所）等の立地状
況を確認。地区内の病院に
ついては、防災ラジオを配
布済み。

- - - -

・病院（診療所）等の立地状
況を確認する。

・病院等の立地状況を調査
する。

・洪水浸水想定区域内にお
ける災害拠点病院等の立
地状況を確認し、施設管理
者等に対する洪水時の確実
な情報伝達の方法について
検討・調整する。 - - -

イ　洪水時の市町村庁舎等
の機能確保のための対策の
充実

(ｱ) 市町村庁舎等における洪水時に想定され
る浸水被害を確認し、適切に機能を確保する
ために必要な対策(耐水化、非常用電源等の
整備等)について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・防災拠点となる施設の想
定される浸水被害を確認
し、必要な対策について検
討・調整する。

・防災拠点となる施設の想
定される浸水被害を確認
し、必要な対策について検
討・調整する。

・村本庁舎等が、災害時に
おいても適切に機能を確保
するために必要な対策につ
いて検討を始める。

・町庁舎等における洪水時
に想定される浸水被害を確
認し、適切に機能を確保す
るために必要な対策につい
て検討・調整する。

-

⑵　市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

ア　災害拠点病院等の施設
管理者への情報伝達の充実

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における災害拠点病
院等の立地状況を確認し、施設管理者等に対
する洪水時の確実な情報伝達の方法について
検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・洪水浸水想定区域内にお
ける災害拠点病院等の立
地状況を確認し、施設管理
者等に対する洪水時の確実
な情報伝達の方法について
検討・調整する。
【Ｈ29年度～】

・洪水浸水想定区域内にお
ける防災拠点病院等の立
地条件を確認し、情報伝達
方法について検討・調整す
る。

・病院等の立地状況を調査
する。

・各水防団の分団等の配
置、管轄区域等を共有し、
水防団間の連携・協力につ
いて検討・調整する。

各水防団の分団等の配置、
管轄区域等を共有し、洪水
時の水防団間の連携・協力
について検討・調整する。

各水防団の分団等の配置、
管轄区域等を共有し、洪水
時の水防団間の連携・協力
について検討・調整する。 - - -

水防団等と関係団体との連
携・協力の確認を行う。

洪水時の連携・協力につい
て検討を始める。

・水防団間の連携・協力体
制をさらに強化する方策を
検討する。

・大規模な氾濫に備え、水
防団の分団等の配置、管轄
区域等を確認し、洪水時の
水防団の連携・協力につい
て検討・調整する。

・大規模な氾濫に備え、消
防団間の連携・協力につい
て検討する。

各水防団の分団等の配置、
管轄区域等を共有し、洪水
時の水防団間の連携・協力
について検討・調整する。

オ　水防団間での連携、協力
に関する検討

(ｲ) 大規模な氾濫に対してより広域的、効率的
な水防活動が実施できるよう、各水防団の分
団等の配置、管轄区域等を共有し、洪水時の
水防団間の連携・協力について検討・調整す
る。

-

平成29年度から
検討実施

・水防、消防団の人員維持
に努める

・水防団間の連携・協力体
制をさらに強化する方策を
検討する。

・水防団間の連携・協力体
制をさらに強化する方策を
検討する。

・水防に関する広報等を積
極的に行う。

- -

・水防(水防団員の募集、自主防災
組織、企業等の参画等)に関する広
報の取組状況や取組予定等を共有
する。また、先進事例の情報を入手
し、共有を図る。

・振興局HP「県中地方消防
団応援サイト」や「消防団協
力事業所紹介」で消防団活
動について広報を行ってい
る。

-

・Ｈ30.9.2福島県総合防災
訓練、Ｈ30.10.6・7ふくしま
防災フェア等において水防
災に関するﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの配布
等周知広報活動を行った。

・水防に関する広報等を積
極的に行う。

・水防に関する広報の充実
について、先進事例を踏ま
え検討する。

・水防に関する広報等を積
極的に行う。

水防に関する広報等を積極
的に行う。

・先進事例を踏まえた広報
の充実について検討・調整
する。

・水防(水防団員の募集、自
主防災組織、企業等の参
画等)に関する広報の取組
状況や取組予定等を共有
し、先進事例を踏まえた広
報の充実について検討・調
整する。

- -

・住民等の参加等による実
践的な水防訓練について検
討・調整する。

・実践的な水防訓練の実施
を検討する。

・構成市町村が実施する訓
練への参加をはじめ、住民
参加の実践的な訓練につい
て検討・調整する。

・構成市町村が実施する訓
練への参加をはじめ、住民
参加の実践的な訓練につい
て検討・調整する。

・市町村との連携による実践的な水
防訓練について検討・調整する。

エ　水防に関する広報の充実

(ｱ) 各構成員の水防(水防団員の募集、自主
防災組織、企業等の参画等)に関する広報の
取組状況や取組予定等を共有し、先進事例を
踏まえた広報の充実について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

郡山市ウェブサイトにて防災
に関する広報を随時実施
参考　H29.10～
【動画で手話を学びません
か～郡山市手話動画 第6
回「防災」～】

・水防に関する広報等を積
極的に行う。

・水防に関する広報等を積
極的に行う。

先進事例を踏まえた効果的
な広報について検討する。

・先進事例を踏まえた広報
の充実について検討を始め
る。

・町民等の参加による実践
的な水防訓練について検
討・調整する。

住民参加による水防訓練の
実施について検討する。

・住民等の参加等による実
践的な水防訓練について検
討を始める。

・実践的な水防訓練の実施
を検討する。

・実践的な水防訓練の実施
を検討する。

・実践的な水防訓練の実施
を検討する。

住民等の参加等による実践
的な水防訓練について検
討・調整する。

-

ウ　水防訓練の充実

(ｱ) 毎年、関係機関が連携した水防実働訓練
等を実施する。

引き続き実施

(ｲ) 県と市町村職員等を対象に水防技術講習
会を実施する。

引き続き実施

(ｳ) 水防団等への連絡体制の確認と首長も参
加した実践的な情報伝達訓練を実施する。

- - - - - -

引き続き実施

(ｴ) 多様な関係機関、住民等の参加等による
実践的な水防訓練について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・市総合防災訓練におい
て、住民参加により簡易水
防工法訓練等を実施（H29
～）
・住民参加の水防訓練につ
いて検討する

・住民参加等による実践的
な水防訓練実施を検討す
る。

・住民参加等による実践的
な水防訓練実施を検討す
る。

- - -

イ　水防資機材の整備等

(ｱ) 各構成員が保有する水防資機材の配置に
ついて共有するとともに、水防資機材の整備や
洪水時の相互応援について検討・調整する。

・出水期前に重要水防箇所
の確認を行うとともに、現地
にて、構成市町の担当者と
共同点検等を実施し、情報
共有を図る。

・出水期前に重要水防箇所
の確認を行うとともに、現地
にて、構成市町の担当者と
共同点検等を実施し、情報
共有を図る。

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び共同点検を実
施。

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び共同点検を実
施。

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び現地にて関係者
による共同点検等を実施し
た。

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び共同点検を実
施した。

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び共同点検を実
施した。

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び共同点検を実
施した。

-

・水防計画に基づく資機材
の必要数量を確保し、情報
共有を図る。

・水防計画に基づく資機材
の必要数量を確保し、情報
共有を図る。

・構成市町の水防計画に基
づく資機材の必要数量を確
保し、情報共有を図る。

・構成市町の水防計画に基
づく資機材の必要数量を確
保し、情報共有を図る。

・水防計画に基づく資機材の必要数
量を確保し、洪水時の資材提供等
について情報共有を図る。 -

・資機材の必要数量を確保
のため、関係機関と情報共
有を図る。

・保有する水防資機材の配
備について、土木事務所と
合同で確認を実施した。

・保有する水防資機材の配
備について、土木事務所と
合同で確認を実施した。

・水防計画に基づく資機材
必要数量を確保し、洪水時
の資材提供について情報共
有を図った。

保有する水防資材の配置に
ついて、関係機関と情報共
有を行った。

・水防資機材の必要数量を
確保し、情報共有を図る。

引き続き実施

・水防資機材の在庫確認

※構成員間の相互調整は
無し

・保有する防災資機材につ
いて、情報共有を行った。

・保有する防災資機材につ
いて、情報共有を行った。

・水防資機材の配置につい
て情報を共有する。

出水期前に重要水防箇所
の確認・点検を行った。

・出水期前に重要水防箇所
の確認を行うとともに、現地
にて関係者による共同点検
等の実施をした。

(ｲ) 河川防災ステーション等の情報を共有し、
これを活用した円滑な水防活動について検討・
調整する。

平成29年度から
検討実施

- - - - - - -

３　水災害の軽減を図るため水防活動の効率化及び水防体制の強化を推進する。

⑵　水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項

ア　重要水防箇所の確認

(ｱ) 河川整備の進捗等を踏まえて、出水期前
に重要水防箇所の確認を行うとともに、現地に
て関係者による共同点検等の実施について検
討・調整する。

引き続き実施

・重要水防箇所の合同点検
実施

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び共同点検を実
施。

古殿町 三春町 小野町
郡山地方

広域消防組合
消防本部

須賀川地方
広域消防本部

福島県
県中建設事務所

鏡石町 天栄村 石川町 玉川村 平田村 浅川町

・出水期前に重要水防箇所の確認
及び共同点検を実施した。

- -

・出水期前に重要水防箇所
の確認を行うとともに、現地
にて関係者による共同点検
を実施する。

・出水期前に重要水防箇所
の確認を行うとともに、現地
にて関係者による共同点検
を実施する。

別紙⑤　（３／３）
具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
事項

郡山市 須賀川市 田村市
福島県

県中地方振興局
気象庁

福島地方気象台具体的取組



・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

・災害情報の共有体制を強
化するため、職員への一斉
メール通信を活用し、災害
情報の共有及び方策等の
確認を行う。

・災害情報の共有体制を強
化するため、職員への一斉
メール通信を活用し、災害
情報の共有及び方策等の
確認を行う。

・災害情報の共有体制を強化する
ため、災害情報の共有方策等につ
いて検討・調整する。

・建設事務所、農林事務所
と被害状況の共有を図って
いる。

-

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等の確認を行う。

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

国が実施する研修、訓練へ
参画し、災害対応の人材育
成を図る。

国が実施する研修、訓練へ
参画し、災害対応の人材育
成を図る。

国が実施する研修、訓練
へ、構成市町と連携して参
加し、人材育成や技術力の
向上に努める。

国が実施する研修、訓練
へ、構成市町と連携して参
加し、人材育成や技術力の
向上に努める。

・国が実施する研修、訓練へ参画
し、災害対応の人材育成を図る。

必要に応じて検討する。 ・国が実施する研修、訓練
へ参加を推進する。

・国が実施する研修・訓練
等へ参画し、災害対応の人
材育成を図る。

・国が実施する研修・訓練
等へ参画し、災害対応の人
材育成を図る。

・研修、訓練へ参画し、災害
対応の人材育成を図る。

国が実施する研修、訓練へ
の地方公共団体等の参画
し、災害対応の人材育成
や、自治体間の相互支援体
制の強化を図る。

イ　災害情報の共有体制の
強化

(ｱ) 各構成員における災害情報の共有体制を
強化するため、共有すべき災害情報や当該情
報の共有方策等について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・近隣自治体と災害情報の
共有に努める

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

災害情報の共有体制につい
て検討を行う。

・災害情報の共有方策等の
検討を始める。

・国、県が実施する研修、訓
練へ参加し、災害対応の人
材育成や、自治体間の相互
支援体制の強化を図る。

④ その他

ア　災害時及び災害復旧に
対する支援強化

(ｱ) 国が実施する研修、訓練への地方公共団
体等の参画など、災害対応にあたる人材を育
成するための方策や、地方公共団体間の相互
支援体制の強化を図るための方策について検
討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・各種講習会等に参加 ・国が実施する訓練等に参
画し、災害対応の人材育成
を図る。

必要に応じて検討する ・県災害対策課主催の研修
会、訓練へ参加し、災害対
応力の強化を図っている。

・気象台は災害時気象資
料及び災害時気象支援資
料を必要に応じて提供する
と共に、これらの資料の利
活用にあたる人材を育成す
るための支援を行う。



〇ソフト対策の主な取組（機関別の取組目標）　※H31(R元)年度取組内容

・警報級の可能性、洪水警
報の危険度分布等の利活
用を促進する。

- - - - - -- - - - - -

キ　洪水警報の危険度分布
等の提供及び気象情報発信
時の「警報級の可能性」や
「危険度を色分けした時系
列」等の発表・改善

(ｱ) 警報等の解説・見える化により、気象情報
発信時の情報入手のし易さをサポートする。

平成29年度から
順次実施

- - -

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組を促す
ための支援策について検
討・調整する。

- -

・避難確保計画の作成状況や訓練
の実施状況を踏まえ、出前講座や
説明会等を開催し、避難確保計画
の作成等を支援する。

-

-

・洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域内立地施設
はないが、要配慮者利用施
設の避難確保計画作成及
び避難訓練の実施の促進を
図る。

・洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域の変更や追
加があるので範囲内におけ
る要配慮者利用施設の調
査検討する。

・主に土砂災害区域内に所
在する要配慮者利用施設
を確認する。

・洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域内における要
配慮者利用施設の立地状
況や避難確保計画の作成
状況、訓練実施状況等の
確認を行う。

・洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域内における要
配慮者利用施設の立地条
件を確認後、市地域防災計
画に記載する。

・土砂災害警戒区域内にお
ける要配慮者利用施設の
立地状況を確認後、要配慮
者利用施設の避難確保計
画作成及び避難訓練実施
の促進等について検討す
る。

・福島県等関係機関と連携
して、避難確保計画等作成
や避難訓練等のシナリオ策
定、訓練用の情報提供等
に必要な支援を行う。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組みを促
すための支援策について検
討・調整する。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組みを促
すための支援策について検
討・調整する。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組を促す
ための支援策について検
討・調整する。

避難確保計画の作成状況
を確認し、取組を促すため
の支援について検討・調整
する。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組みを促
すための支援策について検
討・調整する。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組を促す
ための支援策について検
討・調整する。

・対象となる施設を取りまとめ、関係
部局との情報共有を図る。

- -

・地域防災計画の見直しに
合わせ、土砂災害警戒区
域内における要配慮者利用
施設の立地状況を確認後、
町地域防災計画に記載す
るとともに、対象施設におけ
る避難確保計画の作成状
況、訓練の実施状況を確認
する。

・洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域内における要
配慮者利用施設の立地条
件を調査検討する。

-

構成市町村の地域防災計
画に基づき、要配慮者利用
施設を中心に避難計画作
成支援及び避難訓練の指
導強化を図る。

- -

・社川、右支夏井川、阿武隈川、今
出川の想定最大規模降雨による洪
水浸水想定区域図等の水害リスク
情報を作成し、市町村へ提供する。
・新たに水位周知河川に指定する
笹原川の想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図等の水害リス
ク情報の作成に着手する。

・相談があれば関係市町村
間との調整を行う。

・作成に必要な情報の提供
及び支援を実施する。

カ　要配慮者利用施設等に
おける避難計画等の作成・訓
練に対する支援

(ｱ) 洪水浸水想定区域や土砂災害警戒区域
内における要配慮者利用施設の立地状況を確
認するとともに、市町村地域防災計画に定めら
れた要配慮者利用施設の避難確保計画の作
成状況、訓練の実施状況を確認する。

引き続き実施

市内における対象施設の把
握のほか、福祉・教育等の
庁内関係部局との連携・推
進体制を構築し、要配慮者
利用施設の避難確保計画
の作成及び訓練の実施状
況を確認する。

・洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域内における要
配慮者利用施設の立地条
件を確認後、市地域防災計
画に記載する。

・村内の避難場所及び避難
経路等を再確認し、収容困
難な場合は隣接市町村等
における避難場所の設定や
災害時の連絡体制について
検討・調整する。

・村内の避難所における避
難者の収容の可否を再確
認する。

町内の避難所における避難
所の収容の可否を再確認
する。避難経路について、
検討・調整する。

・町内の避難所の収容の可
否を再確認し、収用困難な
場合は、隣接市町村等にお
ける避難場所の設定や災害
時の連絡体制について検
討・調整する。

・町内の避難場所による避
難者の収容の可否を再確
認し、収容困難な場合は、
隣接市町村等における避難
場所の設定や洪水時の連
絡体制等について検討・調
整する。

今後、必要に応じて検討を
進める。

(ｲ) 避難確保計画の作成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、それぞれの取組を促すための
支援策について検討・調整する。また、施設職
員だけで対応するのが難しい場合の地域の支
援体制について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

市内における対象施設の把
握のほか、福祉・教育等の
庁内関係部局との連携・推
進体制を構築し、要配慮者
利用施設の避難確保計画
の作成及び訓練の実施を促
進する。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、取組を促すための支援
について関係部署と検討・
調整する。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、取組を促すための支援
について関係部署と検討・
調整する。

・避難確保計画の作成状況
や訓練の実施状況を把握
し、それぞれの取組を支援
するための方法について、
検討を始める。

洪水浸水想定区域や土砂
災害警戒区域における要配
慮者利用施設の立地状況
を確認後、地域防災計画の
修正をする。

引き続き情報の発信・改善
を実施する。

オ　隣接市町村等への広域
避難体制の構築

(ｱ) 各市町村において洪水浸水想定区域図
等の水害リスク情報を踏まえて避難場所及び
避難経路を検討し、当該市町村内の避難場所
だけで避難者を収容できない場合等は、隣接
市町村等における避難場所の設定や洪水時の
連絡体制等について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・郡山市連携中枢都市圏
（４市７町４村）の連携事業
の検討（ワーキング）の中で
市町村域を越えた広域避
難等について検討を行う。

・市内の避難場所及び避難
経路等を再確認し、収容困
難な場合は、隣接市町村等
における避難場所の設定や
災害時の連絡体制について
検討・調整する。

大滝根川の浸水想定が改
定されるため見直しを実施

調査検討を行う。 ・村内の災害別による避難
場所による避難者の収容の
可否を再確認を始める。

・町内の避難所の収容の可
否を再確認し、収用困難な
場合は、隣接市町村等にお
ける避難場所の設定や災害
時の連絡体制について検
討・調整する。

防災行政無線や緊急速報
メールの活用により、住民へ
の周知を図る。

防災行政無線や緊急速報
メールの活用により、住民へ
の周知を図る。

- -

・河川流域総合情報システム(福島
県提供サイト)により、河川水位、雨
量情報等の発信を継続実施する。
・新たに危機管理型水位計を設置
し、中小河川の水位情報の発信を
開始する。

・振興局HP「県中地方防災
サイト」を更新する。

・防災行政無線や緊急速報
メールなどの活用により住民
に周知を図る。
その他の周知方法について
も検討を始める。

・防災行政無線やエリアメー
ルなどの活用により住民に
周知を図る。

・防災行政無線やエリアメー
ルの点検実施、使用基準等
の見直しを行い、確実な伝
達体制の確立に努める。

・防災行政無線の活用によ
り、住民の周知を図る。

防災行政無線の活用によ
り、周知を図る。

・防災行政無線やエリアメ－
ルの活用により、迅速に町
民への周知を図る。

(ｳ) 緊急速報メールの活用等、住民等に対す
る洪水情報や避難情報等の適切かつ確実な
伝達体制・方法について、検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・防災行政無線及びメール
マガジン、SNS、コミュ二ティ
FM等多様な手段により確実
な伝達体制の確保に努め
る。

・緊急速報メールや防災行
政無線、ＳＮＳ等さまざまな
手段での情報提供を継続
実施する。

・緊急速報メールや防災行
政無線、ＳＮＳ等さまざまな
手段での情報提供を継続
実施する。

・防災行政無線や緊急速報
メールなどの活用により住民
に周知を図る。

- - -

・気象台と連携して利活用の促進を
図る。
【H29年度～】

・振興局HP「県中地方防災
サイト」を更新する。

・河川流域総合情報システ
ム(福島県提供サイト)等の
活用方法について周知す
る。

・市ＨＰに掲載する情報につ
いて検討を進める。

・町ホームページ等への情
報掲載について検討する。

・天栄村の公式ウェブサイト
に｢川の防災情報｣や、河川
流域総合情報システム」等
のリンク方法を検討する。

・｢川の防災情報(国土交通
省提供サイト)｣や、河川流
域総合情報システム(福島
県提供サイト)等の活用方法
について周知する。

・「川の防災情報（国土交通
省提供サイト）」や、「河川流
域総合情報システム（福島
県提供サイト）」等の活用方
法について周知を図る。

・｢川の防災情報(国土交通
省提供サイト)｣や、河川流
域総合情報システム(福島
県提供サイト)等の活用方法
について周知する。

・警報級の可能性、洪水警
報の危険度分布等の利活
用を促進する。

- - - - - -

・河川流域総合情報システム（福島
県提供サイト）や、新たに設置する危
機管理型水位計を活用し、住民等
へのリアルタイム情報の周知を図
る。

・振興局HP「県中地方防災
サイト」を更新する。

-

・町防災ウェブサイトに掲載
する情報について検討を進
める。

・ホームページに｢川の防災
情報｣や、河川流域総合情
報システム」等のリンク方法
を検討する。

-

・消防本部のホームページ
に｢川の防災情報｣や、河川
流域総合情報システム」等
のバナー添付し周知を図
る。

- - - -

・H29.7から提供を開始し
た、洪水警報・大雨（浸水）
警報の危険度分布及び流
域雨量指数の予測値の利
活用推進を図る。

エ　情報通信技術等を活用
した住民等へ適切かつ確実
に情報伝達する体制や方法
の改善・充実

(ｱ) ｢川の防災情報(国土交通省提供サイト)｣
や、河川流域総合情報システム(福島県提供
サイト)等、国と県が有している河川水位やＣＣ
ＴＶカメラ等のリアルタイム情報の住民等への
周知方法について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・郡山市防災ｳｪﾌﾞｻｲﾄに
て、リアルタイム情報を周知
（国、県サイト⇒リンク貼り付
け）

・須賀川市HPに「川の防災
情報」や「河川流域総合情
報システム」を掲載し情報の
周知を図る。

- - - - - -

(ｲ) 気象庁HP等を活用した情報提供と利活用
について促進を図る。

引き続き実施

・郡山市防災ウェブサイトに
て気象情報の周知を進めて
いる。（気象台HPへリンクし
ている。）
【継続実施】

- - - -

防災情報等のシステム等の
活用方法について周知す
る。

(ｳ) 洪水警報・大雨（浸水）警報の危険度分布
及び流域雨量指数の予測値の利活用推進を
図る。

平成29年度から
順次実施

・郡山市防災ウェブサイトに
て気象情報の周知を進めて
いる。（気象台HPへリンクし
ている。）
【継続実施】

- - - - -

-

・水害の危険性の周知を行
う河川の情報提供する方法
について検討を始める。

・水害の危険性の周知を行
う河川の情報提供する方法
について検討を始める。

・簡易な方法による水害危
険性を周知する河川及び当
該河川における情報提供の
方法について、関係機関と
検討・調整を行う。

・簡易な方法による水害危
険性を周知する河川及び当
該河川における情報提供の
方法について、関係機関と
検討・調整を行う。

簡易な方法による水害危険
性を周知する河川及び当該
河川における情報提供の方
法について、関係機関と検
討・調整を行う。

簡易な方法による水害危険
性を周知する河川及び当該
河川における情報提供の方
法について、検討・調整をす
る。

- -

・水位周知河川等の指定を行う河
川について検討・調整する。

・建設事務所等から情報を
収集する。

-

(ｲ) ｢地域の水害危険性の周知に関するガイド
ライン｣(平成29年3月、国土交通省水管理・国
土保全局河川環境課）を参考に、簡易な方法
による水害危険性の周知を行う河川及び当該
河川における情報提供の方法について検討・
調整するとともに、その進捗状況について確認
する。

平成29年度から
順次実施

・簡易な方法による水害危
険性を周知する河川及び当
該河川における情報提供の
方法について、関係機関と
検討・調整を行う。

・簡易な方法による水害危
険性を周知する河川及び当
該河川における情報提供の
方法について、関係機関と
検討・調整を行う。

・水害の危険性の周知を行
う河川の情報提供する方法
について検討を始める。

・水位周知河川等の指定を
行う河川について検討・調
整を図る。

・水位周知河川等の指定を
行う河川について検討・調
整を図る。

水位周知河川等の指定を
行う河川について検討・調
整を図る。

・新たに水位周知河川等の
指定を行う可能性のある河
川について、関係機関と検
討・調整を図り、その進捗状
況を確認する。

・水位周知河川等の指定を
行う河川について、検討・調
整を行う。

・水位周知河川等の指定を
行う河川について検討・調
整を図る。

- -

・簡易な方法による水害危
険性を周知する河川及び当
該河川における情報提供の
方法について、検討・調整を
行う。

今後、必要に応じて検討を
進める。

・簡易な方法による水害危
険性を周知する河川及び当
該河川における情報提供の
方法について、構成市町と
検討・調整を図り、その進捗
状況を確認する。

・簡易な方法による水害危
険性を周知する河川及び当
該河川における情報提供の
方法について、関係市町村
と検討・調整を行う。

・簡易な方法による水害危険性を周
知する河川及び当該河川における
情報提供の方法について、関係市
町村と検討・調整を行う。

-

ウ　水害危険性（浸水想定及
び河川水位等の情報）の周
知

(ｱ) 水位周知河川等の指定を行う河川につい
て検討・調整するとともに、その進捗状況につ
いて確認する。

平成29年度から
順次実施

・水位周知河川等の指定を
行う河川について検討・調
整を図る。

・河川周知河川等の指定を
行う河川について検討・調
整を図る。

必要に応じて検討を進め
る。

必要に応じて検討を進め
る。

-

・水位周知河川等の指定を
行う河川について検討・調
整を図る。

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見直
しの進捗状況及び今後の予
定について情報共有を図
る。

必要に応じて、検討を進め
る。

- -

・基準水位（氾濫危険水位、避難判
断水位）の見直しを継続実施し、進
捗状況及び今後の予定について情
報を共有する。
・釈迦堂川、社川、右支夏井川、阿
武隈川の基準水位見直しを実施す
る。

・建設事務所等から情報を
収集する。

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の設定
に向け、関係機関と調整を
始める

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見直
しに係る進捗状況及び今後
の予定について情報共有を
図る。

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見直
しに係る進捗状況及び今後
の予定について情報共有を
図る。 - -

必要に応じて、検討を進め
る。

(ｳ) 避難勧告等の発令判断基準の目安となる
基準水位（氾濫危険水位、避難判断水位）の
見直しの予定を共有し、その進捗状況について
確認する。

引き続き実施

・逢瀬川：見直し済（H28） ・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の見直
しに係る進捗状況及び今後
の予定について情報共有を
図る。

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の設定
に向け、関係機関と調整を
始める

・基準水位（氾濫危険水
位、避難判断水位）の設定
に向け、関係機関と調整を
始める。

・「水害対応タイムライン」の
作成に向けた検討を進め
る。

- -

・逢瀬川、大滝根川、釈迦堂川、社
川、今出川、右支夏井川、阿武隈
川、笹原川の｢水害対応タイムライ
ン｣の作成に向けた支援を行う。

・水害対応タイムラインの作
成状況の確認を行う。

避難勧告等の発令対象区
域や発令判断基準を作成
する。

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等を確認する。

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等を確認する。

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等を確認する。

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等の確認を行
う。

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等の確認を行
う。

土砂災害時等における避難
勧告等の発令対象区域、
発令判断基準等の確認を
行う。

・市町村の｢水害対応タイム
ライン｣の作成に向けた支援
を行う。

・「水害対応タイムライン」の
作成に向けた検討を進め
る。

・「水害対応タイムライン」の
作成に向けた検討を進め
る。

今後必要に応じて、検討を
進める。

・社川の｢水害対応タイムラ
イン｣の作成に向けた検討を
行う。【令和元年～】

今後、必要に応じて検討を
進める。

今後、必要に応じて検討を
進める。

・各市町村の発令判断基準等につ
いて、情報を共有する。

・市町村から発令判断基準
等を確認する。

・避難判断及び配備基準
への気象情報の利活用に
関する助言等支援を行う。

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等の確認を行
う。

・病院（診療所）等の立地状
況を確認。地区内の病院に
ついては、防災ラジオを配
布。 -

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等の確認を行
う。

・構成市町と河川情報及び
土砂災害警戒情報を伝達
するホットラインの構築状況
を確認し、運用を開始する。

・構成市町と河川情報及び
土砂災害警戒情報を伝達
するホットラインの構築状況
を確認し、運用を開始する。

・新たに水位周知河川に指定する
笹原川について、ホットラインを構築
する。

・県災害対策課で指定して
いるホットライン及び建設事
務所における河川情報ホッ
トラインの伝達ルートを確認
する。

・直接市町村長等に気象
情報を伝達するホットライ
の、連絡体制の確認及び適
時適切な運用を行う。

イ　避難勧告等の発令対象
区域、発令判断基準等の確
認

(ｱ) ｢避難勧告等に関するガイドライン｣(平成29
年1月、内閣府(防災担当))を参考に、市町村
が定めた洪水時等における避難勧告等の発令
対象区域、発令判断基準等の確認を行う。

平成29年度から
順次実施

・郡山市避難勧告等の判
断・伝達マニュアル(H27.2)
による運用

・洪水時等における避難勧
告等の発令対象区域、発
令判断基準等を確認する。

・気象情報、河川情報及び
土砂災害警戒情報を伝達
するホットラインの構築状況
を確認し、運用開始による
連絡体制の整備に努める。

土砂災害警戒情報を伝達
するホットラインの構築状況
を確認し、運用を開始する。

土砂災害警戒情報等を伝
達するホットラインの構築状
況を確認した。

ホットラインの構築状況を確
認し、運用を開始する。

・直接市町村長等に河川情
報及び土砂災害警戒情報
を伝達されるホットラインの
構築状況を確認し、運用を
開始する。

ホットラインの構築状況を確
認し、運用を開始する。

(ｲ) 市町村が定めた避難勧告発令等の発令
判断基準等を踏まえて、防災行動と河川管理
者及び市町村等その実施主体を時系列で整
理する｢水害対応タイムライン｣を作成するととも
に、その運用状況を確認する。

平成29年度から
順次実施

・県管理河川についてタイム
ラインの必要性及び運用の
可能性等を検討する。
【H30年度～】
※中小河川の水害事象に
即した行動計画の設定及び
河川毎の特性を十分に考
慮する必要あり

・「水害対応タイムライン」の
作成に向け、情報収集し、
検討を開始する。

・｢水害対応タイムライン｣を
作成に向け情報の収集。

・｢水害対応タイムライン｣の
試行を行い、運用上の課題
の把握と関係機関への周知
を図る。

・｢水害対応タイムライン｣を
作成に向け検討をはじめる。

洪水時等における避難勧告
等の発令対象区域や発令
判断基準の作成に向け、検
討を始めた。

・大雨時等に気象台や河川
管理者等から提供される情
報について、構成市町と情
報を共有しながら、情報の
内容及び提供されるタイミン
グを確認する。

・県総合情報ネットワーク
（防災FAX）又は気象庁HP
等により土砂災害警戒情報
発表の有無を確認してい
る。

・新たに水位周知河川に指定する
笹原川について、情報提供の内容
やタイミングを確認する。

・洪水時等に気象台や河川
管理者等から提供される気
象情報、河川情報及び土
砂災害警戒情報の内容及
び提供されるタイミングにつ
いて確認する。

・洪水時等に気象台や河川
管理者等から提供される気
象情報、河川情報及び土
砂災害警戒情報の内容及
び提供されるタイミングを確
認する。

・指定済みの水位周知河川
（阿武隈川）及び土砂災害
警戒情報の内容やタイミン
グについて確認を行う。

・指定済みの水位周知河川
（阿武隈川）及び土砂災害
警戒情報の内容やタイミン
グについて確認を行う。

土砂災害警戒情報等の内
容及びタイミングについて、
確認した。

土砂災害警戒情報等の内
容及び提供するタイミングに
ついて確認した。

・H29.4 ホットライン体制構
築

・指定済みの水位周知河川
に係る河川情報及び土砂
災害警戒情報を伝達する
ホットラインの構築状況を確
認する。

・H30.4 ホットライン体制構
築

・河川情報及び土砂災害警
戒情報を伝達するホットライ
ンの構築状況を確認する。

・河川情報及び土砂災害警
戒情報を伝達するホットライ
ンの構築状況を確認する
気象情報については、継続
実施する。

・気象情報、河川情報及び
土砂災害警戒情報を伝達
するホットラインの構築状況
を確認し、運用開始による
連絡体制の整備に努める。

・土砂災害警戒情報等の内
容及び提供するタイミングに
ついて確認する。

・洪水時等に気象台や河川
管理者等から提供される気
象情報、河川情報及び土
砂災害警戒情報の内容及
び提供されるタイミングにつ
いて確認する。

・土砂災害警戒情報等の内
容及び提供するタイミングに
ついて確認する。

１　住民の避難行動のきっかけとなる情報伝達が確実に行われる体制を構築する。

⑴　情報伝達、避難計画等に関する事項

ア　洪水時等における河川管
理者等からの情報提供等の
内容及びタイミングの確認

(ｱ) 洪水時等の市町村長による避難勧告等発
令の判断を支援するため、洪水時等に気象台
や河川管理者等から市町村に提供する気象
情報、河川情報及び土砂災害警戒情報の内
容及び提供するタイミングを確認する。

平成29年度から
順次実施

・阿武隈川にかかる郡山市
タイムライン(H29.3)の運用
により情報共有のタイミング
を確認

・提供される情報の内容及
びタイミングについて確認す
る。

・提供される情報の内容及
びタイミングについて確認す
る。

三春町 小野町
郡山地方

広域消防組合
消防本部

須賀川地方
広域消防本部

福島県
県中建設事務所

福島県
県中地方振興局

天栄村 石川町 玉川村 平田村 浅川町 古殿町

・県総合情報ネットワーク
（防災FAX）又は気象庁HP
等により土砂災害警戒情報
発表の有無を確認する。

・避難勧告の発令判断の目
安となる氾濫危険情報の発
表等を建設事務所と気象
台で共同で実施する。
・「警報級の可能性」,「危険
度を色分けした時系列」の
利活用を促進する。

(ｲ) 直接市町村長等に気象情報、河川情報及
び土砂災害警戒情報を伝達するホットラインの
構築状況を確認する。

平成29年度から
順次実施

別紙⑥　（１／３）
具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
事項

郡山市 須賀川市 田村市 鏡石町
気象庁

福島地方気象台具体的取組

資料２－２ 別紙⑥



〇ソフト対策の主な取組（機関別の取組目標）　※H31(R元)年度取組内容

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有する。

- - - - -

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有すると
ともに、効率的な整備となる
よう検討・調整する。

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有すると
ともに、効率的な整備となる
よう検討・調整する。

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有する。

避難場所・避難経路の再確
認を行う。

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有すると
ともに、効率的な整備となる
ような検討・調整する。

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有すると
ともに、効率的な整備となる
よう検討・調整する。ウ　避難場所、避難経路の整

備

(ｱ) 避難場所、避難経路の整備に係る情報を
共有するとともに、避難場所、避難経路の整備
にあたっては、近隣工事等の発生土砂を有効
活用するなど、事業連携による効率的な整備
となるよう検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・H29は、避難所及び経路
の整備なし

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有する。

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有する。

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報を共有する。

・避難場所、避難経路の整
備に係る情報の共有方法に
ついて検討を始める。

-- - - - - -
イ　河川防災ステーション等
の整備

(ｱ) 河川防災ステーション等の整備に係る情
報を共有し、河川管理者が実施する災害復旧
だけでなく市町村等も水防活動を円滑に行える
施設となるよう、設置位置及び規模等について
検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

- - -- - - - -

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

- -

・河川監視用カメラの配置
計画について、検討・調整を
図る。

河川監視用カメラの配置計
画について、検討・調整を図
る。

・河川監視用カメラの配置
計画について、検討・調整を
図る。

⑵　円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項

ア　危機管理型水位計、河
川監視用カメラの整備

(ｱ) 危機管理型水位計(※)の配置計画を検
討・調整し、設置・運用を開始する。
※危機管理型水位計：現在、国土交通省のプ
ロジェクトにおいて開発を進めている、低コストで
導入が容易なクラウド型・メンテナンスフリー水
位計。

平成29年度から
検討実施

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の追加設置が必要
か、関係機関と検討・調整
を図る。

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

-

-

・危機管理型水位計（簡易水位計）
の追加設置計画について、関係市
町村と検討・調整を図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討を始め
る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置計画に
ついて、検討・調整を図る。

危機管理型水位計（簡易推
移型）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

・水位計未設置河川をはじ
めとした危機管理型水位計
（簡易水位計）の新規設置
計画について、検討・調整を
図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

-

-

・自主防災組織に対する水
防災意識の高揚を図るため
の方策を検討する。

・自主防災会等と連携し、
住民の水防災意識を高め、
地域防災力の向上を図る。

(ｲ) 河川監視用カメラの配置計画(設置目的に
応じた性能最適化・集約化等を含む)を検討・
調整する。

平成29年度から
検討実施

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討を始める。

- -

・国の支援により作成した指導計画
について市町村と情報共有を図る。

・危機管理型水位計（簡易
水位計）の新規設置につい
て、関係機関と検討・調整
を図る。

-

-

・河川監視用カメラの配置計画につ
いて、関係市町村と検討・調整を図
る。

-

-

-

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

・河川監視用カメラの配置
計画について、関係機関と
検討・調整を図る。

・「豪雨から子どもの命を守る出前講
座事業」を継続実施する。

防災教育の促進について関
係機関と協議・検討を行う。

教育委員会と連携し、小学
校総合学習授業での水防
災教育の取組の実施につい
て検討を始める。

-

・国土交通省・国土地理
院・気象庁の連携による学
校防災教育への取り組みを
実施する。

(ｲ) 小中学校等における水防災教育を実施す
る。
(ｲ) 出前講座等を活用し、水防災等に関する
説明会を実施する。

引き続き実施

・出前講座の実施（平成30
年度から新たに小中学生向
けメニューを設定）
・市総合防災訓練を実施予
定

・水防災教育の実施に向
け、出前講座事業の活用を
検討する。

今後、教育委員会と協議の
うえ検討する

・教育委員会及び各学校と
防災教育の実施についての
取組みを検討・調整する。

・防災教育について、各学
校と情報の共有と支援につ
いて検討・調整する。

防災教育の実施を拡大する
方策等に関する取組につい
て検討・調整する。

・小学校等の先生による防
災教育の実施を拡大する方
策等に関する取組にについ
て検討・調整する。

・小学校等の防災教育の状
況を確認する。

・小学校等の防災教育の状
況を確認する。

・県災害対策課で実施して
いる「防災講座」や「防災
フェア」の実施状況を確認
する。

・日本赤十字社、気象予報
士会等と連携し、教員を対
象とした気象庁ワークショッ
プ等の開催を検討する。

・教育委員会と連携し、小
学校総合学習授業での水
防災教育の取組みの実施
について検討する。

・教育委員会と連携し、小
学校総合学習授業での水
防災教育の取組の実施につ
いて検討する。

・教育委員会と連携し、小
学校総合学習授業での水
防災教育の取組の実施につ
いて検討する。

・構成市町の教育委員会及
び管内の自主防災組織と連
携して、出前講座、防災講
習会等を実施し、地域防災
力の向上を図る。

各種学校の避難訓練で水
災害についての防災教育を
行う。

・教育委員会等と連携し、
出前講座等の活用について
検討する。

・教育委員会等と連携し、
出前講座等の活用について
検討する。

・小学校において防災教区
を実施する。

教育委員会と連携し、水防
災教育の取組の実施につい
て検討する。

オ　防災教育の促進

(ｱ) 防災教育に関する指導計画作成への支援
など、小学校等の先生による防災教育の実施
を拡大する方策等に関する取組について検討・
調整する。

平成29年度から
検討実施

・出前講座の実施（H30年
度から、新たに小中学生向
けメニューを設定）

・防災教育の実施拡大する
方策について、検討・調整
する。

・防災教育の実施拡大する
方策について、検討・調整
する。

小学生を対象とした防災教
育について学校と協議を行
う。

小学生を対象とした防災教
育の実施拡大について検討
を始める。

・教育委員会及び各学校と
防災教育の実施についての
取組みを検討・調整する。

(ｲ) 住民の水防災意識を高め、地域防災力向
上のための自主防災組織の充実を図る。

平成29年度から
検討実施

・住民や多様な関係機関が
連携した避難訓練を検討す
る。

・住民や多様な関係機関が
連携した避難訓練を検討す
る。

・防災訓練の訓練内容につ
いて、河川災害についても
検討を行う。

防災訓練の訓練内容につい
て、水災害についても検討
する。

・避難訓練の実施状況や実
施予定を共有するとともに、
町民等や関係機関が連携
した避難訓練を検討・調整
する。

町防災訓練の内容を検討
する。

-

・構成市町及び管内の自主
防災組織と連携して、出前
講座、防災講習会等を実施
し、地域防災力の向上を図
る。

地域の自主防災訓練等で
水災害について講話を行
い、水防災意識の向上に努
める。

-

・消防団員の充実を図るた
め、事業所等を訪問し、消
防（水防）活動を行いやすい
職場環境の整備について、
事業所に対して要請を行
う。

自主防災組織等に水防に
ついての周知を図る。

・住民の水防意識を高める
ための方策等について検
討・調整する。

・住民の水防意識を高める
ための方策等について検
討・調整する。

・消防団、女性消防クラブと
連携して、住民の水防意識
を高め、地域防災力の向上
を図る。

住民の水防意識の向上の
方法について検討する。

・町民の水防災意識を高
め、地域防災力の向上を図
る。

・水防団や行政区と連携し
て、住民の水防災意識を高
め、地域防災力の向上を図
る。

-

今後、必要に応じて検討を
進める。

今後、必要に応じて検討を
進める。

- -

・｢まるごとまちごとハザードマップ｣の
取組状況を共有する。

水災害を想定した、関係機
関が連携した避難訓練を実
施。

・管内の避難訓練の実施予
定や実施状況を構成市町と
共有するとともに、住民や関
係機関が連携した訓練の実
施・調整を行う。

県南防災訓練等において、
水災害の救助活動のみでは
なく、住民の避難誘導訓練
も検討する。

-

・市町村防災訓練や県総合
防災訓練に情報連絡員（県
リエゾン）を参加させる。

・避難訓練の実施状況や実
施予定を共有する。

エ　住民、関係機関が連携し
た避難訓練等の充実

(ｱ) 各市町村等による避難訓練の実施状況や
実施予定を共有するとともに、住民等や多様な
関係機関が連携した避難訓練を検討・調整す
る。

平成29年度から
検討実施

・市総合防災訓練を実施（R
元.8.31）予定
実施箇所：市内13地区

・住民等や多様な関係機関
が連携した訓練を実施す
る。（Ｈ30.9予定）

・住民等や多様な関係機関
が連携した避難訓練を検
討・調整する。

避難訓練実施状況等の情
報を共有する。

・他市町村の避難訓練の実
施状況を把握する。

・「まるごとまちごとハザ－ド
マップ」の取組状況を共有
する。

必要に応じて検討する。 ・避難場所等に係る看板等
の掲示等の取組状況を確
認する。

・「まるごとまちごとハザード
マップ」（生活空間における
想定浸水深や避難場所等
に係る看板等の掲示）の取
組みについて検討する。

・「まるごとまちごとハザード
マップ」（生活空間における
想定浸水深や避難場所等
に係る看板等の掲示）の取
組みについて検討する。

・｢まるごとまちごとハザード
マップ｣(生活空間における
想定浸水深や避難場所等
に係る看板等の掲示)の取
組みについて検討する。

-
ウ　まるごとまちごとハザード
マップの促進

(ｱ) 各構成員による｢まるごとまちごとハザード
マップ｣(生活空間における想定浸水深や避難
場所等に係る看板等の掲示)の取組状況を共
有するとともに、｢まるごとまちごとハザードマップ
実施の手引き｣(平成29年6月、国土交通省水
管理・国土保全局河川環境課水防企画室）等
を参考に、取組の推進について検討・調整す
る。

平成29年度から
検討実施

・水害ハザードマップの改訂
にあわせて、洪水標識等の
検討を引き続き行う。

・「まるごとまちごとハザード
マップ」の取組状況を共有
する。

必要に応じて検討する

・出前講座の実施
・自主防災組織への活動支
援（補助金、資機材等）
・市民防災リーダー講習会
を３回（11月～1月）開催予
定

・自主防災組織と連携し、
住民の水防災意識を高め、
地域防災力の向上を図る。

・行政区等と連携し、住民の
水防災意識を高め、地域防
災力の向上を図る。

- - - -

・先進事例を踏まえた分かり
やすく見やすい防災ハザー
ドマップ作成について検討す
る。

・先進事例を踏まえたわかり
やすい防災ハザードマップの
作成について、検討する。

・地域防災計画の修正に合
わせて、先進事例や平成
30年7月豪雨を踏まえた、
分かりやすく・見やすい防災
ハザードマップ作成について
検討する。

ハザードマップの見直しを検
討する。【令和2年～】

・先進事例を踏まえたわかり
やすい防災ハザードマップの
作成について、検討する。

・先進事例を踏まえた分かり
やすく見やすい防災ハザー
ドマップ作成について検討す
る。

・社川、右支夏井川、阿武隈川、今
出川の想定最大規模降雨による洪
水浸水想定区域図の作成後、洪水
ハザードマップの作成に必要な情報
を市町村へ提供し、公表予定を共
有する。

・振興局HP「県中地方防災
サイト」を更新する。

-

(ｲ) ｢水害ハザードマップ作成の手引き｣(平成
28年4月、国土交通省水管理・国土保全局河
川環境課水防企画室)等を参考に、洪水ハ
ザードマップの住民への効果的な周知方法や、
先進事例を踏まえたわかりやすい洪水ハザード
マップへの改良について検討・調整し、平成30
年7月豪雨を踏まえ、住民への洪水ハザード
マップ等各種防災計画の周知の徹底を図る。

平成29年度から
検討実施

・阿武隈川、逢瀬川の浸水
想定区域図を踏まえた水害
ハザードマップを作成し、住
民への配布及び周知の徹
底を図る。

・阿武隈川、釈迦堂川の浸
水想定区域図を踏まえた水
害ハザードマップの作成に
着手する。

・先進事例を踏まえたわかり
やすい防災ハザードマップの
作成について、検討する。

・先進事例を踏まえたわかり
やすい防災ハザードマップの
作成について、検討する。

・新たに指定となった土砂
災害警戒区域及び釈迦堂
川の浸水想定区域図を踏
まえたWeb版ハザードマップ
の作成に着手する。

想定最大規模降雨による洪
水浸水想定区域図を踏ま
えた、洪水ハザードマップに
ついて作成を検討する。

・想定最大規模降雨に係る
浸水想定区域図を踏まえた
洪水ハザ－ドマップについ
て、情報収集を行う。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップの
作成・公表の予定を確認す
る。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップの
作成、公表の予定を共有す
る。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップの
作成・公表の予定を構成市
町と共有する。また、洪水ハ
ザードマップが作成された場
合は、当該洪水ハザード
マップを共有する。

想定最大規模降雨に係る
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップに
ついて各市町村と共有す
る。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップの
作成準備を進める。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップの
作成、公表の予定を共有す
る。

・他機関のハザードマップの
作成・公表の予定を確認す
る。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた新たな洪水ハザード
マップが策定された場合
は、当該洪水ハザードマップ
を共有する。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップの
作成、公表の予定を共有す
る。

・想定最大規模降雨に係る
洪水浸水想定区域図を踏
まえた、新たな防災ハザード
マップの作成について、情報
収集を行う。

・先進事例を踏まえたわかり
やすい防災ハザードマップの
作成について、検討する。

-

イ　洪水ハザードマップの作
成・改良と周知

(ｱ) 想定最大規模降雨に係る洪水浸水想定
区域図を踏まえた洪水ハザードマップの作成・
公表の予定を共有する。また、洪水ハザード
マップが作成された場合は、当該洪水ハザード
マップを共有する。

平成29年度から
順次実施

・阿武隈川、逢瀬川の浸水
想定区域図を踏まえた水害
ハザードマップの改訂版を作
成、公表の予定を共有す
る。

・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図を踏
まえた洪水ハザードマップの
作成、公表の予定を共有す
る。

・県管理河川のうち、水位周
知河川等について、想定最
大規模降雨による洪水浸水
想定区域図等の作成・公表
の予定を共有する。

・想定最大規模降雨に係る
浸水想定区域図等につい
て、情報収集を行う。

想定最大規模降雨に係る
浸水想定区域図について、
情報収集を行う。

・想定最大規模降雨に係る
浸水想定区域図等につい
て、情報収集を行う。

⑴　平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する取組

ア　想定最大規模降雨に係
る洪水浸水想定区域図等の
共有

(ｱ) 国又は県による想定最大規模降雨に係る
洪水浸水想定区域図等の作成・公表の予定を
共有する。また、洪水浸水想定区域図が作成
された場合は当該洪水浸水想定区域図を共
有する（なお、共有された洪水浸水想定区域
図については、土地利用や都市計画の検討等
においても広く活用されるよう各構成員におい
て確認する。）。

引き続き実施

・逢瀬川の想定最大規模降
雨による洪水浸水想定区域
図は平成３０年７月に公表
済み

・県管理河川のうち、水位周
知河川等について、想定最
大規模降雨による洪水浸水
想定区域図等の作成、公
表の予定を共有する。

・県管理河川のうち、水位周
知河川等について、想定最
大規模降雨による洪水浸水
想定区域図等の作成、公
表の予定を共有する。

情報の共有を図る。 ・想定最大規模降雨による
洪水浸水想定区域図等の
作成・公表の予定を確認す
る。

・想定最大規模降雨に係る
浸水想定区域図等につい
て、情報収集を行う。

・県管理河川のうち、水位周
知河川等について、想定最
大規模降雨による洪水浸水
想定区域図等の情報収集
を行うとともに、作成・公表の
予定を構成市町と共有す
る。また、洪水浸水想定区
域図が作成された場合は当
該区域図を共有する。

想定最大規模降雨に係る
洪水浸水想定区域図につ
いて各市町村と共有を図
る。

・社川、右支夏井川、阿武隈川、今
出川の想定最大規模降雨による洪
水浸水想定区域図を作成し、公表
する。
・新たに水位周知河川に追加指定
する笹原川の想定最大規模降雨に
よる洪水浸水想定区域図の作成に
着手する。

・建設事務所等から情報を
収集する。

・指定河川洪水予報実施
河川の想定最大規模降雨
による洪水浸水想定区域
図の公表に合わせて、洪水
警報等の見直しを検討す
る。それ以外の河川につい
ては、情報を共有する。

想定最大規模降雨による洪
水浸水想定区域図等の作
成・公表の予定を確認す
る。

・県管理河川のうち、水位周
知河川等について、想定最
大規模降雨による洪水浸水
想定区域図等の作成・公表
の予定を共有する。

福島県
県中建設事務所

福島県
県中地方振興局

気象庁
福島地方気象台具体的取組

２　地域の水防災意識の向上を図るため水害危険性を周知する。２　地域の水防災意識の向上を図るため水害危険性を周知する。

平田村 浅川町 古殿町 三春町 小野町
郡山地方

広域消防組合
消防本部

須賀川市 田村市 鏡石町 天栄村 石川町 玉川村

別紙⑥　（２／３）
具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
事項

郡山市
須賀川地方

広域消防本部



〇ソフト対策の主な取組（機関別の取組目標）　※H31(R元)年度取組内容

・国と連携し、排水ポンプ運
転訓練を実施

・実施に向け検討する。
・Ｈ29年は東北水防技術競
技大会に出場。

市の防災訓練で各地区水
防団員合同で実施した

水防訓練の実施について検
討

・関係機関が連携した水防
訓練等の実施について検討
する。

・関係機関が連携した水防
訓練等について検討・調整
する。

・関係機関が連携した水防
訓練等について検討・調整
する。

・関係機関が連携した水防
訓練等について検討する。

関係機関と連携した水防訓
練等に参加する。

・関係機関が連携した水防
訓練等について検討する。

・県の水防訓練等への参加
を検討する。

関係機関と連携した水防訓
練等を実施。

・構成市町と連携して水防
訓練等を実施する。

・構成市町と連携して水防
訓練等を実施する。

・市町村が開催する水防訓練に参
加する。

-

・関係機関と連携した情報
伝達訓練への支援を行う。

・国と連携し、排水ポンプ運
転訓練を実施（再掲）

・水防技術講習会等に積極
的に参加する。

職員が水防技術講習会へ
の参加について、検討する。

水防技術講習会への参加
の検討

職員が水防技術講習会へ
の参加について、検討する。

・水防技術講習会への参加
について検討する。

・水防技術講習会への参加
について検討する。

・水防技術講習会等に、積
極的に参加する。

水防技術講習会等の参加
について検討する。

・水防技術講習会等への積
極的参加。

・水防技術講習会への参加
を検討する。

・水防技術講習会への参加
を検討する。

・構成市町と連携して水防
技術講習会への積極的な
参加を図る。

・構成市町と連携して水防
技術講習会への積極的な
参加を図る。

・水防技術講習会の開催を検討す
る。

- -

・水防団との情報伝達訓練
を検討する

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

水防団等への連絡体制の
確認を行う。

水防団等（消防団等）の連
絡体制の確認を行う。

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

水防団等への連絡体制の
確認と首長も参加した実践
的な情報伝達訓練を検討
する。

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

・関係機関への連絡体制の
確認と首長も参加した実践
的な情報伝達訓練の定期
的な実施を検討する。

・実践的な情報伝達訓練の
実施を検討する。

・構成市町への連絡体制の
確認と管理者参加の実践
的な情報伝達訓練の実施
を検討する。

・構成市町への連絡体制の
確認と管理者参加の実践
的な情報伝達訓練の実施
を検討する。

・首長も参加した実践的な情報伝達
訓練の定期的な実施を検討する。

-

・市町村や関係機関等の要
請により、情報提供等の訓
練への支援を実施する。

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

・災害情報の共有体制を強
化するため、職員への一斉
メール通信を活用し、災害
情報の共有及び方策等の
確認を行う。

・災害情報の共有体制を強
化するため、職員への一斉
メール通信を活用し、災害
情報の共有及び方策等の
確認を行う。

・災害情報の共有体制を強化する
ため、災害情報の共有方策等につ
いて検討・調整する。

・市町村、建設事務所、農
林事務所の被害状況の把
握を行う。

-

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等の確認を行う。

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

国が実施する研修、訓練へ
参画し、災害対応の人材育
成を図る。

国が実施する研修、訓練へ
参画し、災害対応の人材育
成を図る。

国が実施する研修、訓練
へ、構成市町と連携して参
加し、人材育成や技術力の
向上に努める。

国が実施する研修、訓練
へ、構成市町と連携して参
加し、人材育成や技術力の
向上に努める。

・国が実施する研修、訓練へ参画
し、災害対応の人材育成を図る。

必要に応じて検討する。 ・国が実施する研修、訓練
へ参加を推進する。

・国が実施する研修・訓練
等へ参画し、災害対応の人
材育成を図る。

・国が実施する研修・訓練
等へ参画し、災害対応の人
材育成を図る。

・研修、訓練へ参画し、災害
対応の人材育成を図る。

国が実施する研修、訓練へ
の地方公共団体等の参画
し、災害対応の人材育成
や、自治体間の相互支援体
制の強化を図る。

イ　災害情報の共有体制の
強化

(ｱ) 各構成員における災害情報の共有体制を
強化するため、共有すべき災害情報や当該情
報の共有方策等について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・近隣自治体と災害情報の
共有に努める

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

・災害情報の共有体制を強
化するため、災害情報の共
有方策等について検討・調
整する。

災害情報の共有体制につい
て検討を行う。

・災害情報の共有方策等の
検討を始める。

・国、県が実施する研修、訓
練へ参加し、災害対応の人
材育成や、自治体間の相互
支援体制の強化を図る。

・複数市町村に影響があると想定さ
れる浸水被害軽減地区の指定予
定・課題等を共有する。

・建設事務所等から情報を
収集する。

-

④ その他

ア　災害時及び災害復旧に
対する支援強化

(ｱ) 国が実施する研修、訓練への地方公共団
体等の参画など、災害対応にあたる人材を育
成するための方策や、地方公共団体間の相互
支援体制の強化を図るための方策について検
討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・各種講習会等に参加 ・国が実施する訓練等に参
画し、災害対応の人材育成
を図る。

必要に応じて検討する

- -

今後、必要に応じて検討を
進める。

- - -

・複数市町村に影響がある
と想定される浸水被害軽減
地区の指定予定・課題等を
共有する。

・近隣市町村に影響がある
と想定される浸水被害被害
軽減地区の指定に係る課
題等への対応を検討する。

・複数市町村に影響がある
と想定される浸水被害軽減
地区の指定予定・課題等を
共有する。

・複数市町村に影響がある
と想定される浸水被害軽減
地区の指定予定・課題等を
共有する。

-

・県災害対策課主催の研修
会、訓練へ参加し、災害対
応力の強化を図る。

・気象台は災害時気象資
料及び災害時気象支援資
料を必要に応じて提供する
と共に、これらの資料の利
活用にあたる人材を育成す
るための支援を行う。

イ　浸水被害軽減地区の指
定

(ｱ) 複数市町村に影響があると想定される浸
水被害軽減地区の指定にあたり、地区指定の
予定や指定に係る課題等を共有し、連携して
課題への対応を検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・浸水被害軽減地区の指定
要件について確認
広域的な地区指定について
は今後検討

・複数市町村に影響がある
と想定される浸水被害軽減
地区の指定予定・課題等を
共有する。

・洪水浸水想定区域内にお
ける排水施設、排水資機材
の配置、運用方法、洪水時
の排水施設等の管理者間
の連絡体制等に係る情報を
共有する。

・洪水浸水想定区域内にお
ける排水施設、排水資機材
の配置、運用方法、洪水時
の排水施設等の管理者間
の連絡体制に係る情報を共
有する。

洪水浸水想定区域内にお
ける排水施設、排水資機材
の配置、運用方法、洪水時
の排水施設等の管理者間
の連絡体制等に係る情報を
共有する。

-

⑶　氾濫水の排水、浸水被害軽減に関する事項

ア　排水施設、排水資機材の
運用方法の改善及び排水施
設の整備等

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における排水施設、
排水資機材の配置、運用方法等に係る情報を
共有し、洪水時の排水施設等の管理者間の連
絡体制を構築するとともに、洪水時に円滑かつ
迅速な排水を行うための排水施設等の運用方
法について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・出水期前に市内の排水施
設等について確認

・洪水浸水想定区域内にお
ける排水施設、排水資機材
の配置、運用方法、洪水時
の排水施設等の管理者間
の連絡体制等に係る情報を
共有する。

- 関係機関の情報共有と連
絡体制の確認を行う。

-

・洪水浸水想定区域内にお
ける排水施設、排水資機材
の配置、運用方法、洪水時
の排水施設等の管理者間
の連絡体制等に係る情報を
共有する。

- -

・洪水浸水想定区域内における排
水施設、排水資機材の配置、運用
方法、洪水時の排水施設等の管理
者間の連絡体制等に係る情報を共
有する。

- -

今後、必要に応じて検討を
進める。

洪水浸水想定区域内にお
ける排水施設、排水資機材
の配置、運用方法、洪水時
の排水施設等の管理者間
の連絡体制等に係る情報を
共有する。

- - -

必要に応じて検討する ・浸水防止計画の作成状況
や訓練の実施状況を踏ま
え、それぞれの取組を促す
ための支援策について検
討・調整する。 - - - -

・事業所等への支援策につ
いて検討を始める。

- - - - - -

・洪水浸水想定区域内にお
ける大規模工場等の立地
状況を調査する。

・大規模工場等の立地状況
の確認を始める。

・洪水浸水想定区域内にお
ける大規模工場等の立地
状況を確認する。

・洪水浸水想定区域内にお
ける大規模工場等の立地
状況を確認する。

-

- - -

・本庁舎及び各(分)署等に
おける洪水時に想定される
浸水被害を確認し、適切な
機能を確保するために必要
な対策について検討・調整
する。

・本庁舎及び各(分)署等に
おける洪水時に想定される
浸水被害を確認し、適切な
機能を確保するために必要
な対策について検討・調整
する。

-

・市町村庁舎の代替施設の
確認を行う。

-

ウ　大規模工場等の自衛水
防に係る取組の促進

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における大規模工場
等の立地状況を確認するとともに、市町村地域
防災計画に定められた大規模工場等の浸水
防止計画の作成状況、訓練の実施状況を確
認する。

平成29年度から
検討実施

・大規模規模工場の状況を
確認

・洪水浸水想定区域内にお
ける大規模工場等の立地
状況を確認する。

・市町村庁舎等における洪
水時に想定される浸水被害
を確認し、適切に機能を確
保するために必要な対策
(耐水化、非常用電源等の
整備等)について検討・調整
する。

・村庁舎等における洪水時
に想定される浸水被害を確
認し、適切に機能を確保す
るために必要な対策につい
て検討・調整する。

市町村庁舎等における洪水
時に想定される浸水被害を
確認し、適切に機能を確保
するために必要な対策につ
いて検討・調整する。

・町庁舎等で想定される浸
水被害を想定し、適切に機
能を確保するため必要な対
策について検討・調整する。
【Ｈ29年度～】

・庁舎等における洪水時に
想定される浸水被害を確認
し、適切に機能を確保する
ために必要な対策について
検討・調整する。

・防災拠点となる施設の想
定される浸水被害を確認
し、必要な対策について検
討・調整する。

- - -

(ｲ) 浸水防止計画の作成状況や訓練の実施
状況を踏まえ、それぞれの取組を促すための
支援策について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・地域防災計画（水防計
画）への位置付けを確認
後、検討する

・取組を促すための支援策
を検討する。

必要に応じて検討する

病院等の立地状況を確認
する。

・病院（診療所）等の立地状
況を確認する。

- - - -

・病院（診療所）等の立地状
況を確認する。

・病院等の立地状況を調査
する。

・洪水浸水想定区域内にお
ける災害拠点病院等の立
地状況を確認し、施設管理
者等に対する洪水時の確実
な情報伝達の方法について
検討・調整する。 - - -

イ　洪水時の市町村庁舎等
の機能確保のための対策の
充実

(ｱ) 市町村庁舎等における洪水時に想定され
る浸水被害を確認し、適切に機能を確保する
ために必要な対策(耐水化、非常用電源等の
整備等)について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・防災拠点となる施設の想
定される浸水被害を確認
し、必要な対策について検
討・調整する。

・防災拠点となる施設の想
定される浸水被害を確認
し、必要な対策について検
討・調整する。

・村本庁舎等が、災害時に
おいても適切に機能を確保
するために必要な対策につ
いて検討を始める。

・町庁舎等における洪水時
に想定される浸水被害を確
認し、適切に機能を確保す
るために必要な対策につい
て検討・調整する。

-

⑵　市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

ア　災害拠点病院等の施設
管理者への情報伝達の充実

(ｱ) 洪水浸水想定区域内における災害拠点病
院等の立地状況を確認し、施設管理者等に対
する洪水時の確実な情報伝達の方法について
検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・洪水浸水想定区域内にお
ける災害拠点病院等の立
地状況を確認し、施設管理
者等に対する洪水時の確実
な情報伝達の方法について
検討・調整する。
【Ｈ29年度～】

・洪水浸水想定区域内にお
ける防災拠点病院等の立
地条件を確認し、情報伝達
方法について検討・調整す
る。

・病院等の立地状況を調査
する。

・各水防団の分団等の配
置、管轄区域等を共有し、
水防団間の連携・協力につ
いて検討・調整する。

各水防団の分団等の配置、
管轄区域等を共有し、洪水
時の水防団間の連携・協力
について検討・調整する。

各水防団の分団等の配置、
管轄区域等を共有し、洪水
時の水防団間の連携・協力
について検討・調整する。 - - -

水防団等と関係団体との連
携・協力の確認を行う。

洪水時の連携・協力につい
て検討を始める。

・水防団間の連携・協力体
制をさらに強化する方策を
検討する。

・大規模な氾濫に備え、水
防団の分団等の配置、管轄
区域等を確認し、洪水時の
水防団の連携・協力につい
て検討・調整する。

・大規模な氾濫に備え、消
防団間の連携・協力につい
て検討する。

各水防団の分団等の配置、
管轄区域等を共有し、洪水
時の水防団間の連携・協力
について検討・調整する。

オ　水防団間での連携、協力
に関する検討

(ｲ) 大規模な氾濫に対してより広域的、効率的
な水防活動が実施できるよう、各水防団の分
団等の配置、管轄区域等を共有し、洪水時の
水防団間の連携・協力について検討・調整す
る。

-

平成29年度から
検討実施

・水防、消防団の人員維持
に努める

・水防団間の連携・協力体
制をさらに強化する方策を
検討する。

・水防団間の連携・協力体
制をさらに強化する方策を
検討する。

・水防に関する広報等を積
極的に行う。

- -

・水防(水防団員の募集、自主防災
組織、企業等の参画等)に関する広
報の取組状況や取組予定等を共有
する。また、先進事例の情報を入手
し、共有を図る。

・振興局HP「県中地方消防
団応援サイト」や「消防団協
力事業所紹介」で消防団活
動について広報を行う。

-

・H30年9月頃にお天気フェ
アの広報行事における水防
災に関する防災気象情報
の活用に関するﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等
の配布を実施する。

・水防に関する広報等を積
極的に行う。

・水防に関する広報の充実
について、先進事例を踏ま
え検討する。

・水防に関する広報等を積
極的に行う。

水防に関する広報等を積極
的に行う。

・先進事例を踏まえた広報
の充実について検討・調整
する。

・水防(水防団員の募集、自
主防災組織、企業等の参
画等)に関する広報の取組
状況や取組予定等を共有
し、先進事例を踏まえた広
報の充実について検討・調
整する。

- -

・住民等の参加等による実
践的な水防訓練について検
討・調整する。

・実践的な水防訓練の実施
を検討する。

・構成市町村が実施する訓
練への参加をはじめ、住民
参加の実践的な訓練につい
て検討・調整する。

・構成市町村が実施する訓
練への参加をはじめ、住民
参加の実践的な訓練につい
て検討・調整する。

・市町村との連携による実践的な水
防訓練について検討・調整する。

エ　水防に関する広報の充実

(ｱ) 各構成員の水防(水防団員の募集、自主
防災組織、企業等の参画等)に関する広報の
取組状況や取組予定等を共有し、先進事例を
踏まえた広報の充実について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

郡山市ウェブサイトにて防災
に関する広報を随時実施
参考　H29.10～
【動画で手話を学びません
か～郡山市手話動画 第6
回「防災」～】

・水防に関する広報等を積
極的に行う。

・水防に関する広報等を積
極的に行う。

先進事例を踏まえた効果的
な広報について検討する。

・先進事例を踏まえた広報
の充実について検討を始め
る。

・町民等の参加による実践
的な水防訓練について検
討・調整する。

住民参加による水防訓練の
実施について検討する。

・住民等の参加等による実
践的な水防訓練について検
討を始める。

・実践的な水防訓練の実施
を検討する。

・実践的な水防訓練の実施
を検討する。

・実践的な水防訓練の実施
を検討する。

住民等の参加等による実践
的な水防訓練について検
討・調整する。

-

ウ　水防訓練の充実

(ｱ) 毎年、関係機関が連携した水防実働訓練
等を実施する。

引き続き実施

(ｲ) 県と市町村職員等を対象に水防技術講習
会を実施する。

引き続き実施

(ｳ) 水防団等への連絡体制の確認と首長も参
加した実践的な情報伝達訓練を実施する。

- - - - - -

引き続き実施

(ｴ) 多様な関係機関、住民等の参加等による
実践的な水防訓練について検討・調整する。

平成29年度から
検討実施

・市総合防災訓練におい
て、住民参加により簡易水
防工法訓練等を実施予定
（H29～）
・住民参加の水防訓練につ
いて検討する

・住民参加等による実践的
な水防訓練実施を検討す
る。

・住民参加等による実践的
な水防訓練実施を検討す
る。

- - -

イ　水防資機材の整備等

(ｱ) 各構成員が保有する水防資機材の配置に
ついて共有するとともに、水防資機材の整備や
洪水時の相互応援について検討・調整する。

・出水期前に重要水防箇所
の確認を行うとともに、現地
にて、構成市町の担当者と
共同点検等を実施し、情報
共有を図る。

・出水期前に重要水防箇所
の確認を行うとともに、現地
にて、構成市町の担当者と
共同点検等を実施し、情報
共有を図る。

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び共同点検を実
施。

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び共同点検を実
施。

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び現地にて関係者
による共同点検等を実施し
た。

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び共同点検を実
施した。

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び共同点検を実
施した。

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び共同点検を実
施した。

-

・水防計画に基づく資機材
の必要数量を確保し、情報
共有を図る。

・水防計画に基づく資機材
の必要数量を確保し、情報
共有を図る。

・構成市町の水防計画に基
づく資機材の必要数量を確
保し、情報共有を図る。

・構成市町の水防計画に基
づく資機材の必要数量を確
保し、情報共有を図る。

・水防計画に基づく資機材の必要数
量を確保し、洪水時の資材提供等
について情報共有を図る。 -

・資機材の必要数量を確保
のため、関係機関と情報共
有を図る。

・保有する水防資機材の配
備について、土木事務所と
合同で確認を実施した。

・保有する水防資機材の配
備について、土木事務所と
合同で確認を実施した。

・水防計画に基づく資機材
必要数量を確保し、洪水時
の資材提供について情報共
有を図った。

保有する水防資材の配置に
ついて、関係機関と情報共
有を行った。

・水防資機材の必要数量を
確保し、情報共有を図る。

引き続き実施

・水防資機材の在庫確認

※構成員間の相互調整は
無し

・保有する防災資機材につ
いて、情報共有を行った。

・保有する防災資機材につ
いて、情報共有を行った。

・水防資機材の配置につい
て情報を共有する。

出水期前に重要水防箇所
の確認・点検を行った。

・出水期前に重要水防箇所
の確認を行うとともに、現地
にて関係者による共同点検
等の実施をした。

(ｲ) 河川防災ステーション等の情報を共有し、
これを活用した円滑な水防活動について検討・
調整する。

平成29年度から
検討実施

- - - - - - -

３　水災害の軽減を図るため水防活動の効率化及び水防体制の強化を推進する。

⑵　水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項

ア　重要水防箇所の確認

(ｱ) 河川整備の進捗等を踏まえて、出水期前
に重要水防箇所の確認を行うとともに、現地に
て関係者による共同点検等の実施について検
討・調整する。

引き続き実施

・重要水防箇所の合同点検
実施

・出水期前に重要水防箇所
の確認及び共同点検を実
施。

古殿町 三春町 小野町
郡山地方

広域消防組合
消防本部

須賀川地方
広域消防本部

福島県
県中建設事務所

鏡石町 天栄村 石川町 玉川村 平田村 浅川町

・出水期前に重要水防箇所の確認
及び共同点検を実施する。

-

・出水期前の関係者との共
同点検への参加を検討す
るする。

・出水期前に重要水防箇所
の確認を行うとともに、現地
にて関係者による共同点検
を実施する。

・出水期前に重要水防箇所
の確認を行うとともに、現地
にて関係者による共同点検
を実施する。

別紙⑥　（３／３）
具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
事項

郡山市 須賀川市 田村市
福島県

県中地方振興局
気象庁

福島地方気象台具体的取組


